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Asian Society of Human Servicesでは、 

障害の有無に関わらず共に学ぶ場を設定し、 

そこで行われる平等かつ包括的な教育を 

Inclusive Educationと定義する。 

 

Inclusive Education分野の研究は、 

その方法が科学的であれば国際的に通用する分野であり、 

多職種協働の試みによってより発展することが期待され、 

特に、“Evidence Based Inclusive Education”の推進が求められている。 

 

そこで、本学会ではInclusive Educationに関する 

科学的な研究・実践活動を通じ、 

日本をはじめアジアのInclusive Educationの 

進歩・発展に寄与することを目的とし、 

学会として3種類目の専門研究ジャーナルをここに創刊する。 
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ABSTRACT 

 

本研究は、自立活動の指導にかかわる事項を検討し、「自立活動の時間における指導」に関

する課題を明らかにすることを目的として、全国の国公立知的障害特別支援学校小学部設置

校 603 校を対象として調査を行った。 

結果、自立活動の指導の内容・方法等の充実策の検討をしている学校は、回答の 66％であ

り、知的障害特別支援学校小学部の約 6 割で自立活動の指導を「自立活動の時間における指

導」として週時程に位置づけて指導されていること、週時程に位置付けていない場合は、学

校教育全体で指導している学校が 64％と多いことが明らかになった。また、「自立活動の時

間における指導」として週時程に位置づけている学校とそうでない学校の比較では、調査項

目の多くで顕著な差異が認められなかった。 
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Ⅰ. 問題の所在と研究の目的 

  

平成 29 年 4 月に特別支援学校小学部・中学部の新学習指導要領(以下、「学習指導要領」と

記す。)が告示され、小学部にあっては令和 2 年度よりの実施となっている。学習指導要領

(2017)では、全ての教科等の目標や内容を、 ①知識及び技能、②思考力、判断力、表現力等、

③学びに向かう力、人間性等の三つの柱で再整理するとともに、主体的で対話的な深い学び

を行うことで一層の定着を図ることを目指している。そして自立活動が強調されていること

も学習指導要領の改訂の特徴の一つであり、特別支援学級、通級による指導においても、自

立活動の指導の充実が求められている。そのため特別支援学校においても自立活動の指導の

一層の充実が求められるのは当然のことである。特別支援学校における教育課程上の自立活

動の位置づけについて、学習指導要領解説総則編(2018)には、自立活動の指導は「学校教育

全体での指導」と「自立活動の時間における指導」が共に必要であることが示されている。

「学校教育全体での指導」に関しては、自立活動の前身である「養護・訓練」が 1971(昭和

46)年の学習指導要領の改訂で導入されるが、そこでは「養護・訓練に関する指導は、養護・

訓練の時間はもちろん、学校の教育活動全体を通じて適切に行うものとする」として明記さ

れている(文部省,1971)。これは、「養護・訓練」から自立活動に変更された 1999(平成 11)年

改訂の盲学校、聾学校及び養護学校学習指導要領における自立活動についても、「学校の教育

活動全体を通じて適切に行うものとする」ことが踏襲され今日に至っている。それゆえ、山

本(2010)の調査では知的障害特別支援学校においては、普通学級の自立活動の指導形態につ

いては、5 割前後で「教育全般での指導」が行われていることを明らかにしている。 

一方、「自立活動の時間における指導」についてはどうであろうか。国立特別支援教育総合

研究所の報告書(2012)によれば、842 校から回答を得た調査では、教育課程上に「自立活動

の時間における指導」を設定している学校は、視覚障害 79％、聴覚障害 93％、肢体不自由

94％、病弱 98％であるのに対し、知的障害は、45％にとどまっている。「自立活動の時間に

おける指導」を「特に設定していない」学校は知的障害では 25％となっている。「特に設定

していない理由」として、「学校教育全般を通じて行っている」「各教科等の中で必要に応じ

て指導する」「専任の教員がいない」といった記述があり、知的障害特別支援学校での自立活

動の指導の実態が報告されている。その理由として、下山(2018)は、知的障害特別支援学校

においては「各教科等を合わせた指導の中で自立活動を指導しているので、特設した時間の

設定は必要がないという考え方をとる学校が多いのだろう」とみている。全国特別支援学校

長会の研究集録(2019)によれば、知的障害特別支援学校小学部 584 校を対象とした調査で、

週時程に「自立活動の時間における指導」を位置づけている学校は 364 校で 62.3％となって

いる。校長会の調査は小学部のみなので、中学部、高等部を含めると割合は下がる可能性が

あるが、国立特別支援教育総合研究所の報告書(2012)の時点と比較すると漸増していること

がわかる。それでも、他の障害種の特別支援学校と比較すると、教育課程上に「自立活動の

時間における指導」を設定している学校や週時程に「自立活動の時間における指導」を位置

づけている学校は極めて低い割合となる。  

知的障害教育における「自立活動の時間における指導」については、「養護・訓練」が 1971(昭

和 46)年の学習指導要領の改訂で導入されてから、「養護・訓練に関する指導」として位置づ

けられてきた歴史的経緯(文部省,1975)もあり、そして知的障害の障害特性とも関連しており、

自立活動の観点から十分な検討を要する問題と考える。「自立活動の時間における指導」を検
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討する場合、自立活動の指導の学校の組織体制等と関連づけていかなければならないが、こ

れまでの研究ではどのような課題が指摘されているだろうか。山本(2010)は「自立活動の指

導形態」の他に「自立活動に関する組織の有無」「専任教員の有無」を調査した。406 校全

体の中で、校内に自立活動に関する組織を設置している学校が過半数を超えていたが、専任

教員については「専任教員がいる」学校が 78 校(19.2％)、「専任教員はいない」学校が 328

校(80.6％)であったこと示している。国立特別支援教育総合研究所の報告書(2003)では、知的

障害養護学校では、自立活動に関する組織が編成されている学校(51.7％)と編成されていな

い学校(48.3％)とにほぼ二分されていることが指摘されている。また、専任教員については、

特別支援学校全体で「配置している」学校 145 校(19.6％)に対して、「配置していない」学校

は 596 校(80.4％)、知的障害養護学校では、379 校中 51 校(13.4％)に自立活動専任者が配置

されており、「配置していない」学校は 328 校(86.5％)であった。また、船越・照屋・下條ら

(2020)は、他障害における自立活動ついてであるが、聴覚障害児・者の教育においては、「教

員の専門性が課題」であるとし、教員一人一人の努力に任せるのではなく、学校組織として

「1 つ 1 つの課題に明確に対応できるようなシステムが必要」であることと、学校組織とし

ての対応が重要であることを述べている。 

今井・生川(2013)による知的障害特別支援学校の教員に対する調査研究では、学校体制と

して、自立活動に関する組織を編成している学校の割合が 56.8％と 6割に満たなかったこと、

自立活動専任教員の配置 37.8％、自立活動の個別の指導計画を作成している学校は 69％であ

ることを明らかにしている。 

以上のことから、「自立活動の時間における指導」に関して研究を進めるには、学校の組織

体制について、自立活動の教育課程への位置づけについて、自立活動の指導形態について、

自立活動の専任教員について、自立活動の個別の指導計画について、検討する必要性が明ら

かになった。それ故、我々は調査項目としてⅠ.特別支援学校小学部学習指導要領への対応、

Ⅱ.小学部単一障害の学級(普通学級)における自立活動の指導の教育課程の位置づけ、Ⅲ.教

科別の指導、教科等を合わせた指導における自立活動の指導、Ⅳ.「自立活動の時間における

指導」の代表的な事例、Ⅴ.自立活動の個別の指導計画の作成及び指導上の課題、Ⅵ.自立活

動の専任教員を設定し、自立活動の指導にかかわる事項を検討し、「自立活動の時間における

指導」に関する課題を明らかにすることを目的とした。 

 

 

Ⅱ. 方法 

 

1. 調査期間 

2019(令和元年)11 月から 12 月までとし、回答期日までに 326 校から回答があり、回答率

は 54％であった。 

 

2. 調査方法 

電子メールによる質問紙調査を採用した。調査対象は、全国特別支援学校長会令和元年度

実態調査を基に、全国の国公立知的障害特別支援学校小学部設置校 603 校を対象とした。  

質問紙回答者は、特に指定せず、各校の判断に任せた。 
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3. 調査内容 

Ⅰ.特別支援学校小学部学習指導要領への対応 下位 5 項目 

Ⅱ.小学部単一障害の学級(普通学級)における自立活動の指導の教育課程の位置づけ  

下位 6 項目 

Ⅲ.教科別の指導、教科等を合わせた指導における自立活動の指導 下位 4 項目 

Ⅳ.「自立活動の時間における指導」の代表的な事例 6 項目 

Ⅴ.自立活動の個別の指導計画の作成及び指導上の課題 4 項目 

Ⅵ.自立活動の専任教員 下位 5 項目 

 

4. 分析方法 

項目ごとに単純集計し「自立活動の時間における指導」と「Ⅰ.特別支援学校小学部学習

指導要領への対応」、「Ⅲ.教科別の指導、教科等を合わせた指導における自立活動の指導」、

「Ⅴ.自立活動の個別の指導計画の作成及び指導上の課題」、「Ⅵ.自立活動の専任教員」をク

ロスして分析を試みる。 

 

5. 調査への倫理的な配慮 

 本研究におけるアンケート調査は、個人情報を伴う内容の調査項目は含まれていない。ま

た、アンケート調査では、研究の目的、研究成果の公表方法等を記載した文書をもって調査

協力への同意を得られたものとした。 

 

 

Ⅲ. 結果 

 

Ⅲ.-1 結果 1 

 調査内容のⅠ.～Ⅵ.の結果を示す。 

 

1) 学習指導要領への対応について(表 1) 

(1) 学習指導要領の改訂を踏まえ、自立活動の指導の内容・方法等の充実策の検討 

学習指導要領の改訂を踏まえ、自立活動の指導の内容・方法等の充実策の検討をしてい

る学校は、回答の 66％にあたる 216 校で、6 割を超える学校において検討がされている。

その具体的な検討内容で一番多かったものが、指導内容 53 校(25％)であった。次いで指導

計画 38 校(18％)、時間における指導 17 校(8％)、目標設定 12 校(3％)、授業作り・方法 9

校(2％)、評価 8 校(2％)、流れ図 8 校(2％)、年間指導計画 5 校(1％)の順となっている。 

 

(2) 学校の教育計画における「自立活動の充実」の重点目標化 

教育計画に「自立活動の充実」を重点目標として掲げているかについては、半数以上の

学校 174 校(53％)が掲げていないと回答している。 

 

(3) 自立活動の指導の全体計画の作成と作成部署 

自立活動の指導の全体計画作成の有無については、217 校(67％)の学校が自立活動の全

体計画を作成していないと回答している。その作成部署は、自立活動部 52 校(16％)、教務
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部 32 校(10％)、その他の分掌が 25 校(8％)であった。 

 

(4) 全体計画の作成過程で重視していること 

  自立活動の全体計画の作成過程で重視していることは、実態把握28校(9％)と一番多く、

次いで目標・課題設定 21 校(6％)、教育課程との連携が 14 校(4％)である。 

 

表 1. 特別支援学校小学部学習指導要領への対応 

している 216校（66％）

していない 105校（32％）

分からない 1校（ 1％）

具体的な検討内容
（複数回答）※回答数216校

指導内容　        53校（25％）

指導計画　        38校（18％）

時間における指導  17校（ 8％）

掲げていない 174校（53％）

掲げている 147校（45％）

ない 217校（67％）

ある 105校（32％）

自立活動部 52校（16％）

教務部 32校（10％）

その他の部署 32校（10％）

その他の部署名
自立活動係 10校

研修部　9校
支援部　3校

実態把握 28校 (9％）

目標・課題設定 21校 (6％）

教育課程との関連 14校 (4％）

回答数：326校

Ⅰ-1
自立活動の指導の内
容・方法等の検討

Ⅰ-2
教育計画に「自立活動
の充実」

Ⅰ-4
全体計画を作成してい
る部署（複数回答）

Ⅰ-3 自立活動の全体計画

Ⅰ-5
作成過程で重視してい
ること（複数回答）

 

 

 

2) 小学部単一障害の学級(普通学級)における自立活動の指導の教育課程の位置づけについて

(表 2) 

 

(1) 「自立活動の時間における指導」の週時程への位置づけ 

小学部単一障害の学級(普通学級)における「自立活動の時間における指導」を週時程に位

置づけている学校は、回答を得た 326 校のうち 199 校(61％)、位置づけていない学校が 122

校(37.4％)、その他が 5 校(1.5％)であった。 

 

(2) 「自立活動の時間における指導」の週の実施時間 

週時程に位置づけている学校における自立活動の時間における指導の週あたりの実施回数

は 5 回が 53 校(28％)と多く、続いて 1 回が 44 校(23％)、2 回が 34 校(17％)で多かった。「自

立活動の時間における指導」の 1 回の実施時間については、45 分が実施校 96 校(50％)であ

った。また、週の総時間数については 45分が 32校(17％)で、続いて 90分の学校が 30校(16％)

であった。 

 

(3) 「自立活動の時間における指導」の週時程での表記について 

週時程の表記については、複数回答としているため延べ 257 校の回答があり、年間を通じ
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自立活動のみを行う「自立活動」としている学校が回答を得た 257 校のうち 156 校(60％)と

多く、つづいて自立活動と合わせた指導を 1 コマの中で両方を行う「自立活動/合わせた指導」

が 47 校(18％)、自立活動と各教科を 1 コマの中で両方を行う「自立活動/各教科等」が 41 校

(15％)となっている。また、「自立活動/各教科等」と記載し、自立活動と各教科を隔週や隔月

で行う学校が 7 校(3％)、「自立活動/合わせた指導」と記載し自立活動と各教科を隔週や隔月

で行う学校が 6 校(2％)であった。 

 

(4) 「自立活動の時間における指導」の授業形態について 

週時程に「自立活動」を位置づけている学校における授業形態については、「複数の児童を

個別の課題に応じて指導している」が 119 校(42％)と一番多く、つづいて「複数の児童の類

似した課題を集団で指導している」が 97 校(34％)、「取り出しで」指導しているのが 58 校

(20％)であった。週時程に位置づけていない学校の指導形態では、「学校教育活動全体で実施

している」が 103 校(64％)と一番多く、つづいて、「各教科等を合わせた指導」で実施してい

る」が 41 校(26％)、「教科別の指導」が 12 校(7％)であった。 

 

表 2. 小学部単一障害の学級(普通学級)における自立活動の指導の教育課程の位置づけ 

 

週時程に位置づけている

週時程に位置づけていない

その他

Ⅱ-2

（１）

週時程に位置づけている
学校の時間における指導
の週の実施回数

     5回

     1回

     2回

     3回

     4回

   53校（28％）

 　44校（23％）

　 34校（17％）

　 19校（10％）

   16校（ 8％）

Ⅱ-2

（２）

週時程に位置づけている
学校の時間における指導
の1回の実施時間

     45分

     40分

      20分

     30分

      25分

   96校（50％）

   25校（13％）

   17校（ 9％）

   16校（ 8％）

    6校（ 3％）

Ⅱ-2

（３）

週時程に位置づけてい
る学校の時間における
指導の週の総時間

      45分

　  90分

     135分

     225分

     100分

　 32校（17％）

   30校（16％）

　 19校（10％）

　 13校（ 7％）

 　12校（ 6％）
週時程に「自立活動」と記載している
年間を通して自立活動のみを行う   156校（60％）
週時程に「自立活動/合わせた指導」と記載している

自立活動と合わせた指導を1コマの中で両方を行う    47校（18％）
週時程に「自立活動/各教科等とい際している

自立活動と各教科を1コマの中で両方を行う    41校（15％）
週時程に「自立活動/各教科等とい際している

自立活動と各教科を隔週や各月で行う     7校（ 3％）
週時程に「自立活動/合わせた指導」と記載している

自立活動と合わせた指導を隔週や各月で行う     6校（ 2％）
複数の児童を個別の課題に応じて   119校（42％）
複数の児童の類似した課題を集団で    97校（34％）
個別指導を取り出しで    58校（20％）
その他 11校  (  4％）
学校教育活動全体で   103校（64％）
「各教科等を合わせた指導」で    41校（26％）
「教科別の指導」で    12校（  7％）
その他     4校（  3％）

回答数：326校

Ⅱ-1

Ⅱ-3

週時程に位置づけている
学校の自立活動の週時程
への記載と指導方法
（複数回答）

Ⅱ-5

週時程に位置づけている
学校の時間における指導
の授業形態
（複数回答）

Ⅱ-6
週時程に位置づけていな
い学校の自立活動の指導
形態（複数回答）

199校　 （61％）

122校 （37.4％）

5校　（1.5％）
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3) 教科別の指導、各教科等を合わせた指導における自立活動の指導について(表 3) 

(1) 「教科別の指導」における自立活動の指導 

  教科別の指導における自立活動の指導は、多く挙げられた教科は「国語」127 校、「算数」

126 校、「体育」117 校、「音楽」103 校の順で、続いて「図画工作」82 校、「生活」71 校で 

あった。 

 

(2) 「各教科等を合わせた指導」における自立活動の指導形態 

「各教科等を合わせた指導」において最も多く挙げられた指導形態は、「日常生活の指導」

180 校で続いて多かったのが「生活単元学習」160 校、次が「遊びの指導」114 校であった。 

 

(3) 「各教科等を合わせた指導」において自立活動の指導を中心とした実施 

「各教科等を合わせた指導」において「自立活動の指導を中心」として実施することがあ

るかについては、「実施している」と回答した学校が 46 校(14％)、「実施していない」と回

答した学校が 171 校(52％)、未回答の学校が 109 校(33％)であった。未回答の学校が多くあ

ったが、「各教科等を合わせた指導」の中で自立活動の指導を中心に実施している学校は少

ないことは明らかである。また、そのような自立活動を中心として実施している「各教科等

を合わせた指導」では、最も多いのが「日常生活の指導」35 校、続いて多かったのが「遊

びの指導」26 校、「生活単元学習」19 校である。 

 

表 3. 教科別の指導、各教科等を合わせた指導における自立活動の指導 

国語 127校

算数 126校

体育 117校

音楽 103校

図画工作 82校

生活 71校

その他 22校

その他の具体的教科

全ての教科　5校

日常生活の指導　3校

道徳　2校
日常生活の指導 180校
生活単元学習 160校
遊びの指導 114校
その他 28校

その他の具体的指導形態

課題学習　5校

作業学習　4校

本校独自　3校

実施している 46校（14％）

実施していない 171校（52％）

未回答 109校（33％）

日常生活の指導 35校
遊びの指導 26校
生活単元学習 19校
その他 3校

その他の具体的指導形態

「おはよう」「うごき」1校
課題別学習　1校
給食指導等　1校

Ⅲ-2

「各教科等を合わせた
指導」における自立活
動の指導形態
　　　（複数回答）

Ⅲ-3

「各教科等を合わせた指
導」において「自立活動の
指導を中心」として実施し
ているか

Ⅲ-4
Ⅲ－３で「実施している」
と回答した場合の指導形態
（複数回答）

Ⅲ-1

「教科別の指導」にお
ける自立活動の指導を
行っている教科
　　　（複数回答）

回答数：326校
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4)「自立活動の時間における指導」の代表的な事例について(表 4) 

 週時程に位置づけている学校で、小学部 3 年の単一障害の学級(普通学級)における「自立

活動の時間における指導」で代表的な 1 事例について題材名と主な区分を尋ねた。 

 

(1) 「自立活動の時間における指導」の代表的な事例として扱われている主な区分 

代表的な事例の主な区分では、一番多く選択された区分が「コミュニケーション」が 142

校(21％)であり、次に「身体の動き」が 128 校(19％)と「人間関係の形成」が 122 校(18％)、

三番目が「心理的な安定」で 104 校(16％)と「環境の把握」で 102 校(15％)になり、一番少

なかったのが「健康の保持」で 59 校(9％)であった。その題材名では、「ともだちと一緒に(コ

ミュニケーション）」「正義のヒーローさんねんじゃー(身体の動き)」「そーっと運ぼう(人間関

係の形成)」「ぐるぐるぴょんぴょん(心理的な安定)」「すごろくゲーム(環境の把握)」「ぐんぐ

ん(健康の保持)」など、具体的な活動内容を表したものが多かった。 

 

(2) 「自立活動の時間における指導」の代表的な事例の指導形態 

代表的な事例の指導形態では、最も多かったのは「小集団指導」で 116 校(43％)であり、

次いで「個別指導」が 92 校(35％)、「集団指導」が 56 校(21％)であった。「小集団指導」と

「集団指導」を合わせると、「個別指導」の約 2 倍となり、集団指導の中で自立活動の指導

が行われていることが分かる。 

 

(3) 「自立活動の時間における指導」の代表的な事例の指導時間 

  代表的な事例の指導時間では、最も多かったのは 1 単位時間で実施している 45 分の 97

校(52％)であったが、次いで多かったのが「その他」の回答の 39 校(21%)であった。「その

他」の回答で多かったのが 40 分の 12 校(6％)、20 分が 11 校(6％)、25 分が 4 校(2％)、10

分が 2 校(1％)など様々であった。 

 

(4) 「自立活動の時間における指導」の代表的な事例の学校の週時程のコマ数 

 代表的な事例の学校の週時程のコマ数では、週時程上１コマの学校が 69 校(37％)、2～3

コマの学校が 60 校(32％)であった。次いで毎日帯で実施している学校は 42 校(22％)、週 4

コマ以上が 17 校(9％)であった。 

 

(5) 「自立活動の時間における指導」の授業担当者 

代表的な事例の授業担当者では、「担任が指導している学校」が 157 校(71%)と多く、一方、

「自立活動の専任や担当者が行なっている学校」は 32 校(15%)と少ない。 
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表 4．「自立活動の時間における指導」の代表的な事例 

（複数回答）

コミュニケーション 142校（21％）

身体の動き 128校（19％）

人間関係の形成 122校（18％）

心理的な安定 104校（16％）

環境の把握 102校（15％）

健康の保持        59校 （ 9％）

小集団指導 116校（43％）

個別指導 92校（35％）

集団指導 56校（21％）

45分     97校 （52％）

その他 　　39校（21％）

30分 　　31校（17％）

15分 　　19校（10％）

週1コマ 　 　　          69校 （37％)

週２～3コマ 　　60校（32％）

毎日帯で 　　42校（22％）

週4コマ以上 　　17校（ 9％）

担任 　 157校 （71％）

自活の専門教員 　　32校（15％）

その他 　　 3校（14％）

回答数：326校

Ⅳ-1

（2）
自立活動の時間における
指導の区分

Ⅳ-1

（3）
自立活動の時間における
指導の指導形態

Ⅳ-1

（4）
自立活動の時間におけ
る指導の指導時間

Ⅳ-1

（5）

自立活動の時間におけ
る指導の週時程の位置
づけ

Ⅳ-1

（7）
自立活動の時間におけ
る指導の担当者

 

 

 

5) 自立活動の個別の指導計画の作成及び指導上の課題について(表 5) 

(1) 個別の指導計画の作成、評価・見直し時期 

個別の指導計画の作成は、担任が作成していると回答した学校が 307 校と多数を占めてい

た。作成時期は、年度当初が 269 校と多かったが、その他の意見の中には年度末に作成し引

き継ぐというケースも報告されている。評価・見直し時期については、学期ごとに見直す学

校 273 校と多かった。 

 

(2) 自立活動の個別の指導計画の作成上の課題 

自立活動の個別の指導計画の作成にあたっての課題について自由記述で回答を求めたとこ

ろ、多様な課題が挙げられたが、実際にどのように課題を設定し、授業で指導していくのか

という「課題設定・指導内容」が一番多く 72 校で挙げられていた。また、児童生徒の実態

把握を挙げた学校が 28 校、教員の専門性の向上を課題に挙げた学校が 14 校となっている。 
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表 5. 自立活動の個別の指導計画の作成及び指導上の課題 

担任 307校

自活の専門教員 34校

その他 16校

その他の具体的な製作者

作成していない　5校

副担任　3校

学年会・学部会　2校

年度当初 269校

1学期末 10校

その他
前年度末　21校

前後期等複数回　19校

学期ごと 273校

年度ごと 29校

その他 20校

その他の具体的時期

前期、後期　11校

学期ごと　3校

学期末　1校

Ⅴ-1

（4）

自立活動の個別の指導
計画作成の課題
（複数回答）

課題設定・指導内容
実態把握
専門性の向上

72校

28校

14校

Ⅴ-1

（1）

自立活動の個別の指導
計画の作成者
　（複数回答）

回答数：326校

Ⅴ-1

（2）

自立活動の個別の指導
計画の作成時期

（複数回答）

Ⅴ-1

（3）
個別の指導計画の
評価・見直し

 

 

 

6) 自立活動部等の校務分掌と専任教員について(表 6) 

(1) 自立活動部等の校務分掌の有無 

自立活動部等の校務分掌の有無については、校務分掌がある学校が 141 校(43％)で、校務

分掌がない学校が 181 校(56％)であり、校務分掌がない学校が多かった。 

 

(2) 校務分掌の役割 

 分掌がある場合の役割では、最も多かったのは研修会の企画運営が 127 校、次いで教職員

の相談が 108 校と多かった。次いで、自立活動の全体の指導計画の作成が 53 校や実態把握・

指導の評価と、抽出による自立活動の指導が各 47 校挙げられる。その他の意見としては、

センター的機能の役割として医療・福祉などの外部機関との連携、備品や教材教具の管理や

教材製作、ケース会の運営、個別の指導計画の作成にかかわるガイダンス等が挙げられた。 

 

(3) 自立活動の専任教員の位置づけ 

担任外で自立活動の専任教員を位置づけている学校は 85 校で少ない。その位置づけは、

全校で位置づけている学校が 62 校、学部に位置づけている学校が 23 校で、学校全体での位

置づけが学部での位置づけに比べて 2 倍以上であった。 

 

(4) 自立活動の専任教員の人数 

担任外で自立活動の専任教員を位置づけている学校は 85 校であるが、その学校における

専任教員の人数は、1 人が 24 校、2 人が 21 校、3 人 14 校であった。 
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(5) 自立活動の専任教員の担う役割 

自立活動の専任教員の担う役割では、上位の「教職員の相談」、「研修会の企画運営」に関

してはⅥ-2 の分掌と同じような結果となっている。専任教員ということで、「抽出による自

立活動の指導」が 60 校、「給食の時間での摂食指導」48 校、「学級、学部の自立活動の時間

の指導の担当」が 46 校となっている。その他の意見としては、外部機関との連携やセンタ

ー的役割として地域支援が挙げられている。 

 

表 6.自立活動の校務分掌と専任教員について 

ある 141校（43％）

ない 181校（56％）

未回答         　　　　     4校 ( 1％）

研修会の企画運営 127校

教職員の相談 108校

全体の指導計画 53校

実態把握・指導の評価 47校

抽出による自立活動の指導 47校

個別の指導計画 20校

その他 35校

その他の具体的内容

教材・教具の管理　13校

外部機関との連携　12校

専門性の向上　11校

全校で 62校

学部付き 23校

ない 240校

1人 24校

2人 21校

3人 14校

教職員の相談 79校

研修会の企画運営 70校

抽出による自立活動の指導 60校

給食の時間での摂食指導 48校

学級、学部の自立活動の時間における指導 46校

全体の指導計画の作成 34校

個別指導計画の作成 25校

その他 22校

その他の具体的役割

専門性の向上　7校

地域支援　7校

外部機関との連携　6校

回答数：326校

自立活動専任教員を担
任外で位置づけている
か

専任教員の人数Ⅵ-４

Ⅵ-３

自立活動の専任教員の
役割（複数回答）

Ⅵ-５

自立活動部のような校
務分掌はあるか

自立活動部などの分掌
がある場合の役割
（複数回答）

Ⅵ-１

Ⅵ-２

 

 

 

Ⅲ.-2 結果 2 

  結果 1 の項目ごとに単純集計したものを「Ⅰ.特別支援学校小学部学習指導要領への対応」、

「Ⅲ.教科別の指導、教科等を合わせた指導における自立活動の指導」、「Ⅴ.自立活動の個別の

指導計画の作成及び指導上の課題」、「Ⅵ.自立活動の専任教員」について、「自立活動の時間

における指導を週時程に位置づけている学校」と「自立活動の時間における指導を週時程に

位置づけていない学校」とで比較した。 
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1) 学習指導要領への対応(表７) 

 「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校と週時程に位置づけてい

ない学校とを比較してみると、Ⅰ-1 の学習指導要領の改訂を踏まえ、自立活動の指導の内

容・方法等の充実策の検討では、「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている

学校の割合が 10％多く、Ⅰ-2 の学校の教育計画における「自立活動の充実」の重点目標の

設定においても「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校の割合が 9％

高かった。このことは、「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校の

ほうが学習指導要領の改訂を踏まえ、自立活動の指導の内容・方法等の充実に積極的である

ことを示している。しかし、Ⅰ-3 の自立活動の指導の学校全体の計画の作成では、「自立活

動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校と週時程に位置づけていない学校で

は 4％の違いで相違がなく、「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校

において自立活動の充実は図られつつも全体計画の作成までの取組みに至っていないことが

分かる。Ⅰ-4 の全体計画の作成部署では、自立活動部、教務部が 6％以内の違いで相違は見

られず、「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校において「そのほか

の部署の作成」が 9％高く、様々な部署で作成されていることが分かる。Ⅰ-5 の全体計画の

作成過程で重視したことでは、「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学

校では、指導内容、実態把握、目標設定を上位事項としているのに比べ、自立活動の時間の

指導を週時程に位置づけていない学校では、個別の指導計画や時間の指導の在り方、教育課

程上の位置づけが上位項目になっていて、「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づ

けている学校の方がより自立活動の具体的な指導について重視している傾向が見られる。 

 

表 7.「自立活動の時間における指導」等の実施校の特別支援学校小学部学習指導要領への対応 

時間における指導を週時
程に位置づけている
　　　回答数（比較率）

時間における指導を週時
程に位置づけていない
　　　回答数（比較率）

自立活動の指導の内容・方法等の充
実策を検討している

140校(70％） 77校(60％）

自立活動の指導の内容・方法等の充
実策を検討していない

57校(28％） 50校(39％）

分からない 1校(  0％） 0校(  0％）

学校の教育計画に「自立活動の充
実」を掲げている

99校(49％） 51校(40％）

学校の教育計画に「自立活動の充
実」を掲げていない

100校(50％） 74校(58％）

自立活動の全体計画がある 67校(33％） 38校(29％）

自立活動の全体計画がない 131校(65％） 89校(70％）

全体計画を作成している部署は、自
立活動部である

27校(13％） 25校(19％）

全体計画を作成している部署は、教
務部である

21校(10％） 11校( 8％）

全体計画を作成している部署は、そ
の他の部署である

26校(13％） 6校( 4％）

全体計画の作成過程で重視したこと

    指導内容 37校 6校

    個別の指導計画 21校 15校

    時間の指導 19校 9校

Ⅰ-4

Ⅰ-1

Ⅰ-2

Ⅰ-3

Ⅰ-5
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2) 教科別の指導、各教科等を合わせた指導における自立活動の指導について(表 8) 

 Ⅲ-1 の「教科別の指導における自立活動の指導」では、「自立活動の時間における指導」

を週時程に位置づけている学校と週時程に位置づけていない学校を比較すると、いずれの教

科も 3％の差異内に収まっており、Ⅲ-2 の「各教科等を合わせた指導」における自立活動の

指導形態でも 5％以内の差異にとどっている。つまり、「自立活動の時間における指導」を週

時程に位置づけているかいないかでは、相違のないことを示している。Ⅲ-3 の「各教科等を

合わせた指導」において自立活動の指導を中心とした実施においても、自立活動の指導を中

心として実施していると回答した学校は、週時程に位置づけていない学校が 8％多くなって

いるものの大きな相違があるとは言えない。また、Ⅲ-4の「各教科等を合わせた指導」にお

いて自立活動の指導を中心として実施した指導形態では、日常生活の指導において週時程に

位置づけていない学校が 12％多く、逆に生活単元学習においては、週時程に位置づけている

学校が 14％多いという結果が示されている。 

 

表 8.「自立活動の時間における指導」等の実施校の教科別の指導、 

教科等を合わせた指導での自立活動の指導の実際 

時間における指導を週時程
に位置づけている学校
　　　回答数（比較率）

時間における指導を週時程
に位置づけていない学校
回答数（比較率）

国語 107校(20%) 22校(17%)

算数 106校(20%) 22校(17%)

体育 95校(18%) 24校(19%)

音楽 82校(16%) 22校(17%)

図画工作 64校(12%) 19校(15%)

生活 57校(11%) 14校(11%)

その他 18校( 3%) 4校( 3%)

日常生活の指導 130校(39%) 52校(34%)

生活単元学習 114校(34%) 48校(31%)

遊びの指導 76校(23%) 40校(26%)

その他 15校( 4%) 13校( 9%)

実施している 31校(19%) 15校(27%)

実施していない 134校(81%) 40校(73%)

日常生活の指導 22校(38%) 13校(50%)

生活単元学習 21校(37%) 6校(23%)

遊びの指導 13校(23%) 5校(19%)

その他 1校(  2%) 2校( 8%)

Ⅲ-3

「各教科等を合わせた指
導」において自立活動の
指導を中心にして実施し
ている

Ⅲ-1
教科別の指導における
自立活動の指導

Ⅲ-2
「各教科等を合わせた指
導」における自立活動の
指導形態

Ⅲ-4

「各教科等を合わせた指
導」において【自立活動
の指導を中心】として実
施することがある場合の
指導形態

 

 

 

3) 自立活動の個別の指導計画の作成及び指導上の課題について(表 9) 

 Ⅴ-1(1)の自立活動の個別の指導計画の作成者については、「自立活動の時間における指導」

を週時程に位置づけている学校と週時程に位置づけていない学校を比較しても 4％以内の差

異にとどっている。Ⅴ-1(2)の自立活動の個別の指導計画の作成時期、Ⅴ-1(3)の個別の指導計

画の評価・見直し時期においても差異はなかった。Ⅴ-1(4)の自立活動の個別の指導計画の作

成にあたっての課題では、「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校に

おいては、課題設定 33 校が多く、次いで専門性 16 校や教員体制・連携 15 校が挙げられて
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いて、「自立活動の時間における指導」を実施していない学校では、個別の指導計画の書式

15 校や目標設定 10 校、自立活動の理解 9 校が挙げられている。これは、「自立活動の時間に

おける指導」を週時程に位置づけている学校の方がより自立活動の具体的な指導を課題にし

ていることが分かる。 

 

表 9．「自立活動の時間における指導」等の実施校の自立活動の 

個別の指導計画の作成及び指導上の課題 

時間における指導を週時程に
位置づけている学校
　　　回答数（比較率）

時間における指導を週時程に
位置づけていない学校
　　　回答数（比較率）

自立活動の個別の指導計画の作成者

　　学級担任 189校(85%） 121校（88%）

　　自活の活動担当者  25校(11%） 9校（  7%）

　　その他   9校(  4%） 7校（  5%）

自立活動の個別の指導計画の作成時期

　　年度当初 162校(96%） 110校（97%）

　　1学期末   7校(  4%） 3校（  3%）

個別の指導計画の評価・見直し

　　学期ごと 169校(85%） 106校（85%）

　　年度ごと  17校(  8%） 13校（10%）

　　その他  14校(  7%） 6校（  5%）
 課題設定　　　　　 33校 個別の指導計画　    15校

 専門性　　　　　　  16校 目標設定　　　　   10校

 教員体制・連携　      15校 自立活動の理解　　   9校

 評価　　　　　　　   4校 課題設定　　　　　   8校

 自立活動の理解　　    5校 教員体制・連携　　   7校

Ⅴ-1

（1）

Ⅴ-1

（2）

Ⅴ-1

（3）

Ⅴ-1

（4）
自立活動の個別の指導計画作成の課題

 

 

 

4) 自立活動の専任教員について(表 10) 

Ⅵ-1 の自立活動部の分掌の有無では、「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づ

けている学校と週時程に位置づけていない学校を比較しても 4％の差異にとどまっている。

Ⅵ-2 の自立活動部の分掌の役割についても、「その他」の項目を除いていずれの項目も 4％

以内の差異にとどまっている。「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学

校と週時程に位置づけていない学校において違いはなかったが、週時程に位置づけていない

学校では、「抽出による自立活動の指導」「実態把握・指導の評価」「個別の指導計画」に係る

役割の数値が高かった。また、分掌のある場合のその他の役割では、「自立活動の時間におけ

る指導」を週時程に位置づけていない学校においては「外部連携」が学校数としては少ない

ものの一番多かった。Ⅵ-3 の担任外での自立活動専任教員の配置については、「自立活動の

時間における指導」を週時程に位置づけている学校と週時程に位置づけていない学校を比較

しても 4％の差異にとどまっているが、週時程に位置づけていない学校のほうが「学部付き

で位置づけている」、「全校で位置づけている」ともに高い割合であり、担任以外での位置付

けの有無で見ると「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校の割合ほ

うが 13％高くなっている。これは、「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけて

いない学校のほうが自立活動の専任教員を学部、全校で活用していると言える。Ⅵ-4 の専任

教員を位置づけている学校における専任教員の人数は、1～3 名設置している場合が多数
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を占めていて、「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校と週時程に

位置づけていない学校とで差異は見られなかった。Ⅵ-5 の自立活動の専任教員の担う役割で

は、「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校や週時程に位置づけてい

ない学校とでは 5％以内の差異にとどまっていて、その役割に大きな違いはなかった。 

 

表 10．「自立活動の時間における指導」等の実施校の自立活動の校務分掌・専任教員の実際 

 

 

 

1人(13校) 1人(11校)

2人(10校) 2人(11校)

3人(  7校) 3人(  6校)

4人(  4校) 7人(  2校)

5人(  1校) 4人(  2校)

自立活動専任教員の役割

　　教職員の相談 38校（20%） 41校（21%）
　　研修会の企画運営 33校（18%） 37校（19%）
　　抽出による自立活動の指導 29校（16%） 31校（16%）
　　学級、学部の自立活動の時間の指導 25校（13%） 21校（11%）
　　自立活動全体の指導計画の作成 19校（10%） 15校（ 8%）
　　給食の時間での摂食指導 19校（10%） 29校（15%）
　　その他 13校（ 7%） 9校（ 5%）
　　個別の指導計画の作成 11校（ 6%） 14校 (  7%）

専任教員の人数
Ⅵ-4

（1）

Ⅵ-5

時間における指導を週時程に
位置づけている学校
　　　回答数（比較率）

時間における指導を週時程に
位置づけていない学校
  　回答数（比較率）

自立活動部などの校務分掌があるか

　　　（１）ある 84校（42%） 58校（46%）

　　　（２）ない 115校（58%） 68校（54%）

分掌がある場合の役割

　　研修会の企画運営 75校 (31%） 53校 (27%）

　　教職員の相談 58校（24%） 50校（25%）
　　全体の指導計画 29校（12%） 24校（12%）

　　その他 26校（11%） 10校（  5%）

　　抽出による自立活動の指導 24校（10%） 23校（12%）

　　実態把握・指導の評価 22校（  9%） 25校（13%）

　　個別の指導計画   8校（  3%） 12校（  6%）
教材整備（10校） 外部連携（ 3校）

外部連携（ 6校） 教材整備（11校）

アセスメント（ 2校） アセスメント（ 1校）

センター的機能（ 1校） センター的役割（ 1校）

担任外で自立活動の専任教員

　　学部付きで位置づけている 11校（ 5%） 12校（ 9%）

　　全校で位置づけている 31校（16%） 31校（24%）

　　位置づけていない 158校（79%） 85校（66%）

Ⅵ-3

分掌がある場合のその他の役割

Ⅵ-2

Ⅵ-1
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Ⅳ.考察 

 

Ⅳ.-1 考察 1 

1) 学習指導要領への対応について 

学習指導要領の改訂を踏まえ自立活動の指導の内容・方法等の充実策の検討をしている学

校は 216 校(66％)であり、知的障害特別支援学校小学部において自立活動の指導を重視して

いこうとする方向性にあることが分かる。しかしながら、学校の教育計画に「自立活動の充

実」を重点目標に掲げている学校は 174 校(53％)の半数の学校であり、自立活動の全体計画

の作成でも 217 校(67％)の学校が作成していない状況にある。学習指導要領の改訂を受け、

自立活動の指導の内容・方法等の充実策を検討しているものの、学校の教育計画に「自立活

動の充実」を重点目標に掲げ、全体計画を作成するまでに至っていない状況があると言える。

そのため、自立活動の指導の内容・方法等の充実策の検討内容では、自立活動の指導内容 53

校(25％)、指導計画 38 校(18％)の順に割合が高く、自立活動の指導の基礎的な事項が検討課

題になっている状況であると考えられる。また、全体計画を作成している学校における作成

部署では、自立活動部が 52 校(16％)であり、自立活動の指導の中心となる自立活動部が役割

を果たしている学校が少ない状況にあることも、知的障害特別支援学校においては、学習指

導要領の改訂を契機に自立活動の指導の充実を図る緒についたばかりと考えられる。 

 

2) 小学部単一障害の学級(普通学級)における自立活動の指導の教育課程の位置づけについて 

小学部単一障害の学級(普通学級)における「自立活動の時間における指導」を週時程に位

置づけている学校は、回答校の 61％であった。山本(2010)の調査では、「自立活動の時間に

おける指導」を週時程に位置づけている学校の割合が 30.1％という結果や、国立特別支援教

育総合研究所(2012)の調査では 45％という数値が示されている。また、最近の全国特別支援

学校長会(2019)の研究集録では、知的障害特別支援学校小学部 584 校を対象とした調査で、

「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校は 364 校で 62.3％であるこ

とを踏まえると、約 6 割を超える知的障害特別支援学校小学部で自立活動の指導を「自立活

動の時間における指導」として週時程に位置づけ指導されており、その学校数は増加傾向に

あると考えられる。しかし、この割合でも他の障害種の特別支援学校と比較すると、低い割

合であることを指摘しなければならない。 

その週時程に位置づけている学校における「自立活動の時間における指導」は、週あたり

の実施回数では週 5 回が多く、週の総時間数については 45 分が多いことや、週時程の表記

については、年間を通じ自立活動のみを行う「自立活動」としている学校が 156 校(60％)と

多いことなど「自立活動の時間における指導」が一つの指導形態として機能しはじめている

と考えられる。そのなかで、「自立活動の時間における指導」の授業形態では、「複数の児童

を個別の課題に応じて指導している」が 119 校と一番多く、つづいて「複数の児童の類似し

た課題を集団で指導している」が 97 校、「取り出しで」指導しているのが 58 校であり、知

的障害教育の教員配置等では、自立活動の指導を個別の指導に位置づけていくことに困難さ

があることが分かる。 

週時程に位置づけていない学校の自立活動の指導形態では、「学校教育活動全体で」

103 校(64％)、「各教科等を合わせた指導」で 41 校(26％)、「教科別の指導」で 12 校(7％)

となっている。かつて 1991 年の文部省の学習指導要領の解説書において「『養護・訓練』
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の内容については、日常生活の指導、遊びの指導、生活単元学習、作業学習等の領域・

教科を合わせた指導の形態において指導されることが多い」ということが述べられてい

た(文部省,1991)。そのこともあって、知的障害特別支援学校においては、主として教科

等の指導において自立活動が実施されてきた。しかし、この回答では、「学校教育活動全

体で」が 103 校(64％)でかなり高い割合を占めている。現在の学習指導要領においても

自立活動は「学校の教育活動全体を通じて適切に行うものとする」とされている。しか

し、各教科等を合わせた指導や教科別の指導以外の学校教育活動全体での指導とは、ど

のように指導が実施されているのか本調査では明らかにできなかった。今後の課題とし

なければならないだろう。 

 

3) 教科別の指導、各教科等を合わせた指導における自立活動の指導について 

 教科別の指導における自立活動の指導や各教科等を合わせた指導における自立活動の指導

においては、多く挙げられた教科「国語」「算数」「体育」「音楽」のいずれの教科も回答校

326 校の 100 校を超えている。知的障害特別支援学校小学部においての自立活動の指導は、

多くの学校で各教科の指導においても実施されていると捉えていることがあらためて明確と

なった。さらに「各教科等を合わせた指導」における自立活動の指導では、「日常生活の指導」

で 180 校、「生活単元学習」で 160 校など、各教科の指導での自立活動の指導より多くの学

校で実施していると捉えている。このことは、知的障害教育が「各教科等を合わせた指導」

を重視した教育課程を編成していることによると考えられる。しかし、その「各教科等を合

わせた指導」の中で自立活動の指導を中心に実施している学校は 46 校(14％)と少なく、結局

のところ自立活動の指導の実態が不明確になっていると言わざるを得ない。今後、知的障害

特別支援学校小学部の多くの学校で回答されている「各教科等を合わせた指導」における自

立活動の実際を検証していく必要がある。 

 

4) 小学部 3 年の単一障害の学級(普通学級)における「自立活動の時間における指導」におけ

る実践について  

代表的な事例の主な区分では、一番多く選択された区分が「コミュニケーション」の 142

校(21%)であったが、「健康の保持」を除いてほぼ同じ割合で選択されていて、知的障害教育

の自立活動として特徴を示す区分の取り扱いは認められなかった。この「自立活動の時間に

おける指導」の実践で取り扱われている区分の結果から、知的障害教育の自立活動で取り扱

う内容は、「健康の保持」を除く 5 区分の内容がほぼ同じ割合で取り扱われていると考えられ

る。しかし、「自立活動の時間における指導」を実施している学校は 6 割弱であり、指導の充

実が図られようとしている段階であることなどを想定すると、今後もさらに指導事例を収

集・分析し、学習指導要領解説総則編で示す「知的障害に随伴して見られる」状態等に応じ

た知的障害教育における自立活動で取り扱われる区分を明らかにしていく必要がある。 

「指導形態」については、「小集団指導」が最も多く、「集団指導」を合わせると 64%の学

校が行なっている一方で、「個別指導」も 35%の学校が行なっていた。これは「Ⅱ-5」(小学

部全体)の回答において、「複数の児童を個別の課題に応じて」が 42%、「複数の児童の類似し

た課題を集団で」が 34%、「取り出しで」が 20%であることと比べると、3 年生では「個別

指導」の割合が幾分多いことが分かった。「指導時間」については、「1 単位時間で実施して

いる 45 分」が 52%で一番多く、「Ⅱ-2」(小学部全体)の回答においても、「1 回の実施時間は
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45 分」が 50%で一番多く、このことから学年に関係なく多くの学校が 1 単位時間で実施し

ていることが分かる。その一方で、「その他」の回答からは、各校で指導時間の工夫をしてい

る様子も分かった。「週時程のコマ数」については、1コマから 4 コマ以上と、コマで行って

いる学校が 78%を占め、毎日帯で行なっている学校は 22%と少数であった。このことから「自

立活動の時間における指導」として 1 コマを基本単位として行なっている学校が多いことが

分かり、考察 1 の 2)で述べたように「自立活動の時間における指導」が一つの指導形態とし

て機能しはじめていると考えられる。 

「授業担当者」については、「担任が指導している学校」が 157 校(71%)と多く、一方、「自

立活動の専任や担当者が行なっている学校」は 32 校(15%)と少ない。このことは、本調査の

「Ⅴ-1」の回答において、「個別の指導計画の作成者」は、「担任」が 307 校と圧倒的に多く、

「自立活動の専門教員」は 34 校であることと共通している。どの学校も、自立活動の専門

性を有する教員がほとんど配置されていないことが改めて浮き彫りになった。このことより、

「自立活動の時間における指導」は重要な位置づけがされてきているものの、「指導者の専門

性」については、「専任」がほとんど配置されておらず、大きな課題であると言える。 

 

5) 自立活動の個別の指導計画の作成及び指導上の課題について 

個別の指導計画の作成は、担任が作成していると回答した学校が 307 校と多数を占め、自

立活動の専門教員とする学校は 34 校と少ない。このことは、先述しているように知的障害

特別支援学校では自立活動の教員が少ないことによると考えられるが、担任が自立活動の指

導の中心を担っていると言える。自立活動の個別の指導計画の作成時期は年度当初が 269 校

と多く、作成にあたっての課題では、「課題設定・指導内容」が 72 校で挙げられていて、自

立活動の指導の基礎となる課題の設定が問題である学校が少なからずあることからも、知的

障害特別支援学校においては、自立活動の指導の充実を図る緒についたばかりと考えられる。 

 

6) 自立活動部等の校務分掌と専任教員について 

自立活動部等の校務分掌の有無については、校務分掌がある学校が 141校(43%)であった。

自立活動の校務分掌の有無では、山本(2010)の調査では知的障害特別支援学校 406 校全体の

中で、校内に自立活動に関する組織を設置している学校が過半数を超えていた。国立特別支

援教育総合研究所の報告書(2012)では、知的障害養護学校で自立活動に関する組織が編成さ

れている学校の割合を 51.7％としており、今井・生川(2013)による知的障害特別支援学校の

教員に対する調査研究では、学校体制として自立活動に関する組織を編成している学校の割

合は 56.8％であった。今回の調査がそれらの調査と比較して低い数値であったことは、自立

活動の「何らかの組織」ではなく、「校務分掌」と限定した調査であったことが理由とし

て推測されるが、分掌を設置する学校の割合が低い数値になっていることについてさらに検

証していく必要がある。また、本調査の専任教員の担任外での位置づけでは、全校を対象と

した専任教員と学部付き専任教員とを合わせると 85 校である。担任外での自立活動専任教

員では、山本(2010)の調査では「専任教員がいる」学校が 78 校(19.2％)であり、国立特別支

援教育総合研究所の報告書(2003)では、知的障害養護学校 379 校中 51 校(13.4％)に自立活動

専任者が配置されているとしている。また、今井・生川(2013)による知的障害特別支援学校

の教員に対する調査研究では、自立活動専任教員の配置 37.8％とある。今回の調査では、知

的障害特別支援学校小学部のみを対象としたことから、単純に比較はできないが、知的障害
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特別支援学校 326 校に対し自立活動の専任教員を全校対象に配置している学校が 62 校、

学部付きで配置している学校が 23 校で、自立活動専任教員の配置は 26％であった。今井・

生川(2013)の調査と比べると低い数値であるが、山本や国立特別支援教育総合研究所の調査

と比較しても自立活動の専任教員数は増加しているとは言い難く、知的障害特別支援学校で

の自立活動の教員配置につながる自立活動の指導実践の積み重ねが重要であると考えられる。 

 

Ⅳ.-2 考察 2 

 仮説として、「自立活動の時間における指導を週時程に位置づけている学校」は「週時程に

位置づけていない学校」よりも、自立活動の取り組みが充実しているだろうという考えで、

結果 2 では、「自立活動の時間における指導を週時程に位置づけている学校」と「自立活動の

時間における指導を週時程に位置づけていない学校」とで比較を試みた。しかし、総体とし

てみると、想定していたような両者に著しい相違は見られなかった。次に、項目ごとに比較

して考察をしていく。 

 

1) 学習指導要領への対応について 

学習指導要領の改訂を踏まえ自立活動の指導の内容・方法等の充実策の検討をしている学

校では、「自立活動の時間における指導」を実施している学校と時間における指導を実施して

いない学校を比較すると、「自立活動の時間における指導」を実施している学校が 10％ほど

多く、学習指導要領の改訂を踏まえ自立活動の指導の内容・方法等の充実策の検討している

ことが分かる。さらに、学校の教育計画に「自立活動の充実」を掲げている学校や自立活動

の全体計画の作成状況では、「自立活動の時間における指導」を実施している学校と時間に

おける指導を実施していない学校ともに作成している学校の割合は低いが、「自立活動の時間

における指導」を実施している学校の方が 4％から 9％高く、「自立活動の時間における指導」

を実施している学校の方が自立活動の指導の充実が図られていると考えられる。その自立活

動の全体計画の作成部署が自立活動部であることについては、大きな差異はないものの「自

立活動の時間における指導」を実施していない学校の方が 6％高く、「自立活動の時間におけ

る指導」を実施している学校では、「その他の部署」が 9％高かった。これは、自立活動の指

導の充実は図られつつある中で、自立活動部の分掌の位置付けが確立していない状況がある

のではないかと考えられる。また、自立活動の指導の全体計画作成する上で重視している事

項においては、「自立活動の時間における指導」を実施していない学校では教育課程上の位置

づけ等が上位項目にあるのに対して、「自立活動の時間における指導」を実施している学校で

は、より指導の実際に係る指導内容や実態の把握、目標設定等の項目が上位に挙げられてお

り、自立活動の具体的な指導内容等の充実に重きを置かれていることが分かる。これらの比

較結果から、知的障害特別支援学校における自立活動の指導の充実には、緒についたばかり

と考えられるが、「自立活動の時間における指導」を実施している学校が自立活動の指導の充

実の要となっていくと考えられる。 

 

2) 教科別の指導、各教科等を合わせた指導における自立活動の指導について 

  教科別の指導における自立活動の指導や、各教科等を合わせた指導における自立活動の指

導においては、「自立活動の時間における指導」を実施している学校と時間における指導を実

施していない学校と比較しても大きな違いがなかった。これは、知的障害特別支援学校にお
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ける自立活動の指導は、「知的障害に随伴」する状態への指導ということからも、「自立活動

の時間における指導」を実施していても、教科や各教科等を合わせた指導において自立活動

の指導を重視しているためと考えられる。しかし、「各教科等を合わせた指導」においては、

自立活動の時間における指導の有無にかかわらず、自立活動を中心とした指導を行っている

学校は少なく、考察 1 の 3)で述べたように自立活動の指導の実態は不明確になっている。今

後、知的障害教育における自立活動の研究は、「自立活動の時間における指導」の研究と共に、

教科別の指導や各教科等を合わせた指導における自立活動の指導や、それらの自立活動の指

導と「自立活動の時間における指導」との関連性等についてさらに研究していく必要がある。 

 

3) 自立活動の個別の指導計画の作成及び指導上の課題について 

自立活動の個別の指導計画の作成者、作成時期、評価・見直しの時期では、「自立活動の時

間における指導」を週時程に位置づけている学校と週時程に位置づけていない学校と比較し

ても大きな違いはなかった。自立活動の個別の指導計画の作成にあたっての課題をみると、

「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校からは個別の指導計画の課

題設定に関する課題が圧倒的に多くなっている。一方、設定していない学校は個別の指導計

画そのものの様式やノウハウ等の課題が多く挙げられ、続いて目標設定に関する課題、自立

活動の理解に関する課題となっている。これらの比較から、「自立活動の時間における指導」

を週時程に位置づけている学校では、「自立活動の時間における指導」を実際に実施すること

で、より具体的な指導に係ることが課題となっていると考えられる。つまり、「自立活動の時

間における指導」を週時程に位置づけている学校ほど、自立活動の個別の指導計画において

は、より実践的な計画になっていると推測できる。今後、「自立活動の時間における指導」を

週時程に位置づけている学校と週時程に位置づけていない学校における個別の指導計画の記

載内容等を比較・分析していく必要がある。 

 

4) 自立活動の専任教員について 

自立活動の校務分掌の有無では、「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけてい

る学校の方が高い割合を示すと考えてきたが、「自立活動の時間における指導」を週時程に位

置づけている学校と位置づけていない学校とでは 4%との違いで大きな差異はなかった。ま

た、分掌の役割についても大きな違いは見られなかった。担任外での自立活動専任教員の位

置づけにおいては、校務分掌と同様に「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけ

ている学校の方が高い割合を示すと考えてきたが、むしろ「自立活動の時間における指導」

を週時程に位置づけている学校の方が担任外で自立活動専任教員を位置づけていない学校の

割合が 13％多かった。そして、自立活動専任教員の役割については大きな違いは見られなか

った。これらの結果は、知的障害特別支援学校小学部では、「自立活動の時間における指導」

を週時程に位置づけている学校は増加し、それらの学校において自立活動の指導の充実が図

られているが、その「自立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校におい

ても自立活動の充実の方策として自立活動の校務分掌の設置や専任教員の位置づけなどに表

れる状況ではないと考えられる。 
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Ⅴ.まとめ 

 

本研究では、「自立活動の時間における指導」に関して研究を進めるには、学校の組織体制

について、自立活動の教育課程への位置づけについて、自立活動の指導形態について、自立

活動の専任教員について、自立活動の個別の指導計画等について検討を行い、「自立活動の時

間における指導」と「Ⅰ.特別支援学校小学部学習指導要領への対応」、「Ⅲ.教科別の指導、教

科等を合わせた指導における自立活動の指導」、「Ⅴ.自立活動の個別の指導計画の作成及び指

導上の課題」、「Ⅵ.自立活動の専任教員」の関係について分析を行った。 

学校の組織体制では、学習指導要領の改訂を踏まえ、自立活動の指導の内容・方法等の充

実策の検討をしている学校が 6 割を超えており、知的障害特別支援学校小学部においても自

立活動の指導を重視していこうとする方向性にあることが分かる。その中でも「自立活動の

時間における指導」を実施している学校においては、自立活動の指導の内容・方法等の充実

策の検討をはじめ、学校の教育計画に「自立活動の充実」を掲げ、自立活動の全体計画を作

成している学校の割合は高く、自立活動の指導の充実は、「自立活動の時間における指導」

を実施している学校が要となっていくと考えられる。その「自立活動の時間における指導」

を教育課程上、週時程に位置づけている学校の小学部は、本研究の調査においても 61％の学

校で実施されていて知的障害特別支援学校で「自立活動の時間における指導」として自立活

動の指導が位置づけられつつあることがより一層明確になった。さらに、その指導形態では、

今までの研究では明らかにされてこなかったが、年間を通じ自立活動のみを行う「自立活動」

として実施されていることが明確に示された。しかし、「自立活動の時間における指導」の有

無にかかわらず、本調査においても知的障害教育の教科や「各教科等を合わせた指導」にお

いて自立活動の指導が実施され重視されていることから、「自立活動の時間における指導」と

ともに、教科別の指導や「各教科等を合わせた指導」における自立活動の指導、学校教育活

動全体での自立活動の指導の指導実践について研究していく必要性が示唆された。また、自

立活動の個別の指導計画の作成については、「自立活動の時間における指導」を設定している

学校においては、より具体的な指導に係ることを課題としていることが分かる。つまり、「自

立活動の時間における指導」を週時程に位置づけている学校ほど、自立活動の個別の指導計

画においては、より実践的な計画になっており、実際の指導において充実が図られているこ

とが伺えた。また、知的障害特別支援学校小学部において自立活動の教員の配置は進んでい

るものの、学校体制として自立活動に関する組織を編成している学校の割合は約 4 割と低い。

今後、「自立活動の時間における指導」の充実を図るためには、「教職員の相談」を受けたり、

「研修会の企画運営」を行ったりする重要な役割のある専任教員および分掌組織の充実が必

要である。 

2018(平成 30)年 4 月の特別支援学校学習指導要領解説総則編では、「授業時数を標準とし

て示さないからといって、自立活動の時間を確保しなくてもよいということでなく、個々の

児童生徒の実態に応じて、適切な授業時数を確保する必要がある。」(文部科学省,2018)とし

て、自立活動を特設した授業時間として指導することの必要性を強調している。しかしなが

ら、知的障害教育における自立活動の指導と知的障害教育の各教科の指導等と区別がつきに

くいことなどによる指導の混乱は否めず、自立活動の指導で「何を指導してよいのかわから

ない」や実態把握から個別の指導計画の作成をはじめ「具体的な指導内容の設定」が難しい

などの教師の思いも垣間見える。 
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今後の研究では、知的障害教育における「自立活動の時間における指導」の実態について

さらに調査を進めるとともに、「自立活動の時間における指導」と併せて、教科指導や「各教

科等を合わせた指導」における自立活動の優れた実践事例を収集していく必要がある。また

自立活動の指導における「実態把握」から「具体的な指導内容の設定」に至るまでのプロセ

スについて分かりやすい事例を示すことで、指導目標や内容の設定が複雑とされる知的障害

教育における自立活動の指導の充実の一助となればと考えている。 
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ABSTRACT 

  

本稿では，文部科学省事業「特別支援教育に関する実践研究充実事業」の受託団体に対す

るヒアリング調査の結果を，キャリア教育の視点から検討することを目的とした。具体的に

は，キャリア教育の視点から 5つの分析視点を設定し，成果の整理・考察を行った。キャリ

ア教育を行う上での体制整備や教育課程への位置づけを検討する団体が多くを占めていた一

方，児童生徒が自身の「成長」を実感し，振り返るためのツールとして，教育課程全体で「キ

ャリアノート」を活用することが有効であることが示唆された。 
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Ⅰ．問題設定 

  

2011 年 1 月の中央教育審議会答申「今後のキャリア教育・職業教育の在り方について(答

申)」において，今後のキャリア教育の定義や基本的な方向性が示されて以降，教育課程にい

かにキャリア教育を位置づけ，子どものキャリア形成やキャリア発達を促すかということが

議論されてきた。特別支援教育においても，児童生徒一人ひとりの職業的・社会的自立を目

指すキャリア教育の理念と，特殊教育の時代から重視されてきた「本人主体」「自立と社会参

加」という大きな目的との親和性の高さから，キャリア教育の推進が強調されてきた(菊地, 

2013)。一方で，学校現場においてキャリア教育が単に職業教育の延長として捉えられがちで

あることや，単発的な体験に終止していることなどが課題としてあげられている(上岡, 2019;

菊地, 2016など)。 

2017年 4月に公示された新学習指導要領では，その改訂ポイントの一つとして，自立と社

会参加に向けた教育(キャリア教育)の充実を図ることが求められている。とりわけ，卒業後

の視点を大切にしたカリキュラム・マネジメントを計画的・組織的に行うことや，高等部段

階だけでなく幼稚部・小学部・中学部段階からキャリア教育の充実を図ることなどが規定さ

れた。こうした改訂を受け，上岡(2019)は，今後の特別支援教育におけるキャリア教育では，

生きる力や働く力の具体化が求められていることを指摘したうえで，目標の設定ではなく，

目標を実現するための具体的な教育内容・教育方法が重要となることや，児童生徒らの内面

の育ちを伴う活動や振り返り，評価を設定する必要性を指摘している。 

上記を踏まえれば，今後キャリア教育の充実を図る上では，「キャリア」をいかに捉えるか

ということも重要となる。すなわち，これまで重視されてきた職業的役割との関係でキャリ

アを捉える「ワークキャリア」に加え，人生全体の中での多様な「役割」との関係からキャ

リアを捉える「ライフキャリア」の視点が重要となる。そのため，学校教育においても，児

童生徒が様々な経験を通して「役割」を果たすことや「自分らしく生きる」ことができるよ

う，本人が主体的に取り組むことができる活動や自身の「成長」を振り返り，それを「表出」

することができるような機会を設定していく工夫が求められているといえる。 

さて，2017年度より，中央教育審議会における新学習指導要領等に関する答申を受け，2020 

年度からの新特別支援学校学習指導要領等の円滑な実施に向けて，教育課程編成や指導方法

の工夫改善についての先導的な実践研究が行われている。具体的には，2017 年度に，文部

科学省の「特別支援教育に関する実践研究充実事業(新学習指導要領に向けた実践研究)」を 

13 団体が受託し，3ヵ年にわたって幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指

導や必要な支援を行うための実践研究を推進している。 

さらに，これらの先駆的な実践研究の成果を全国へ普及することによって特別支援教育の

推進を図るため，文部科学省は，当該事業の一環として「新学習指導要領に向けた実践研究

の成果に関する調査研究」を企画し，2019 年度に愛媛大学が受託した。現在，それぞれの

モデル事業については，事業の報告や成果公開が行われているところである。一方で，これ

ら各モデル事業の成果に関する体系的な整理や全体を俯瞰した考察は十分になされていると

はいえない現状にある。 

そこで本研究では，各モデル事業全体を俯瞰するための後述する 5つの観点を設定し，こ

れらの観点・項目に基づいた体系的な整理を行うことを目的とした。とりわけ本稿では，こ

の 5観点を，キャリア教育の視点から再構成し，キャリア教育に関する実践研究の成果を分



 DOI: doi.org/10.20744/incleedu.9.0_23 

Journal of Inclusive Education, VOL.9 23-34 

 

 

 

25 

析する。この作業は，他の特別支援学校や小中学校の特別支援学級における教育実践を検討

するうえで有益であり，本稿の成果を広く普及・啓発していくことが，キャリア教育の推進

に資する取組となるだろう。 

 

 

Ⅱ．調査の観点・方法 

 

 本研究では，「新学習指導要領に向けた実践研究の成果に関する調査研究」を開始するにあ

たり，以下の 5つの観点を設定した。これらの観点に基づいて，2017 年度に「新学習指導

要領に向けた実践研究」を実施した全 13 団体に調査協力を依頼し，調査研究を実施した。 

 

観点 1：各モデル事業内，及び近隣自治体間における概念(用語)の共通理解・合意形成  

各モデル事業において，「社会に開かれた教育課程」「カリキュラム・マネジメント」「主体

的・対話的で深い学び」「キャリア発達・キャリア教育」等の概念・用語をどのように定義し，

学校内外で共通理解・合意形成を図っているか(他の障害領域・重複障害領域と共通理解・合

意形成を含む)。 また，各学部が終わるまでに「育ってほしい姿(つけたい力)」の概念・目安

をどのような方法で設定し，共有しているか。 

 

観点 2：教育課程・個別の指導計画の実施状況とその評価 

教育課程の編成・個別の指導計画の策定に必要な実態把握の方法，教育課程・個別の指導

計画の実施方法，実施状況の評価方法をどのように行っているか。 

 

観点 3：個のニーズにあわせた指導法，学習環境・支援の工夫 

多様な障害がある幼児児童生徒の実態(特性やニーズ)にあわせて，指導方略や教材教具

(ICT の活用含む)を工夫したり，学習環境・支援のあり方を工夫したりしているか。行って

いるとしたら，どのような方法を用いているか。 

 

観点 4：障害のない幼児児童生徒・地域社会との交流及び共同学習の設定  

障害のある者とない者が互いに尊重し合いながら協働して地域社会の中で生活する態度を

育むために，どのような取組を行っているか。地域社会の多様な人々(人材)とどのような交

流を持ち，障害のある幼児児童生徒の社会参加を促しているか。またその実施効果・学習効

果をどのように評価しているか。 

 

観点 5：多面的な視点からの学習評価・授業評価・学校評価の実施 

教員の立場から幼児児童生徒を評価するだけでなく，幼児児童生徒が自らの育ち・変化に

関して意識し評価する仕組みを取り入れているか。特に，「主体的・対話的」「深い」等の抽

象的な評価軸について，障害のある幼児児童生徒が理解し，評定する工夫を行っているか。

保護者・地域社会(外部委員会含む)等による評価を行っているか。多面的な評価を確認・調

整・共有するための仕組み(ルーブリック評価等)を行っているか。 
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 上記の観点に基づき，全 13 団体に調査協力を依頼し，ヒアリング調査を実施した。ヒア

リング調査では，上記に記載した各観点に基づいて，2017年度における実践研究の成果に関

して聞き取りを行った。なお，調査の過程で，2018年度及び 2019年度における実践研究の

成果に関する補足的な説明及び資料提供を受けた。そのため，本稿では，適宜 2018 年度以

降の成果についても補足的な分析を行う。 

また，一部の団体については，実施主体が推薦する 1校又は複数の研究協力校に調査協力

を依頼し，研究協力校における取組に関する聞き取りと，実際の実践場面の見学を行った。 

 調査時期及び時間は，2019 年 7 月中旬から 9 月末までに，各団体等につき，それぞれ 1

時間から 2時間程度の聞き取りを実施した。また，メール等で実践研究に際して作成した資

料や，実際の教育場面で活用したフォーマットやシート等の追加の資料提供を受けた。以下

表 1では，各団体等に実施したヒアリング調査の実施日及び調査対象団体を一覧として示し

ている。 

 

表 1 調査実施日及び調査対象一覧 

番号 団体名 調査実施日 障害種(指定学校数) 

1 秋田県 9月 9日(月) 知的(5校) 

2 石川県 9月 25日(水) 知肢(1校) 

3 福井県 9月 24日(火) 

視覚(1校)，聴覚(1校)，肢体(1校)， 

病弱・肢体(1校)，知的(2校)， 

知肢病(4校) 

4 千葉県 

①9月 4日(水) 

知的(2校) 
②9月 30日(月) 

5 京都府 9月 27日(金) 知肢(2校)，聴覚(1校) 

6 大阪府 9月 27日(金) 知的(2校) 

7 鳥取県 9月 5日(木) 聴覚(2校) 

8 山口県 9月 6日(金) 視聴知肢病(2校) 

9 熊本県 9月 18日(水) 知的(3校) 

10 筑波大学 9月 6日(金) 肢体(1校) 

11 熊本大学 9月 18日(水) 知的(1校) 

12 鹿児島大学 8月 29日(木) 知的(1校) 

13 横浜訓盲学院 7月 17日(水) 視覚(重複)(1校) 

 

 

Ⅲ．分析視点 

 

 上記で示した調査観点は，「新学習指導要領に向けた実践研究」の成果を俯瞰的に考察する

ために設定されたものであり，必ずしもキャリア教育の視点に特化されたものではない。そ

のため，キャリア教育の視点から，分析視点を再構成する必要がある。 

尾川・梅田(2020)では，本稿の予備的な分析として，特別支援教育におけるキャリア教育
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の論点と実践的課題について，上岡(2019)や菊地(2013; 2016)等の議論を参照し，次の 5 点

を指摘した。 

第 1に，「ライフキャリア」の視点でキャリア及びキャリア教育を捉えていく必要性。第 2

に，キャリア教育の教育課程への位置づけ。第 3に，児童生徒「本人の願い」や「意思決定」

を重視した環境や活動の設定。第 4に，学校外の諸機関や地域と連携した，地域学習や組織

作りの必要性。第 5に，キャリア教育による経験を児童生徒が振り返って成長を実感したり，

学習経験を他の場で「表出」したりする機会の設定である。 

上記 5 点の課題及び論点と本研究が実施した調査観点を踏まえ，本稿では，以下の 1～5

を分析視点として再構成した。各分析視点に該当する団体数を最後にカッコ内に示している。

なお，カッコ内に示す該当団体数は，各団体の成果報告書の記述やヒアリング調査時の説明

から，重点的に取り組んでいると考えられる団体及びキャリア教育との関連で取り組んでい

た団体に限定している。 

1. モデル事業内，学校内外でのキャリア教育やキャリア発達等の定義や意義に関する共通理

解・合意形成をいかに行っているか。(6) 

2. キャリア教育をいかに教育課程に位置付けているか。(6) 

3. 児童生徒「本人の願い」など，児童生徒が主体的に取り組める活動や環境構成の工夫をい

かに行っているか。(2) 

4. 家庭・地域・企業との連携や地域学習の充実をいかに図っているか。(6) 

5. 児童生徒が活動を振り返り，活動で得た成果を「表出」する機会をいかに設定しているか。(5) 

 次節から，以上の分析視点に沿って，実践研究の成果を分析していく。 

 

 

Ⅳ．分析結果 

 

1. モデル事業内，学校内外でのキャリア教育やキャリア発達等の定義や意義に関する共

通理解・合意形成をいかに行っているか 

本観点では，千葉県の事例を取り上げる。千葉県では，教育課程全体を通じたキャリア教

育を推進するため，教員がキャリア教育の視点をもち，校務分掌を中心に学習活動の工夫を

検討し，実践を行うことを目的とした。とりわけ，2017年度は，まず各学部の各教員が捉え

るべきキャリア教育の視点を共通理解し，学部間のつながりを明確化した。 

 具体的には，月に 1回の校務分掌会議で分掌ごとにどのような学習活動が考えられるかア

イデアを出しあった。出されたアイデアを，「キャリアの視点を取り入れた学習活動の工夫」

(図 1)として整理し，全教員が共通理解を図れるように工夫をした。 

また，小学部から高等部までの各学齢期に応じた学習活動を「各学部と連携・継続した支

援」(図 2)として整理した。 

これらの取組により，全教員がキャリア教育の視点に立った学習活動を計画したり，個別

の指導計画にキャリア教育の視点を反映させたりすることが可能となるなどの成果があげら

れている。一方で，次年度以降の課題として，作成した資料を実際の教育実践や学習活動等

に活用するとともに，それらの授業や活動を振り返り改善していくためのサイクルや評価方

法を検討することなどがあげられている。 
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図 1 キャリア教育の視点に立った学習活動の広がり 

 

図 2 各学部と連携・継続した支援 
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2. キャリア教育をいかに教育課程に位置付けているか 

キャリア教育の教育課程への位置づけについては，2017年度は実践研究の組織・体制づく

りから始める団体が多く，キャリア教育と教育課程との関連についての実質的な実践研究は

次年度以降に検討し始めたことが複数の団体へのインタビューから述べられた。 

 ただし，そうした状況下でも，大阪府は研究協力校 2校それぞれにおいてキャリア教育の

観点から教育課程の改善及び充実を図るため，「キャリア教育マトリックス」を作成している。 

例えば，小学部を職業及び生活にかかわる基礎的な能力獲得の時期，中学部を職業及び生活

にかかわる基礎的な能力を土台に，それらを統合して働くことに応用する能力獲得の時期，

高等部を職業及び卒業後の家庭生活に必要な能力を実際に働く生活を想定して具体的に適用

するための能力獲得の時期と位置づけ，生きる力を育成する視点から「キャリア教育マトリ

ックス(育てる力)」を作成した(図 3)。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「キャリア教育マトリックス(育てる力)」でキャリア発達の段階を「人間関係の形成，コ

ミュニケーション」「情報活用能力」「将来設計能力」「意思決定能力」の４領域からとらえ，

学部ごとに段階的に育てたい力を設定し，それらを象徴する言葉として小学部「気づく」中

学部「伸ばす」高等部「活かす」を各学部のテーマとしている。このマトリックスをもとに，

個々の授業がマトリックスのどの項目に該当するのかを意識できるよう，各単元の資質・能

力につなげる「評価規準」という項目を学習指導案上に作成した。これらの取組により，各

教員が個々の授業の位置づけを理解しやすくなったり，小学部から高等部までの学びのつな

がりや連続性を意識しやすくなったりしたという成果があげられている。 

 

図 3 キャリア教育マトリックス(育てる力) 
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3. 児童生徒「本人の願い」など，児童生徒が主体的に取り組める活動や環境構成の工夫をい

かに行っているか 

 「本人の願い」を重視した活動や環境構成の工夫については，熊本大学の事例があげられ

る。熊本大学では，個のニーズにあわせた授業を行い，本人の夢や希望の実現を目指す「熊

大式授業づくりシステム」を構築することを実践研究の主目的とした。具体的には，以下 3

つの核となるミーティングを設定した。 

第 1 に，「支援者ミーティング」である。「支援者ミーティング」は，小学部 1年・4 年，

中学部 1 年，高等部 1 年時の個別の教育支援計画の作成段階で実施される。この段階では，

本人・家族・関係機関・学校が一堂に会し，本人の夢や希望について語り合い，その実現に

向けてそれぞれの役割や支援について，長期的な視点で計画する作戦会議が行われる。これ

は，本人の願いを家庭・福祉・学校等の関係者が一緒になって，それが実現するために今後

すべきことを考え話し合う，PATH(Planning Alternative Tomorrow with Hope)の考え方を

活用した取り組みである。参加者は，保護者，本人，関係機関，専門家を交えて 6月後半～

夏休みの間に行われる。 

 第 2に，「課題解決ミーティング」である。「課題解決ミーティング」は，「支援者ミーティ

ング」の対象児童生徒を中心に，個別の指導計画を作成する段階で実施される。「問題解決モ

デル」に基づき，子どもに関わる課題に優先順位をつけ，各課題への対応策(誰が，いつ，ど

うする)を具現化し，個別の指導計画に反映させるのが主な目的となる。主な参加者は，対象

児童生徒の学部の教員である。 

 第 3に，「授業ベースミーティング」である。「授業ベースミーティング」は，授業実施の

数週間前に授業を担当する教員を中心にして実施される。ここでは，学習指導要領や子ども

一人一人の教育的ニーズ，前後の学習とのつながり等を話し合いながら一つの単元学習をつ

くりあげていくことが主な目的である。 

 上記の過程で表出された「本人の願い」と，実際の就労とを結びつけるため，教育・労働・

福祉等の関係機関による熊本大学教育学部附属特別支援学校就職支援ネットワーク会議(以

下，「附特就職支援ネットワーク会議」)を設置し，各関係機関が連携し，情報の共有化を図

りながら学校と地域の就労支援体制を充実させる取組を行った。ネットワーク委員は 8 名で

構成しており，福祉施設の関係者に加え就労移行支援事業所の代表者や，熊本県中小企業家

同友会の障がい者雇用支援委員会の委員長等，子どもの就労支援を意識した地域社会との連

携が行われている。会議は年 3 回(6 月，11 月，2 月)開催され，参加者は先の 8 名に加え，

学校側は，進路指導主事が中心に管理職，学部主事，教務主任，研究主任が参加している。 

 実践研究最終年度にあたる 2019 年度には，附特就職支援ネットワーク会議委員と共同し

た授業づくりを行い，ライフキャリアの視点に立って，卒業後の夢や生活を具体的にイメー

ジしながら，「働きたい」という気持ちを育むための授業実践が行われている。これらの実践

により，現場実習への意欲の高まりや自分の将来の姿をイメージしながら活動に参加できる

ようになった等の成果があげられている。 

 上記 3つのミーティングを通じて，子どもたちの「夢・希望」の実現のために，支援者の

役割を明確化している。もちろん，研究協力校である附属特別支援学校では，このようなシ

ステムづくりが可能となる人的・物的体制が整っていることが多いことも 1つの要因となっ

ている。そのため，公立の特別支援学校において，このような体制づくりがいかに可能であ

るか，という点は今後検討する必要がある。 
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4. 家庭・地域・企業との連携や地域学習の充実をいかに図っているか 

 地域と連携した取組としては，秋田県の事例を取り上げる。秋田県では，「街は大きな教室

だ」を合言葉に，地域との共催行事や交流及び共同学習を実施している。中でも，地域資源

であるりんごを題材に，地域を活用し，りんごの栽培等について年間を通して学ぶ「りんご

プロジェクト」を学校の教育課程全体を貫く柱として位置づけている。「りんごプロジェクト」

では，学部間のつながり(縦のつながり)と地域貢献活動による地域とのつながり(横のつなが

り)を意識して全体構想を明確化した。 

 とりわけ，高等部では，生徒全員で「リンゴレンジャー」としてショーを作り上げていく

単元を設定した。ショーは，地域の保育園やイベント，学習発表会等で開催される。2017年

度は「リンゴレンジャー」の活動の 4年目であり，2017年度研究紀要では，「ショーが完成

するまでの演技から演出，大道具，台本の製作まで生徒一人一人が役割を担って行うことが

できるようになってきた。」という成果が挙げられている。 

 企業と連携した取組としては，福井県が，作業学習を核に，就労応援サポーター企業によ

る技術指導等，地域企業と連携した職業教育・就労支援や技能検定等の実践を通した中学部

段階からの系統性あるキャリア教育の在り方に関して実践研究を行っている。 

「就労応援サポーター企業」のサポート内容として，「職場見学」「就業体験」「職場実習」

「技術指導」「研修会」「雇用促進」の項目があり，企業によってサポート内容は異なってい

る。「雇用促進」を行っている企業では，実際に高等部の生徒の雇用を積極的に行っている。

2017年度末時点で，204社が登録されている。 

 具体的な活動として，作業学習時の技術指導では，4つの特別支援学校で 32回，延べ 297

名の生徒が，食品加工や喫茶サービス，清掃，園芸等でサポーター企業からの専門的な技術

指導を受けた。具体的には，パン製造やフラワーアレンジメント等に関して，外部講師を招

いて技術指導を受けた。企業から専門的な技術指導を受けることで，「卒業後の就労につなが

る専門性の高い作業学習」が可能となったことや，「プロの講師からの評価により，生徒自身

が社会貢献を実感する体験になり，働く意欲を育てる機会になっている」などといった効果

が各学校から報告されている。 

 

5. 児童生徒が活動を振り返り，活動で得た成果を「表出」する機会をいかに設定しているか 

本観点に関しては，秋田県と山口県の事例を取り上げる。まず，秋田県では，教育課程全

体を貫く「絆プロジェクト(地域学習)」(以下，「絆プロジェクト」)において児童生徒が自身

の成長などを実感できる工夫として，「キャリアノート」を作成し，活用した。「絆プロジェ

クト」は，地域に根差し，地域と共に生きる教育活動として，教育課程の柱に位置づけられ

ている。児童生徒が「絆プロジェクト」を通じて「何が身に付いたか」を振り返ることがで

きるよう，単元に「見通し」「振り返る」過程を配置し，「キャリアノート」を「絆プロジェ

クト」全体において継続して活用した。 

「絆プロジェクト」全体で，「キャリアノート」を事前・事後学習に活用したことで，各学

部段階や発達段階に応じて，「何のために」「何を頑張るのか」という目的や目標を見通し，

「何ができるようになったか」という頑張り等を言語化し，長いスパンで振り返りができる

ようになった。また，教師がその都度コメントを記入し，児童生徒に伝えることも，児童生

徒の頑張りの意味付けとなり，「何が身に付いたか」という生徒自身の成長の実感を促し，自

信につながっている。 
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すべての児童生徒が自分の目標設定を言葉として表現できたわけではなかったが，文章を

書くことができる児童生徒には，自分で目標設定をするようなケースがあった。また，それ

が難しい児童生徒には，実際の学習中の写真を貼ることで，達成感を実感できるような工夫

を行った。また，児童生徒の成長を保護者と共有し，多面的に評価するという視点から，「キ

ャリアノート」の保護者面談での活用も始まっている。 

続いて，成果を「表出」する機会として，山口県の事例を取りあげる。山口県では，従来

からキャリア教育のねらいの中に体験活動を重視している。中でも，「山口県特別支援学校技

能検定」(以下，「きらめき検定」)と称した，技能検定(全 1級～10級)の取組に力を入れてい

る。技能検定の達成段階を可視化するため，山口県では「きらめき検定」の評価表を作成し

た。本評価表により，自分がどこまで達成できており，何が課題であるのか自己理解を深め

た。これらの達成段階や課題を教員と生徒が共有することで，「何を，どのように学ぶか」が

明確となり，生徒は意欲的，主体的に学習に取り組むようになった。 

 これらの達成段階をもとに，生徒自身が受検したい部門や級を設定し，どうすれば達成で

きるか教員とともに考えながら学習に取り組んでいる。こうした取組が，新学習指導要領で

もキーワードの 1つにもなっている「主体的・対話的で深い学び」の実践の成果につながっ

てきている。 

こうした成果を「表出」する機会として，来校者への湯茶の提供を生徒が行う機会が設定

されている。実際にヒアリング調査時にも，生徒が調査者への湯茶の提供を行った。技能検

定に関する学習では一つのマニュアルとしての手順を学習するが，実際に来校者に湯茶を提

供する際には，マニュアル以外のイレギュラーなやりとりも生じうる。そうしたイレギュラ

ーな出来事にも対応できるような力を身につけられるよう意識的な取組がなされている。 

 

 

Ⅴ. まとめと今後の課題 

 

本稿ではこれまで，5 つの分析視点に沿って，各団体の成果を分析してきた。上記の分析

のまとめとして，以下 3点に触れておきたい。 

第 1 に，本稿では実践研究の初年度にあたる 2017 年度の成果を分析対象とした。各団体

へのヒアリング調査で，担当者より多々述べられた点が，初年度は 11月から開始されたとい

う経緯もあり，次年度以降の実践研究に向けた，研究目的の共通理解や実際に目的を達成す

るための組織・体制づくりの年であったという点は付記しておきたい。ただし，その中でも

千葉県のようなキャリア教育の視点による学習活動の整理・工夫や，大阪府のようなキャリ

ア・マトリックスを作成することで，各学部で育てたい力を整理するとともに，個々の授業

の位置づけの参照枠となるなど，モデル事業内あるいは教員間での共通理解のための体制整

備を行うことから始めることが重要であることがうかがえた。 

第 2に，第Ⅳ節-4では，家庭と連携したキャリア教育の充実について十分に触れることが

できなかったが，第Ⅳ節-3で示した熊本大学の事例のように，PATHの考え方を取り入れる

ことで，「本人の願い」の実現に向けて，学校・家庭・福祉等の専門家が一緒になって活動や

環境構成の工夫を検討する実践研究が見られた。この点に関して，熊本大学のように，PATH

の考え方を用いて，「本人の願い」を捉える研究の方向性を示したのが，第Ⅳ節-1 でも取り

上げた千葉県である。千葉県では，2018 年度以降，「本人の願い」とキャリア発達を支援す
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るための地域協働による学びについて実践研究を行っている。本校の成果と熊本大学の成果

を比較することで，その課題や共通点等が浮き上がってくると考えられよう。 

第 3に，第Ⅰ節でも述べたように，キャリア教育の充実を図る上では，児童生徒が自身の

成長を実感したり，キャリア教育による成果を「表出」したりする機会や場面をいかに工夫

し設定するかが重要となる。こうした機会の充実が，上岡(2019)の指摘する内面の育ちを伴

うキャリア教育につながるものと考えられる。その点で，本稿では，児童生徒自身による目

標設定や，長期的なスパンでの振り返りを可能とする「キャリアノート」の作成・活用とい

う事例や，技能検定をめぐる学びを学校内の来客者への対応という形で成果を「表出」し，

試す場面を設定していることが明らかとなった。 

この点に関して，文部科学省(2019)は，小中学校及び高等学校学習指導要領の特別活動に

おいて，「学校，家庭及び地域における学習や生活の見通しを立て，学んだことを振り返りな

がら，新たな学習や生活への意欲につなげたり，将来の生き方を考えたりする活動を行う」

際に，児童生徒が「活動を記録し蓄積する教材等を活用すること」が規定されたことに伴い，

「キャリア・パスポート」の作成・活用を推奨している。このことに鑑みれば，本稿で示し

たような「キャリアノート」の実践事例や活用事例を蓄積していくことは，特別支援学校や

障害の有無にかかわらず，小中学校や高等学校におけるキャリア教育の充実を図る上でも貴

重な資料となるといえよう。 

もちろん，成果の「表出」という意味では，学校内での学びが，卒業後，すなわち就労に

いかに結びつけられるかという点も同時に重要な視点となる。そのため，第Ⅳ節-4で挙げた

福井県における「就労応援サポーター企業」の事例のように，学校と地域や企業が連携し，

就労につながるサポート体制をいかに構築していくか，という点はさらなる成果の考察が求

められるだろう。 

本稿では，キャリア教育の視点から新学習指導要領に向けた実践研究の成果を体系的に整

理することができた。このような作業は，特別支援教育に限らず，各学校種・学校段階にお

けるキャリア教育の充実を図る上で，非常に有意義な作業だといえる。今後は，上記の課題

に加え，初年度に作成・整理された資料をもとに，実際にどのような教育実践が行われ，ど

のような成果が得られたか，という点については次年度(2018年度)以降の課題とされている

団体が多いことから，引き続き次年度以降の詳細な調査及び分析が待たれる。 
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ABSTRACT 

  

本研究では，2019年に開発した CRAYON Book (3～5歳 Ver.) (韓, 2019)の内容的妥当性

の検証を行った。保育士，幼稚園教諭などの保育従事者ら 34名を対象に CRAYON Book (3

～5歳 Ver.)の内容的妥当性に関する質問紙調査及び意見調査を実施した。 

その結果，CRAYON Book (3～5歳 Ver.)16領域 219項目に対し 89項目で 80％以上が「妥

当である」または「きわめて妥当である」との回答が得られた。他の 80％に満たなかった項

目については, 質問の意図自体を「全く妥当でない」「妥当でない」とする意見というよりも，

項目内容に関する言葉の表記や具体例が欲しいというような指摘事項が多数であった。 

よって，「全く妥当でない」，「妥当でない」とした項目に関しては，回答者の意見等を踏ま

え，専門家協議により項目の再検討及び修正を行った。その結果，最終的な CRAYON Book 

(3～5歳 Ver.)は 16領域 206項目に設定された。 
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Ⅰ．研究背景と目的 

  

平成29年3月，「幼稚園教育要領(文部科学省, 2017)」，「保育所保育指針(厚生労働省, 2017)」，

「幼保連携型認定子ども園教育・保育要領(内閣府・文部科学省・厚生労働省, 2017)」の 3つ

の要領・指針が同時改定された。この改定により，今後の日本における幼児期の教育は，幼

稚園のみならず，どこの施設においても教育の質が確保されることを意味していると考える。

韓(2019)は，幼稚園・保育所・認定子ども園の 3 つのうちいずれかを選択したとしても，教

育の質が保証されるためには，子どもたち一人ひとりの特性に応じた教育・保育を受けられ

るような教育・保育にしていく必要がある，としている。 

Okada, Kohara & Han(2017)は，乳幼児の実態を把握するツール開発のために，保育士や

幼稚園教諭が日常的に使用でき，包括的かつ継続的な教育のための教育的診断ツールに関す

る基礎的研究を行った。その結果，乳幼児の実態把握には，「概念形成」と「才能発掘」，「子

育て支援」の観点を取り入れる必要性を示した。そこで，韓(2019)は，子どもの概念形成と

才能発掘の実態把握を行うための構造化された評価ツール CRAYON Book (3～5 歳 Ver.)を

開発した。CRAYON Bookとは，Child Rearing Assist for Your Needs Book(ニーズに応え

る子育て支援 Book)を表し，尺度の領域として，「環境と日常生活」，「概念形成」，「自己表現」，

「理解」，「納得」の 5領域が設定されている。また，「概念形成」と「自己表現」にはそれぞ

れ 5つの下位領域が設定されている。「概念形成」領域には，「視覚概念」，「聴覚概念」，「体

感概念」，「言語概念」，「数概念」の下位領域を設定され，「自己表現」領域には，「画像的表

現」，「音楽的表現」，「身体的表現」，「言語的表現」，「数的表現」の下位領域が設定されてい

る。CRAYON Book (3～5歳 Ver.)の全ての領域に含まれる項目の合計は 219項目となる。 

CRAYON Book(3～5歳 Ver.)は，環境からの刺激によって子どもが概念形成を行い，自己

表現に至るまでの過程を一つの評価ツールで把握することを目的として構造化された尺度で

ある(韓, 2019)。構造化された尺度は，構造化するための仮説を検証する必要がある(韓・矢

野・小原ら, 2017)。 

よって，本研究では，韓 (2019)によって開発された CRAYON Book (3～5歳 Ver.)の内容

的妥当性の検証を行うことを目的とする。 

 

 

Ⅱ．方法 

 

1. 内容的妥当性の検証 

 内容的妥当性とは，テストが測定しようとしている分野や内容について専門家の判断に基

づき，内容の適切さや代表性をみるものである(清水, 2005)。Waltz, Strickland & Lenz, 

(1990)は，内容的妥当性は構成概念妥当性には不可欠であり，測定道具の開発では最重要視

しなければならないことを強調している。また，清水(2005)は，内容的に妥当なテストを作

成することは，テスト開発の過程で必須要件であり，テスト得点からの推論に影響を与える

ものであると述べている。 
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2. 質問紙調査による内容的妥当性の検証 

1) 手続き 

 2019年 2月に保育士と幼稚園教諭など 34名を対象に内容的妥当性に関する質問紙調査及

び意見調査を行った。そこでは，CRAYON Book (3～5歳 Ver.)の理論的背景や構造について

開発者が説明した後，質問紙の構造や各項目についての内容や言葉の表記が妥当であるかに

ついて対象者に回答してもらった。 

 

2) 質問紙 

 質問紙は，フェイスシートと内容的妥当性に関する質問紙で構成した。 

フェイスシートでは、対象者の基本属性(年齢，性別，職業，保育所・幼稚園の通算勤務年

数)について回答してもらった。 

 CRAYON Book (3～5歳 Ver.)の内容的妥当性に関する質問紙は，CRAYON Book (3～5歳

Ver.)の各領域の各項目の設定について, 「きわめて妥当である」，「妥当である」，「妥当でな

い」，「全く妥当でない」の 4件法で回答してもらった。「妥当でない」及び「全く妥当でない」

と回答した場合にその理由を自由記述で回答してもらうようにした。また，各領域および各

項目の言葉の表記が適切かどうかを自由記述で回答してもらった。 

 

3) 倫理的配慮 

 対象者には，研究目的・方法，倫理的配慮についての説明がされている依頼文及びCRAYON 

Bookマニュアルを配布し, 同意を得た者にだけ質問紙及び意見調査を行うようにした。また，

調査に関する問い合わせ先を明記し，回答者が質問できるようにした。質問紙は無記名によ

り回収し，対象者の匿名性を確保した。 

 

2．専門家協議による項目の修正 

「きわめて妥当である」または「妥当である」との回答が 80％以上となれば内容的妥当性

が確認されたとみなす。そのため，80％未満の項目を中心に，妥当でないと回答した理由に

関する自由記述の結果等をもとに，開発者である研究者及び乳幼児教育に長年関わる保育士

や保育事業を行う経営者などの専門家の協議を行い, CRAYON Book (3～5歳 Ver.)の各項目

の修正を行った。 

 

 

Ⅲ．結果 

 

1．参加者の基本属性 

参加者への質問紙の回収率は 100％(34名中 34名)であり，全てが有効な回答であった。回

答者の属性を表 1 に示す。 
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表 1. 回答者の基本属性 

基本属性 結果 

平均年齢 45.2±9.0 歳 

男女比 男性 1 名(2.9%) 

女性 28 名(82.4％) 

未回答 5 名(14.7％) 

平均通算勤務年数 16.7±9.9 年 

職種内訳 

(回答者記述) 

保育教諭 12 名(35.3%) 

保育補助 10 名(29.4%) 

補助員 2 名(5.9％) 

障害児指導員 2 名(5.9％) 

介護福祉士 2 名(5.9％) 

役員 1 名(2.9%) 

未回答 5 名(14.7%) 

 

2．領域および項目の結果 

 全 219 項目中，89 項目で 80％以上が「妥当である」または「きわめて妥当である」との

回答が得られた。 

 各領域の中で、「妥当である」と「きわめて妥当である」の回答が 80%を超えていなかっ

た項目について表 2～17 に示す。「環境」が 14 項目中 3 項目(表 2)，「食事」が 9 項目中 6

項目(表 3)，「睡眠」が 11 項目中 3 項目(表 4)，「遊び」が 11 項目中 6 項目(表 5) ，「理解」

が 12項目中 3項目(表 6) ，「視覚概念」が 14項目中 6項目(表 7) ，「聴覚概念」が 12項目

中 10項目(表 8) ，「体感概念」が 18項目中 12項目(表 9) ，「言語概念」が 16項目中 11項

目(表 10) ，「数概念」が 13項目中 11項目(表 11) ，「納得」が 11項目中 2項目(表 12) ，「画

像的表現」が 28項目中 25項目(表 13) ，「音楽的表現」が 12項目中 3項目(表 14) ，「身体

的表現」が 14項目中 14項目(表 15) ，「言語的表現」が 13項目中 6項目(表 16) ，「数的表

現」が 11項目中 9項目(表 17) となった。 

しかし，「全く妥当でない」「妥当でない」とした項目に対する，質問紙の自由記述欄の意

見においては，質問の意図自体を妥当でないとする意見というよりも，項目内容に関する言

葉の表記や具体例が欲しいというような指摘事項が多数であった。 

 

表 2.「環境」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」

回答者数(％) 

「妥当でない」 

回答者数(％) 

「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 
未回答 

(％) 
「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 

「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 

環 2. 
子どもの目線の高さにあった窓になっている 

0(0) 2(5.9) 18(52.9) 8(23.5) 6 
(17.6) 2(5.9) 26(76.4) 

環 4. 
自然換気や空気循環の調整ができる 

0(0) 1(2.9) 11(32.4) 15(44.1) 
7(20.6) 

１(2.9) 26(76.5) 

環 5. 
園内外の掲示物等が過剰な装飾にならないよ
うにしている 

0(0) 2(5.9) 19(55.9) 7(20.6) 
6(17.6) 

2(5.9) 26(76.5) 
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表 3.「食事」領域の結果 

項目 

「全く妥当でな

い」回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 未回答 
(％)  「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 

「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 

食 1.  
1 日 3 回の食事と間食(おやつ)を子どもが規則
的にとっている 

0(0) 2(5.9) 11(32.4) 16(47.1) 
5(14.7) 

2(5.9) 27(79.5) 

食 3. 
食事や間食は，音，におい，感触，味など感覚
を育てるための工夫がされている 

0(0) 2(5.9) 13(38.2) 14(41.2) 
5(14.7) 

2(5.9) 27(79.4) 

食 4. 
食事や間食は，地域の特色を感じられるような
工夫がされている 

0(0) 2(5.9) 24(70.6) 3(8.8) 
5(14.7) 

2(5.9) 27(79.4) 

食 6. 
食事中や間食中は，さまざまな食具を使って食
べている 

0(0) 0(0) 13(38.2) 14(41.2) 
7(20.6) 

0(0) 27(79.4) 

食 7. 
食事中や間食中は，周りの人とコミュニケーシ
ョンを取ることができる環境になっている 

0(0) 3(8.8) 15(44.1) 11(32.4) 
5(14.7) 

3(8.8) 26(76.5) 

食 9. 
食物を栽培したり，収穫したりする活動を行っ
ている 

0(0) 1(2.9) 16(47.1) 11(32.4) 
6(17.6) 

1(2.9) 27(79.5) 

 

表 4.「睡眠」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」

回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 

「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 未回答 
(％)  「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 

「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 

睡 2. 
就寝前や就寝中は外部の騒音(車や電車の騒
音)などの音が少ない環境になっている  

0(0) 2(5.9) 18(52.9) 8(23.5) 
6(17.6) 

2(5.9) 26(76.4) 

睡 4. 
就寝前や起床後は柔らかい明るさに設定し，就
寝中は暗闇よりもやや明るい環境になってい
る 

0(0) 3(8.8) 16(47.1) 9(26.5) 

6(17.6) 
3(8.8) 25(73.6) 

睡 8. 
お昼寝をする子どもとしない子どもが過ごせ
るスペースを分けている 

0(0) 1(2.9) 17(50.0) 10(29.4) 
6(17.6) 

1(2.9) 27(79.4) 

 

表 5.「遊び」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」

回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 未回答 
(％)  「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 
「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 
遊 2. 
用意された遊具や玩具の素材，道具を，これま
での生活経験と関わらせたりすることができ
る  

0(0) 1(2.9) 20(58.8) 7(20.6) 

6(17.6) 
1(2.9) 40(79.4) 

遊 3. 
興味を示した子どもが途中参加できるよう，十
分な数の用具や玩具がある 

0(0) 3(8.8) 19(55.9) 7(20.6) 
5(14.7) 

3(8.8) 26(76.5) 

遊 4. 
継続して同じ場所で同じ玩具や道具が使え，片
付けられるようにしている 

0(0) 1(2.9) 16(47.1) 11(32.4) 
6(17.6) 

1(2.9) 27(79.5) 

遊 9. 
遊びを行事の計画に位置づけている 

0(0) 2(5.9) 17(50.0) 8(23.5) 
7(20.6) 

2(5.9) 25(73.5) 
遊 10. 
子ども同士が，コミュニケーションを取り合う
ような遊びの設定(人数・ルール・場所)を行っ
ている 

0(0) 1(2.9) 15(44.1) 11(32.4) 

7(20.6) 
1(2.9) 26(76.5) 

遊 11. 
それぞれの取り組みをクラス全体で共有して
いく場面を作っている 

0(0) 1(2.9) 19(55.9) 8(23.5) 
6(17.6) 

1(2.9) 27(79.4) 
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表 6.「理解」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」

回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 未回答 
(％)  「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 
「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 
理 5. 
子どもが分かったことを子ども自身の言葉で
説明させていますか  

0(0) 1(2.9) 13(38.2) 14(41.2) 
6(17.6) 

1(2.9) 27(79.4) 

理 6. 
子どもの言いたいことが分かりづらいとき，適
切な言葉で言い換えたり，聞き直したりしてい
ますか 

0(0) 1(2.9) 8(23.5) 19(55.9) 

6(17.6) 
1(2.9) 27(79.4) 

理 7. 
子どもが自ら考えるような言葉かけをしてい
ますか 

0(0) 1(2.9) 8(23.5) 18(52.9) 
7(20.6) 

1(2.9) 26(76.4) 

 

表 7.「視覚概念」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」

回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 
未回答 

(％)  「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 
「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 
視 1. 
人の顔を覚えることができる 

0(0) 2(5.9) 13(38.2) 14(41.2) 
5(14.7) 

2(5.9) 27(79.4) 
視 4. 
絵(図)に反応して行動をする 

0(0) 1(2.9) 17(50.0) 10(29.4) 
6(17.6) 

1(2.9) 27(79.4) 
視 6. 
絵本の世界の物語に感情移入する 

0(0) 3(8.8) 18(52.9) 8(23.5) 
5(14.7) 

3(8.8) 26(76.4) 
視 8. 
色の色相の違い・類似に気づくことができる 

0(0) 3(8.8) 16(47.1) 10(29.4) 
5(14.7) 

3(8.8) 26(76.5) 
視 9. 
色の彩度の違い・類似に気づくことができる 

0(0) 2(5.9) 19(55.9) 8(23.5) 
5(14.7) 

2(5.9) 27(79.4) 
視 10. 
色の明度の違い・類似に気づくことができる 

0(0) 2(5.9) 18(52.9) 9(26.5) 
5(14.7) 

2(5.9) 27(79.4) 

 

表 8.「聴覚概念」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」

回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 未回答 
(％)  「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 
「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 
聴 1. 
右から聞こえる音に反応することができる 

0(0) 5(14.7) 12(35.3) 12(35.3) 
5(14.7) 

5(14.7) 24(70.6) 
聴 2. 
左から聞こえる音に反応することができる 

0(0) 5(14.7) 12(35.3) 12(35.3) 
5(14.7) 

5(14.7) 24(70.6) 
聴 5. 
音の大小を認識することができる 

0(0) 1(2.9) 16(47.1) 10(29.4) 
7(20.6) 

1(2.9) 26(76.5) 
聴 6. 
音の高低を認識することができる 

0(0) 2(5.9) 16(47.1) 8(23.5) 
8(23.5) 

2(5.9) 24(70.6) 
聴 7. 
強いリズム，弱いリズム(音の強弱)を認識する
ことができる 

0(0) 2(5.9) 19(55.9) 6(17.6) 
7(20.6) 

2(5.9) 25(73.5) 

聴 8. 
速いリズム(テンポ)，遅いリズム(テンポ)を認
識することができる 

0(0) 2(5.9) 17(50.0) 8(23.5) 
7(20.6) 

2(5.9) 25(73.5) 

聴 9. 
明るい音，暗い音など，音程を認識することが
できる 

0(0) 1(2.9) 19(55.9) 6(17.6) 
8(23.5) 

1(2.9) 25(73.5) 

聴 10. 
不協和音や音の間違えなどの不快な音を認識
することができる 

0(0) 7(20.6) 17(50.0) 3(8.8) 
7(20.6) 

7(20.6) 20(58.8) 

聴 11. 
２音で構成された和音を聞き取ることができ
る 

0(0) 13(38.2) 13(38.2) 1(2.9) 
7(20.6) 

13(38.2) 14(41.1) 

聴 12. 
３音で構成された和音を聞き取ることができ
る 

0(0) 14(41.2) 12(35.3) 1(2.9) 
7(20.6) 

14(41.2) 13(38.2) 
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表 9.「体感概念」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 未回答 
(％)  「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 
「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 

体 3. 
掌に載せたり持ち上げたりして重さ-軽さの違
い・類似に気づくことができる 

0(0) 0(0) 19(55.9) 8(23.5) 
7(20.6) 

0(0) 27(79.4) 

体 4. 
輪郭をたどって，形の違い・類似に気づくこと
ができる 

0(0) 1(2.9) 19(55.9) 8(23.5) 
6(17.6) 

1(2.9) 27(79.4) 

体 9. 
ピーマン等の苦い食べ物を食べたときに，苦味
を感じることができる 

0(0) 1(2.9) 17(50.0) 10(29.4) 
6(17.6) 

1(2.9) 28(79.4) 

体 10. 
昆布だし，かつお節等を食べたときに，うま味
を感じることができる 

0(0) 5(14.7) 18(52.9) 4(11.8) 
7(20.6) 

5(14.7) 22(64.7) 

体 11. 
シナモン等の薬味臭を感じることができる 

0(0) 7(20.6) 14(41.2) 6(17.6) 
7(20.6) 

7(20.6) 20(58.8) 
体 12. 
ラベンダーやバラなどの花香を感じることが
できる 

0(0) 6(17.6) 15(44.1) 7(20.6) 
6(17.6) 

6(17.6) 22(64.7) 

体 13. 
洗剤や芳香剤のような果実香を感じることが
できる 

0(0) 11(32.4) 12(35.3) 5(14.7) 
6(17.6) 

11(32.4) 17(50.0) 

体 14. 
おもちゃの樹脂のような樹脂臭を感じること
ができる 

0(0) 13(38.2) 10(29.4) 5(14.7) 
6(17.6) 

13(38.2) 15(44.1) 

体 15. 
何かが焦げたような焦香を感じることができ
る 

0(0) 1(2.9) 20(58.8) 7(20.6) 
6(17.6) 

1(2.9) 27(79.4) 

体 16. 
動物の糞や腐った卵のような，腐敗臭を感じる
ことができる 

0(0) 5(14.7) 16(47.1) 7(20.6) 
6(17.6) 

5(14.7) 23(67.7) 

体 17. 
生臭いにおいを感じることができる 

0(0) 8(23.5) 13(38.2) 7(20.6) 
6(17.6) 

8(23.5) 20(58.8) 
体 18. 
酸っぱいにおいを感じることができる 

0(0) 3(8.8) 18(52.9) 7(20.6) 
6(17.6) 

3(8.8) 25(73.5) 

表 10.「言語概念」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」

回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 未回答 
(％)  「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 
「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 

言概 2. 
たて，よこ，ななめを理解し使っている 

0(0) 2(5.9) 16(47.1) 10(29.4) 
6(17.6) 

2(5.9) 26(76.5) 
言概 3. 
右，左を理解し使っている 

0(0) 1(2.9) 14(41.2) 13(38.2) 
6(17.6) 

1(2.9) 27(79.4) 
言概 6. 
一昨日，昨日，今日，明日，明後日を理解し使
っている 

0(0) 3(8.8) 19(55.9) 5(14.7) 
7(20.6) 

3(8.8) 24(70.6) 

言概 7. 
一昨年，去年，今年，来年，再来年を理解し使
っている 

0(0) 14(41.2) 10(29.4) 3(8.8) 
7(20.6) 

14(41.2) 13(38.2) 

言概 8. 
曜日を理解し使っている(日・月・火・水・木・金・土) 

0(0) 1(2.9) 22(64.7) 4(11.8) 
7(20.6) 

1(2.9) 26(76.5) 
言概 10. 
対の形容詞が理解できる 

0(0) 2(5.9) 17(50.0) 9(26.5) 
6(17.6) 

2(5.9) 26(76.5) 
言概 11. 
動詞から名詞を連想できる 

0(0) 1(2.9) 18(52.9) 9(26.5) 
6(17.6) 

1(2.9) 27(79.4) 
言概 13. 
主語と述語と助詞の組み合わせが理解できる 

0(0) 4(11.8) 14(41.2) 10(29.4) 
6(17.6) 

4(11.8) 24(70.6) 
言概 14. 
受動態の表現を理解し使っている 

0(0) 5(14.7) 15(44.1) 7(20.6) 
7(20.6) 

5(14.7) 22(64.7) 
言概 15. 
使役の表現を理解し使っている 

0(0) 6(17.6) 16(47.1) 6(17.6) 
6(17.6) 

6(17.6) 22(64.7) 
言概 16. 
仮定の表現を理解し使っている 

0(0) 5(14.7) 18(52.9) 5(14.7) 
6(17.6) 

5(14.7) 23(67.6) 
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表 11.「数概念」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」

回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 未回答 
(％)  「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 
「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 

数概 1. 
ものの集まりを見て，1 つずつ数えられる 

0(0) 1(2.9) 18(52.9) 9(26.5) 
6(17.6) 

1(2.9) 27(79.4) 
数概 2. 
集まったものがいくつあるかを答えられる 

0(0) 3(8.8) 17(50.0) 8(23.5) 
6(17.6) 

3(8.8) 25(73.5) 
数概 3. 
違う形の集まりの中から，特定の形の数を数え
られる 

0(0) 4(11.8) 17(50.0) 7(20.6) 
6(17.6) 

4(11.8) 24(70.6) 

数概 4. 
5 つ以下の集まりは数えなくても答えること
ができる 

0(0) 8(23.5) 15(44.1) 5(14.7) 
6(17.6) 

8(23.5) 20(58.8) 

数概 5. 
数字の大小を比較することができる 

0(0) 4(11.8) 18(52.9) 5(14.7) 
7(20.6) 

4(11.8) 23(67.6) 
数概 6. 
ものの集まりの大小を比較することができる 

0(0) 1(2.9) 20(58.8) 6(17.6) 
7(20.6) 

1(2.9) 26(76.4) 
数概 7. 
数字の順序が理解できる 

0(0) 4(11.8) 17(50.0) 6(17.6) 
7(20.6) 

4(11.8) 23(67.6) 
数概 8. 
100 まで順番に数えることができる 

3(8.8) 9(26.5) 14(41.2) 3(8.8) 
5(14.7) 

12(35.3) 17(50.0) 
数概 9. 
数字を見てすぐに読むことができる 

0(0) 9(26.5) 16(47.1) 3(8.8) 
6(17.6) 

9(26.5) 19(55.9) 
数概 10. 
ごく簡単な文章題を解くことができる 

3(8.8) 9(26.5) 13(38.2) 1(2.9) 
8(23.5) 

12(35.3) 14(41.1) 
数概 11. 
ごく簡単な足し算を解くことができる 

1(2.9) 9(26.5) 15(44.1) 4(11.8) 
5(14.7) 

10(29.4) 19(55.9) 

 

表 12.「納得」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」

回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 未回答 
(％)  

「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 
「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 

納 4. 
子どもが苦手なことを無理にさせないように
していますか 

0(0) 0(0) 13(38.2) 14(41.2) 
7(20.6) 

0(0) 27(79.4) 

納 6. 
子どもの言動の修正・強化を図るときに，子ど
もの主張や気持ちをありのままに認めたうえ
で説明していますか 

0(0) 0(0) 10(29.4) 17(50.0) 

7(20.6) 
0(0) 27(79.4) 
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表 13.「画像的表現」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」 

に回答(％) 
「妥当でない」 

に回答(％) 
「妥当である」 

に回答(％) 

「きわめて妥

当である」 

に回答(％) 
未回答 

(％) 
「全く妥当でない」または 

「妥当でない」に回答(％) 
「きわめて妥当である」または

「妥当である」に回答(％) 

画色 3. 
絵本の世界の物語に感情移入する 

0(0) 2(5.9) 21(61.8) 5(14.7) 
6(17.6) 

2(5.9) 26(76.5) 
画色 4. 
絵を模倣して描くことができる 

0(0) 1(2.9) 18(52.9) 8(23.5) 
7(20.6) 

1(2.9) 26(76.4) 
画色 5. 
人の顔を覚えることができる 

0(0) 0(0) 13(38.2) 14(41.2) 
7(20.6) 

0(0) 27(79.4) 
画色 6. 
人の顔を見て表現を読み取って反応する 

0(0) 1(2.9) 14(41.2) 12(35.3) 
7(20.6) 

1(2.9) 26(76.5) 
画色 7. 
周囲の行動を見て動くことができる 

0(0) 0(0) 17(50.0) 10(29.4) 
7(20.6) 

0(0) 27(79.4) 
図形 1. 
欲しいものを表現する時に形を使う 

0(0) 4(11.8) 19(55.9) 4(11.8) 
7(20.6) 

4(11.8) 23(67.7) 
図形 2. 
いくつかの形を組み合わせて表現しようとす
る 

0(0) 2(5.9) 18(52.9) 7(20.6) 
7(20.6) 

2(5.9) 25(73.5) 

画話 1. 
子どもが描いた絵の中にストーリー性がある 

0(0) 2(5.9) 18(52.9) 8(23.5) 
6(17.6) 

2(5.9) 26(76.4) 
画話 2. 
子どもが描いた絵の説明を求めると，ストーリ
ー性がある 

0(0) 3(8.8) 16(47.1) 9(26.5) 
6(17.6) 

3(8.8) 25(73.6) 

画道 1. 
身近にあるものを道具として活用し，絵を描こ
うとする 

0(0) 2(5.9) 17(50.0) 10(29.4) 
5(14.7) 

2(5.9) 27(79.4) 

画道 2. 
身近にあるものを素材として活用し，絵を描こ
うとする 

0(0) 2(5.9) 16(47.1) 10(29.4) 
6(17.6) 

2(5.9) 26(76.5) 

画道 3. 
道具の違いを活用して絵を描こうとする 

0(0) 4(11.8) 17(50.0) 8(23.5) 
5(14.7) 

4(11.8) 25(73.5) 
画道 4. 
素材の違いを活用して絵を描こうとする 

0(0) 4(11.8) 16(47.1) 9(26.5) 
5(14.7) 

4(11.8) 25(73.6) 
画鑑 1. 
鑑賞を通して感じ取ったことを話そうとする 

0(0) 3(8.8) 17(50.0) 9(26.5) 
5(14.7) 

3(8.8) 26(76.5) 
画鑑 2. 
鑑賞を通して同じような色を再現しようとす
る 

0(0) 7(20.6) 15(44.1) 7(20.6) 
5(14.7) 

7(20.6) 22(64.7) 

画鑑 3. 
鑑賞を通して感じ取ったことを絵で表現しよ
うとする 

0(0) 4(11.8) 15(44.1) 10(29.4) 
5(14.7) 

4(11.8) 25(73.5) 

画色 1a. 
欲しいものを表現する時に色を使う 

0(0) 1(2.9) 15(44.1) 6(17.6) 12(35.3)  
1(2.9) 21(61.7) 

画色 2a. 
いくつかの色を組み合わせて表現しようとす
る 

0(0) 0(0) 18(52.9) 4(11.8) 12(35.3)  
0(0) 22(64.7) 

画色 3a. 
いくつかの色を重ねて表現しようとする 

0(0) 1(2.9) 18(52.9) 3(8.8) 12(35.3) 
1(2.9) 21(61.7) 

画色 4a. 
いくつかの色を混ぜて表現しようとする 

0(0) 1(2.9) 17(50.0) 4(11.8) 12(35.3) 
1(2.9) 21(61.8) 

画色 5a. 
色をにじませて表現しようとする 

0(0) 1(2.9) 17(50.0) 4(11.8) 12(35.3) 
1(2.9) 21(61.8) 

画色 6a. 
色をぼかして表現しようとする 

0(0) 1(2.9) 18(52.9) 3(8.8) 12(35.3) 
1(2.9) 21(61.7) 

画色 7a. 
色相の違い・類似を表現している 

0(0) 1(2.9) 18(52.9) 2(5.9) 13(38.2) 
1(2.9) 20(58.8) 

画色 8a. 
色の彩度の違い・類似を表現している 

0(0) 1(2.9) 19(55.9) 2(5.9) 12(35.3) 
1(2.9) 21(61.8) 

画色 9a. 
色の明度の違い・類似を表現している 

0(0) 1(2.9) 19(55.9) 2(5.9) 12(35.3) 
1(2.9) 21(61.8) 
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表 14.「音楽的表現」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」

回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 未回答 
(％)  

「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 
「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 

音 1. 
思いのままに歌っている 

0(0) 1(2.9) 20(58.8) 4(11.8) 
9(26.5) 

1(2.9) 24(70.6) 
音 8. 
楽器に触れながら，演奏しながら動いている 

0(0) 2(5.9) 18(52.9) 9(26.5) 
5(14.7) 

2(5.9) 27(79.4) 
音 12. 
暗い曲や悲しい曲が流れたら動きが少なくな
ったり，悲しい表情をしたりする 

0(0) 4(11.8) 15(44.1) 9(26.5) 
6(17.6) 

4(11.8) 24(70.6) 

 

表 15.「身体的表現」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」

回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 未回答 
(％)  「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 
「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 

身イ 1. 
ジェスチャーを用いて表現する 

0(0) 1(2.9) 17(50.0) 8(23.5) 
8(23.5) 

1(2.9) 25(73.5) 
身イ 2. 
味覚を用いて表現する 

0(0) 2(5.9) 18(52.9) 9(26.5) 
5(14.7) 

2(5.9) 27(79.4) 
身イ 3. 
表現する時に，多様な動きを用いる 

0(0) 3(8.8) 18(52.9) 5(14.7) 
8(23.5) 

3(8.8) 23(67.6) 
身イ 4. 
表現する時に，変化のある動きをする 

0(0) 5(14.7) 17(50.0) 4(11.8) 
8(23.5) 

5(14.7) 21(61.8) 
身イ 5. 
表現する時に，身体の一部と全身を使った動き
を使い分けて表現する 

0(0) 3(8.8) 21(61.8) 2(5.9) 
8(23.5) 

3(8.8) 23(67.7) 

身時 1. 
他の子どもが思いつかないような表現をして
いる 

0(0) 6(17.6) 14(41.2) 6(17.6) 
8(23.5) 

6(17.6) 20(58.8) 

身時 2. 
<なめらかさ-アクセント＞を使い分けて表現
している 

0(0) 6(17.6) 15(44.1) 4(11.8) 
9(26.5) 

6(17.6) 19(55.9) 

身時 3. 
<規則正しい-不規則＞な動きを使い分けて表
現している 

0(0) 5(14.7) 16(47.1) 4(11.8) 
9(26.5) 

5(14.7) 20(58.9) 

身空 1. 
<ゆっくりした-スピードがある＞動きを使い
分けて表現している 

0(0) 3(8.8) 16(47.1) 7(20.6) 
8(23.5) 

3(8.8) 23(67.7) 

身空 2. 
<直線的-曲線的＞な動きを使い分けて表現し
ている 

0(0) 7(20.6) 15(44.1) 4(11.8) 
8(23.5) 

7(20.6) 19(55.9) 

身空 3. 
＜大きい-小さい＞動きを使い分けて表現して
いる 

0(0) 3(8.8) 18(52.9) 6(17.6) 
7(20.6) 

3(8.8) 24(70.5) 

身力 1. 
<バランスのとれた-アンバランスな＞動きを
使い分けて表現している 

0(0) 8(23.5) 14(41.2) 4(11.8) 
8(23.5) 

8(23.5) 18(53.0) 

身力 2. 
<持続的-急変的＞な動きを使い分けて表現し
ている 

0(0) 8(23.5) 13(38.2) 3(8.8) 
10(29.4) 

8(23.5) 16(47.0) 

身力 3. 
<強い-弱い＞動きを使い分けて表現している 

0(0) 4(11.8) 14(41.2) 7(20.6) 
9(26.5) 

4(11.8) 21(61.8) 
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表 16.「言語的表現」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」

回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 未回答 
(％)  「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 
「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 

言表 6. 
「どうして○○するの？」など疑問形で抗議す
る 

0(0) 0(0) 17(50.0) 9(26.5) 
8(23.5) 

0(0) 26(76.5) 

言表 8. 
過去の出来事(家であったことや，園であった
ことなど)について，時系列で表現する 

0(0) 0(0) 18(52.9) 9(26.5) 
7(20.6) 

0(0) 27(79.4) 

言表 10. 
未来の出来事(次にすること)について，時系列
で理解して表現する 

0(0) 4(11.8) 17(50.0) 7(20.6) 
6(17.6) 

4(11.8) 24(70.6) 

言表 11. 
未来の出来事(次にすること)について，それに
ついて感じた気持ちを表現する 

0(0) 5(14.7) 15(44.1) 8(23.5) 
6(17.6) 

5(14.7) 23(67.6) 

言表 12. 
架空のものを想像し(お話し作りなど)，話の流
れといったストーリーを表現している 

0(0) 3(8.8) 16(47.1) 10(29.4) 
5(14.7) 

3(8.8) 26(76.5) 

言表 13. 
架空のものを想像し(お話し作りなど)，状況設
定(役割，ものの見立て)などのイメージを具体
的に表現している 

0(0) 3(8.8) 16(47.1) 10(29.4) 

5(14.7) 
3(8.8) 26(76.5) 

 

表 17.「数的表現」領域の結果 

項目 

「全く妥当でない」

回答者数(％) 
「妥当でない」 

回答者数(％) 
「妥当である」

回答者数(％) 

「きわめて妥当

である」 

回答者数(％) 未回答 
(％)  「全く妥当でない」または 

「妥当でない」回答者数(％) 
「きわめて妥当である」または

「妥当である」回答者数(％) 

数表 1. 
おかしやおもちゃ等を均等に分けようとする 

0(0) 1(2.9) 17(50.0) 10(29.4) 
6(17.6) 

1(2.9) 27(79.4) 
数表 2. 
ものの数を数えて不足を要求する 

0(0) 4(11.8) 16(47.1) 8(23.5) 
6(17.6) 

4(11.8) 24(70.6) 
数表 3. ものの数をいろいろな方法で数えよう
とする  

1(2.9) 11(32.4) 12(35.3) 2(5.9) 
8(23.5) 

12(35.3) 14(41.2) 
数表 6. 
ものの大きさを使って違い・類似を表現する 

0(0) 0(0) 20(58.8) 7(20.6) 
7(20.6) 

0(0) 27(79.4) 
数表 7. 
ものの長さを使って違い・類似を表現する 

0(0) 0(0) 21(61.8) 6(17.6) 
7(20.6) 

0(0) 27(79.4) 
数表 8. 
ものの重さを使って違い・類似を表現する 

0(0) 2(5.9) 19(55.9) 6(17.6) 
7(20.6) 

2(5.9) 25(73.5) 
数表 9. 
ものの集まりの大きさを認識して好ましい大
きさを選ぶことができる 

0(0) 1(2.9) 20(58.8) 5(14.7) 
8(23.5) 

1(2.9) 25(73.5) 

数表 10. 
遊びや活動の中で計算する様子が見られる 

0(0) 3(8.8) 19(55.9) 5(14.7) 
7(20.6) 

3(8.8) 24(70.6) 
数表 11. 
会話の中で出てきた数字を計算する様子が見
られる 

0(0) 8(23.5) 15(44.1) 2(5.9) 
9(26.5) 

8(23.5) 17(50.0) 

 

 

3．専門家協議による項目の修正結果 

内容的妥当性の結果を基に専門家協議を行い修正した結果について表 18-1から表 18-4に

示す。 

修正の結果，CRAYON Book (3～5歳 Ver.)には 16領域と 206項目が設定された。「環境と

日常生活」領域には，下位領域の「環境」領域に 14項目，「食事」領域に 10項目，「睡眠」

領域に 12項目，「遊び」領域 11項目の全 47項目が設定された。続いて，「理解」領域に 12

項目が設定された。「概念形成」領域には，下位領域の「視覚概念」領域に 14 項目，「聴覚

概念」領域に 12項目，「体感概念」領域に 11項目，「言語概念」領域に 16項目，「数概念」
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領域 13 項目の全 66 項目が設定された。「納得」領域に 11 項目が設定された。「自己表現」

領域には，下位領域の「画像的表現」領域に 21項目，「音楽的表現」領域 12項目，「身体的

表現」領域 13項目，「言語的表現」領域 13項目，「数的表現」領域 11項目の全 70項目が設

定された。 

 

表 18-1．CRAYON Book (3～5歳 Ver.)への指摘内容及び修正前後比較表 

修正前の項目 指摘内容 修正後の項目等 

手洗いや衛生面に関する項目なし 
・手洗いや消毒，机を拭いたり等衛
生面の質問は無くてよいのか。 

食 10. 
手洗いや消毒等の衛生面に配慮して
いる 

食 1. 
１日３回の食事と間食(おやつ)を子
どもが規則的にとっている 

・園で「1 日３回の食事」はないの
で，家庭との連携になる。朝ごはん
を食べない子どももいる。 

食事が子どもの知能発達や概念形成
に影響しているため項目の修正は行
わない 

食 3. 
食事や間食は，音，におい，感触，
味など感覚を育てるための工夫がさ
れている 

・食べ物の固さが適切かどうかも大
事なのではないか。 

食 3. 
食事や間食は，音，におい，感触，
味など感覚(食べ物の柔らかさ，固さ
等も含める)を育てるための工夫が
されている 

寝具に関する項目なし 
・「寝具が季節や気温に合ったもの
か」という項目も必要ではないか。 

睡 10. 
寝具は季節や気温に合ったものを用
いている 

睡 4. 
就寝前や起床後は柔らかい明るさに
設定し，就寝中は暗闇よりもやや明
るい環境になっている 
例：就寝前はやわらかな明るさ(目
安：100～200 ルクス)で，就寝中は，
暗闇よりもやや明るい(0.3～1 ルク
ス) 

・施設では「ルクス」を確認して設
定できるところは少ないように思
う。 

例に示されているルクスはあくまで
も目安であり，必ずしも施設でその
ような設定をしてほしいということ
ではないため，項目の修正は行わな
い 

遊 2. 
用意された遊具や玩具の素材，道具
を，これまでの生活経験と関わらせ
たりすることができる 

・今までの経験と「関わらせたりす
る」が分かりにくい。 

遊 2. 
子どもが生活経験と結びつけて遊べ
るような遊具や玩具の素材，道具が
用意されている 

遊 3. 
興味を示した子どもが途中参加でき
るよう，十分な数の用具や玩具があ
る 

・イメージしづらい。  

遊 3. 
子どもが興味を持ったときに途中か
ら遊びに加われるよう，十分な数の
用具や玩具が用意されている 

遊 4. 
継続して同じ場所で同じ玩具や道具
が使え，片付けられるようにしてい
る 

・同じおもちゃも意味があって移動
させたりしていることがよくある。
片づける所がいつもおなじがよい。 

遊 4. 
玩具や道具の場所が決められてお
り，子どもが同じ場所に片付けられ
るようにしている 

遊 9. 
遊びを行事の計画に位置づけている 

・意味がわかりづらいかと。遊びを
発展させて行事に取り組むという意
味ですか？ 

遊 9. 
遊びを行事の計画に位置づけている 
例：季節に合った遊び等(プール，節
分の豆まき等) 

理 6. 
子どもの言いたいことが分かりづら
いとき，適切な言葉で言い換えたり，
聞き直したりしていますか 
例①：はしゃいで感情を表現してい
ない子どもに「嬉しいね」という言
葉をかける 
例②：子どもが「先生トイレ！」と
言ったとき，「トイレに行きたい
の？」と聞き直す 

・例②に違和感がある 

理 6. 
子どもの言いたいことが分かりづら
いとき，適切な言葉で言い換えたり，
聞き直したりしていますか 
例①：はしゃいで感情を表現してい
ない子どもに「嬉しいね」という言
葉をかける 
例②：子どもが「先生お茶！」と言
ったとき，「お茶がほしいの？」と聞
き直す 

理 7. 
子どもが自ら考えるような言葉かけ
をしていますか 
例：子どもが「お空は青色だよ」と
言ったとき，「本当にお空は青色なの
かな？」と言葉をかける 

・例に違和感がある 

理 7. 
子どもが自ら考えるような言葉かけ
をしていますか 
例：子どもに着替えをさせる際に，
「どうやったらうまくはけるように
なるかな？」と言葉をかける 

理 8. 
子どもに具体的なものさし(形，色，
大きさ，量など)を使って説明してい
ますか 
例：子どもが「お空の色変わる」と
言ったとき，「そうだね。お昼は青い
けど夕方は赤いね」と言葉をかける 

・具体的な物差し，色じゃなくて大
きさのほうがイメージしやすい。 

理 8. 
子どもに具体的なものさし(形，色，
大きさ，量など)を使って説明してい
ますか 
例：「リスのマスクは小さいけど，カ
バのマスクは大きいよね」等の言葉
をかける 
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表 18-2．CRAYON Book (3～5歳 Ver.)への指摘内容及び修正前後比較表 

修正前の項目 指摘内容 修正後の項目等 

理 11. 
子どもに情報を与えるときに，子ど
もが普段使っているイメージしやす
い言葉を使っていますか 
例①：声の大きさを表すときに「ア
リさんの声」「ライオンさんの声」と
いった表現を使う 
例②：リズムをつけて楽しく歯磨き
する 

・リズムをつけて歯磨きがよくわか
らない 
・アリさんの声→聴いたことがない  
・例に違和感がある 

理 11. 
子どもに情報を与えるときに，子ど
もが普段使っているイメージしやす
い言葉を使っていますか  

視 4. 
絵(図)に反応して行動をする 

・アンパンマンの絵だったらほっぺ
に手をあてる仕草をするとかという
ことですか？それとも視覚指示か…
例が欲しいです。 

視 4. 
絵(図)に反応して行動をする 
例：手洗いの絵カードを見て手を洗
う 

視 5. 
絵本をよく読んでいる 

・まだ字を読むことが出来ないので，
絵本を見ている(絵本に興味がある)
などの言葉を変えると０～５歳まで
当てはまる。 
・大人がなのか，本人だけでなのか 
・読んでいる，”見ている”も 

視 5. 
子どもが絵本を見たり，読んだりし
ている 

視 9. 
色の彩度の違い・類似に気づくこと
ができる 

・彩度→明るさ？10 の明度と似てい
ますね，分けた方が良いのですか？ 
・明度と彩度の区別がすぐに思い浮
かばない(例があると理解しやすい) 

マニュアルに説明を追加したキット
を作成する予定 

視 12. 
形の違い・類似に気づくことができ
る 

・視 12 と視 13 は同じでいいかなと
思いました 

視 12 物の形の違い・類似に気づく
ことができる 

視 13. 
三角・丸・四角の形がわかる 

・視 12 と視 13 は同じでいいかなと
思いました 

マニュアルに説明を追加した 

聴 11. 
２音で構成された和音を聞き取るこ
とができる 
例：ドとミなど 
聴 12 ３音で構成された和音を聞
き取ることができる 
例：ドとミとソなど 

・普段からピアノ，リトミックなど
音にふれている子ども(５歳児)なら
分かると思うが，それ以外の子には
和音は難しいと思います。 

あくまでも才能を見るための項目の
ため，項目の修正は行わない  

体 10. 
昆布だし，かつお節等を食べたとき
に，うま味を感じることができる 

・うま味，保育士の声かけからは気
づくかも，子ども達が気づくか…？ 

体 10. 
昆布だし，かつお節等を食べたとき
に，うま味を感じることができる 
例：味噌汁を食べたときに「しょっ
ぱいけどおいしい」梅干しを食べた
ときに「酸っぱいけど美味しい」，ど
こが美味しいの？と聞いたときに
「わからないけど，なんか美味しい」
と答える等 

体 11-16 
(においに関する項目) 
  

・味を感じるかは嫌って食べないと
いうことでは確認できるが，臭いは
なかなか判断しづらいように思う。 

項目を 1 つにまとめた 
体 11. 
様々な匂いを感じることができる 
例：焦げた臭いや花の匂い等 

言語概念全体(言概 1-16) 
・「を理解し，言葉として使っている」
を入れた方がよい。 

・全ての項目(言概 1-16)の「～を理
解し，言葉として使っている」を入
れて修正する。 

数概 4. 
５つ以下の集まりは数えなくても答
えることができる 

・難しい 
説明を追加する マニュアルで対応
する 

数概 9. 
数字を見てすぐに読むことができる 

※要説明 マニュアルに説明追加 

数概 10. 
ごく簡単な文章題を解くことができ
る 

・具体例がほしい 
文章は書いてあるものも口頭も含む 
具体物は使用しない(計算ではなく，
数えて答えることができるため) 

数概 10. 
ごく簡単な文章題を解くことができ
る 
例：文章や口頭で言われたことにつ
いて数えて答えることができる「リ
ンゴ１つと１つ～合わせたら～？」
ただし，具体物の使用は含まない 

数概 11. 
ごく簡単な足し算を解くことができ
る 

・具体例がほしい  

数概 11. 
ごく簡単な足し算を解くことができ
る 
例：数字と数字の操作 １＋１等 
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表 18-3．CRAYON Book (3～5歳 Ver.)への指摘内容及び修正前後比較表 

修正前の項目 指摘内容 修正後の項目等 

納 2. 
子どもに対して安心感を与えるよう
な接し方をしていますか 
例①：子どものペースに合わせて絵
本を読んだり食事をしたりする 
例②：優しい言葉がけを心がける 

・例①がわかりにくい  

納 2. 
子どもに対して安心感を与えるよう
な接し方をしていますか 
例：優しい言葉がけを心がける 
・例①，食事をマニュアルに移動(意
見交換会資料) 

納 3. 
大人が子どもに対して模範的な言動
をしていますか 
例：大人から積極的に挨拶をする 

・きれいな，丁寧な言葉遣いをする  

納 3. 
→「丁寧な」を追加 
大人が子どもに対して模範的な言動
をしていますか 
例：大人から積極的に挨拶をする，
丁寧な言葉づかいをする等 

納 5. 
子どもに何かを教えるときに，子ど
もが大切にしていることを意識しな
がら説明をしていますか 
例：命の大切さを教えるときに，そ
の子どもが大好きな犬を用いて教え
る 

・例がわかりづらい  

納 5. 
子どもに何かを教えるときに，子ど
もが大切にしていることを意識しな
がら説明をしていますか 
例：子どもが友だちのおもちゃを奪
ったときに「あなたの大事にしてい
るおもちゃを取られたらどう思
う？」と問いかける 

納 7. 
子どもの興味・関心のある内容と結
びつけて取り組ませていますか 
例①：好きなキャラクターのスプー
ンでご飯を食べさせる 
例②：リズムをつけて楽しく歯磨き
をする 

・例②が分かりづらい  

納 7. 
子どもの興味・関心のある内容と結
びつけて取り組ませていますか 
例：好きなキャラクターのスプーン
でご飯を食べさせる 

納 10. 
子どもに行動変容を促すときに，何
回も繰り返して体験させていますか 
例：トイレの使い方を何回も練習す
る 

・例がわかりづらい 
・トイレの使い方を何回も練習する
ことはない 
・そもそもその例の状況がない 

納 10. 
子どもに行動変容を促すときに，何
回も繰り返して体験させていますか 
例：片付けの方法を覚えるために何
回も繰り返し体験する(ブロックは
この場所に入れる，自分のロッカー
に物を入れる) 

画 2. 
いくつかの色を組み合わせて表現し
ようとする 
画 3. 
いくつかの色を重ねて表現しようと
する 
画４. 
いくつかの色を混ぜて表現しようと
する 

・具体例がほしい 
説明追加 イラストで示すこととし
た 

画 5. 
色をにじませて表現しようとする 
画 6. 
色をぼかして表現しようとする 

・具体例がほしい  

にじみとぼかしの違いについて説明
追加、及びイラストで示すこととし
た 

画 17. 
道具の違いを活用して絵を描こうと
する 
画 18. 
素材の違いを活用して絵を描こうと
する 

・「道具」，「素材」の具体例を挙げて
もらうとわかりやすい。  

道具と素材の説明→イラストを追加 

音 1. 
思いのままに歌っている 

・思いのままとは，自分の感情思い
でうたっているのか。先生たちなど
話をしている時，急に思い出したよ
うにうたっている子のことをいって
いるのか 

音 1. 
思いついたときに歌いだす 

音 2. 
鼻歌を歌いながら身体を動かすこと
がある 

・鼻歌である意味，歌ではだめなの
か？ 

根拠があるため項目の修正は行わな
い 

音 4. 
歌唱活動の際に自然に体を動かして
いる 

・歌唱活動ではなく，他の言い方が
良いのではないか 

音 4. 
歌を歌う活動の際に自然に体を動か
している 

音 5. 
先生や友達と一緒に歌ったり手遊び
したりする 

「友だち」という表記のほうがいい 
音 5. 
先生や友だちと一緒に歌ったり手遊
びしたりする 

身体的表現領域全体 
・全体的にイメージがしづらい 
・イラストで表す 

全体的にイメージがしづらい 
イラストで表す 
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表 18-4．CRAYON Book (3～5歳 Ver.)への指摘内容及び修正前後比較表 

修正前の項目 指摘内容 修正後の項目等 

身イ 3. 
表現する時に，多様な動きを用いる 
身イ 4. 
表現する時に，変化のある動きをす
る 

・多様と変化の２つの差がわかりに
くい 

身イ 3. 
表現する時に，多様な動きを用いる 

身イ 5. 
表現する時に，身体の一部と全身を
使った動きを使い分けて表現する 

・身体の一部を使った動きと全身を
使った動きのほうがわかりやすいか
なと思います。 

身イ 5. 
表現する時に，身体の一部を使った
動きと全身を使った動きを使い分け
て表現する 

言表 8. 
未来の出来事(次にすること)につい
て，時系列で理解して表現する 

・時系列わかりやすい言葉でお願い
したい  

言表 8. 
未来の出来事(次にすること)につい
て，時間の流れを理解して順序立て
て表現する 

数的表現領域全体  全体的に具体例を追加する 

数表 11. 
会話の中で出てきた数字を計算する
様子が見られる 

 

数表 11. 
会話の中で出てきた数字を計算する
様子が見られる 
例：大人同士の会話で「三人いたけ
ど二人帰っちゃったね」と話した時
に子どもが「じゃあ一人ぼっちだね」
と言う等 

 

 

Ⅳ．考察  

 

本研究では，保育士，幼稚園教諭などの保育従事者を対象に, 質問紙調査及び意見調査を

行い CRAYON Book (3～5歳 Ver.)の内容的妥当性を検証した。その結果，CRAYON Book (3

～5 歳 Ver.)16 領域 219 項目に対し 89 項目で 80％以上が「妥当である」または「きわめて

妥当である」との回答が得られた。他の 80％に満たなかった項目については, 質問の意図自

体を「全く妥当でない」「妥当でない」とする意見というよりも，項目内容に関する言葉の表

記や具体例が欲しいというような指摘事項が多数であった。 

回答者による項目内容に関する意見の傾向について分析すると，最も多かったのは「例が

あればよい」，「○○と表現した方がよいのではないか」という意見であった。具体的な項目

としては，「理解」領域No.8，「視覚概念」領域No.4,5,9，「言語概念」領域No.1~16，「数概

念」領域No.4,9,10,11，「納得」領域No.2,3，「画像的表現」領域No.2,3,4,5,6,17,18，「音楽

的表現」領域No.4,5，「身体的表現」領域No.5，「言語的表現」領域No.8，「数的表現」No.1~11

となった。このことからも，内容の妥当性が低いというよりは，さらに詳しく説明を加える

ことで，乳幼児教育に関わる人たちが CRAYON Book (3～5歳 Ver.)を使用しやすくなること

が示唆された。続いて，多かった意見としては「項目の内容が分かりにくい」「例がイメージ

できない」といった内容であった。具体的な項目としては，「遊び」領域 No.2,3,9，「理解」

領域No.6,7,11,「納得」領域No.7,10，「身体的表現」領域No.1~13などが挙げられた。前述

した通り，内容の妥当性が低いというよりは，CRAYON Book (3～5歳Ver.)を使用する際に，

イメージをしやすくするためにさらに説明を加えたり，例を身近な事柄に変えたりすること

が必要だということが明らかになった。このように例を示したり項目の説明を加えたりする

といった意見が多かった背景として，CRAYON Book (3～5歳Ver.)は，保育所保育指針や様々

な保育現場の法律や研究に基づいて開発されていることが考えられる。各項目の文言等もそ

れに基づき作成されているため，行政的な言葉や研究で使用される表現が多く，乳幼児教育

現場で使用される文言ではなかったのだろう。難しい言葉ではなく，より現場に即した例や
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説明を加えることで使用する側が使いやすくなることが内容的妥当性の結果により示された

と考えられる。 

また，「体感概念」領域について，「体 11. シナモン等の薬味臭を感じることができる」,

「体 12. ラベンダーやバラなどの花香を感じることができる」,「体 13. 洗剤や芳香剤のよう

な果実香を感じることができる」，「体 14. おもちゃの樹脂のような樹脂臭を感じることがで

きる」，「体 15. 何かが焦げたような焦香を感じることができる」,「体 16. 動物の糞や腐った

卵のような，腐敗臭を感じることができる」,「体 17.生臭いにおいを感じることができる」,

「体 18. 酸っぱいにおいを感じることができる」の項目に関し，「体 11. 様々な匂いを感じ

ることができる」として 1つの項目にまとめる結果となった。この「におい」については，

保育現場において判断しづらく，それぞれの「におい」について大人が用意しなければなら

ないのではないか，という意見が出た。また，中野・綾部(2013)によると，「においの知覚は

経験を通した知覚学習により形成されるところが大きく，混合物であるにおいのどの側面に

注目するかによって，同じにおいであっても異なる質が知覚される」と指摘している。更に，

においに関する言語化について，「嗅覚研究において最も難解なテーマの 1 つ(中野・綾部, 

2013)」としている。CRAYON Book (3～5歳 Ver.)は，幼児を対象としており，言語能力が

発達段階にある幼児に対し，言語化が難関となる「におい」に関する項目を設定することは

困難である。しかし，松田・新田・古谷ら(2018)が行った幼児期における運動の協調性と感

覚異常の関連性に関する研究において，4 歳から 6 歳までの幼児は，身体知覚・身体図式が

確立される時期であり，触覚系・固有感覚系・前庭感覚系などの複数の感覚系が統合し，処

理が向上する時期であるとしている。加えて，感覚入力になんらかの障害がある場合，運動

の修正に問題が生じ協調運動障害になる可能性を示唆している(松田・新田・古谷ら, 2018)。

このように，幼児期における嗅覚を含む「体感概念」領域に関する重要性について明らかに

されているため，CRAYON Book (3～5歳 Ver.)の「体感概念」領域においても嗅覚に関する

項目は削除せず 1つの項目にまとめる結果となった。本研究は，保育士，幼稚園教諭などの

保育従事者を対象に, 質問紙調査及び意見調査を行った。その結果，最終的な CRAYON Book 

(3～5歳 Ver.)は 16領域 206項目に設定された。 
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ABSTRACT 

  

小中学校の通常学級に在籍する多くの児童生徒が学習上または生活上の支援を必要として

いるとされている。太田・井上・金(2018)は，日本における SLD 傾向のある児童生徒へ指

導・支援方法を典型化して課題を明らかにした。しかしながら，いまだ通常学級において，

支援を要する児童生徒は増加している。そこで本研究では，諸外国における SLD 傾向のある

子どもに対する指導・支援に関する文献を収集し，その傾向について明らかにすることを目

的とした。その結果，先行研究において日本では指導・支援の中心が，児童生徒にとって学

習しやすくする事前の工夫を行うものであるのに対し，諸外国では学習自体を楽しむための

児童に対する心理面へのアプローチや，多様な感覚を通して学べるようにする等，学び方の

工夫が中心となっていることが明らかとなった。このように，個の特性に応じた学習方法の

提供や児童生徒のモチベーションを上げる等の心理面へのアプローチを伴う指導・支援は，

SLD 傾向の児童生徒だけでなく，学習意欲のない児童生徒や不登校など，様々な背景をもっ

た子どもに対して効果的な指導法となりうるのではないか。そして，個の特性に応じた学習

方法を提供することは昨今求められているインクルーシブ教育の実現に繋がるであろう。 
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Ⅰ．問題と目的 

  

文部科学省(2012)の「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を

必要とする児童生徒に関する調査(以下，調査)」によると，通常学校において，推定値で 6.5％

の児童生徒が支援ニーズを抱えているとされている。しかし，実際の教育現場においては推

定値以上に多くの子どもたちが学習上又は生活上の困難を抱えているとされている(韓・太

田・權，2016)。またそれらの中には，医療機関において限局性学習症(Specific Learning 

Disorder; 以下，SLD)と診断されている子どもだけでなく，診断されてはいないものの SLD

の傾向がある子どもも含まれている(太田・井上・金，2018)ことが，教師の指導の課題とな

っている。 

アメリカ精神医学会の診断基準である The Diagnostic and Statistical Manual of Mental 

Disorders, Fifth Edition(以下，DSM-5)における SLDの診断基準は「学習や学業的技能の使

用に困難があり，その困難を対象とした介入が提供されているにも関わらず，以下の症状の

少なくとも 1 つが存在し，少なくとも 6 か月間継続していることで明らかになる。」とし，6

つの症状を挙げている。また，SLD の代表的な例として dyslexia(読字障害)，dysgraphia(書

字障害)，dyscalculia(算数障害)の 3 つを挙げ，読字障害は「読字の正確さ，独自の速度また

は流暢性，読解力の読字の障害を伴うもの。」，書字障害は，「綴字の正確さ文法と句読点の正

確さ，書字表出の明確さまたは構成力の書字表出の障害を伴うもの。」，算数障害は「数の感

覚，数学的事実の記憶，計算の正確さまたは流暢性，数学的推理の正確さの算数の障害を伴

うもの。」としている。 

太田・井上・金(2018)は，SLD 傾向のある包括的な教育を要する子ども(Inclusive Needs 

Child: IN-Child)に対して，日本の教育現場で行われている指導・支援方法を典型化し，課題

を明らかにした。しかしながら，文部科学省(2020)によると，令和元年度の小学校及び特別

支援学校就学予定者(新第 1 学年)として、平成 30 年度に市区町村教育支援委員会等の調査・

審議対象となった人数は 62,442 人(前年度 57,444 人)である等，特別な支援を必要とする児

童生徒は依然，増加の一途をたどっている。 

このことから，特別な支援を必要とする児童生徒に対する指導・支援方法については，更

に範囲を広げ典型化していく必要があると考えた。現在，dyslexia(読字障害)に関する研究が

諸外国においても積極的に行われている。しかし，諸外国における dyslexia(読字障害)を含

む，SLD 傾向にある児童生徒への指導法についてはまとめられていない。それらを体系化す

ることで，増加傾向にある日本における特別な支援を要する児童生徒への指導・支援方法に

も反映することができるだろう。 

そこで本研究では，諸外国における dyslexia(読字障害 )，dysgraphia(書字障害 )， 

dyscalculia(算数障害)を中心とした SLD 傾向のある子どもに対する効果的な指導・支援方法

をまとめ，その傾向について明らかにすることを目的とする。 
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Ⅱ．研究方法 

 

太田・井上・金(2018)は，SLD 傾向のある包括的な教育を要する子ども(Inclusive Needs 

Child: IN-Child)に対して，「聞く」，「話す」，「読む」，「書く」，「計算する」，「推論する」に

関する指導・支援について，国内の論文・学会発表等を典型化している。本研究ではこの太

田・井上・金(2018)の観点と方法論に基づき，2012 年以降に発表された諸外国における研究

成果・論文を対象に内容をまとめ，対応分析を行った。dyslexia(読字障害)に関する「読む」

こと，dysgraphia(書字障害)に関する「書く」こと，dyscalculia(算数障害)に関する「計算

する」，「推論する」に対する支援・指導法についての資料収集・分析を行った。また，その

指導・支援に対する結果についての観点も加え分析を行った。 

 

1. 資料抽出方法 

1)文献抽出 

表 1 に記載する資料の中から，資料選定基準に基づいて抽出を行った。 

 

表 1 文献抽出の対象 

対象 説明 

Google Scholar,  

ERIC 

「dyslexia “teaching method”」「dyscalculia “teaching method”」

「dysgraphia “teaching method”」で検索した資料の中から，資料選

定基準を満たした論文 

 

 

2) 資料選定基準 

・インクルーシブ教育に関する答申(文部科学省, 2012)が発表された 2012 年以降であること 

・対象となる児童生徒が小学生もしくは中学生であること 

・論文全体の閲覧が可能であること 

・dyslexia(読字障害)，dysgraphia(書字障害)，dyscalculia(算数障害)のある子どもが対象で

あること 

・dyslexia(読字障害)，dysgraphia(書字障害)，dyscalculia(算数障害)についての指導法と結

果が書かれていること 

 

 

Ⅲ．結果 

 

 Google Scholar，ERIC データベースにおいて 2012 年以降に発行された論文のみを抽出す

るよう条件付けをした。「dyslexia“teaching method”」で検索した結果，合計 2308 件(Google 

Scholar: 2280 件，ERIC: 28 件)が該当した。その中から資料選定基準を満たす 15 件の資料

を対象に，指導・支援方法の分析を行った。次に，「dyscalculia“teaching method”」で検

索した結果，合計 374 件(Google Scholar: 367 件，ERIC: 7 件)が該当し，その中から 8 件の

資料を対象に，指導・支援方法の分析を行った。最後に，「dysgraphia “teaching method”」
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で検索した結果，合計 273 件(Google Scholar: 273 件，ERIC: 0 件)が該当した。その中から

資料選定基準を満たす 2 件の資料を対象に，指導・支援方法の分析を行った。 

 

1) dyslexia(読字障害)傾向のある子どもの学習面への指導・支援方法 

「読み」に関する指導・支援を表 2 にまとめた。「読み」に関する指導・支援を行っている

事例は 15 件であった。そのうち，読書介入(ガイド付き読書)を行っている事例が 4 件 1)2)3)4)，

文字の色分けや大きさを工夫している事例が 2件 5)6)，ICT機器などを用いた事例が 3件 7)8)9)，

その他，複合戦略指導を行っている事例 10)や，多感覚教育を行っている事例 11)12)，演奏(歌)

による学習アプローチの事例 13)，RTI を用いたプログラム学習の事例 14)，個別支援による事

例 15)が見られた。 

 

表 2 dyslexia(読字障害)の指導・支援方法に関する論文一覧 

論文 国名 方法 指導・支援内容/結果 
資料

番号 

Tara Johnston 
(2018) 

カナダ 混合法的ア

プローチで

読書介入を

行う，春期読

書プログラ

ム 

<内容> 

ブロック大学の児童青年課(CHYS)とナイアガ

ラの学習障害協会(LDANR)が提供した 5 歳か

ら 12 歳の読書が出来ない子どもたちが参加し

た 5 週間にわたる春の読書プログラム。子ども

の識字力の増加のために混合法的アプローチを

用いた。 

<結果> 

研究の結果，読書プログラムは，識字スコアの

改善に成功したことを示した。 

参加している子どもの動機付けと自己効力感の

改善にも成功。これに加えて，パートナーシッ

プは効果的な成功例と見なされた。 

1) 

Catherine  

Storey, Claire 

McDowell& 

Julian C. Leslie 

(2019) 

北アイ

ルラン

ド 

ガイド付き 

読書 

<内容> 

同じ読書レベルの生徒が集まり小グループにな

り，教師が介入し，リーディングのレベルが次

のレベルになるまでリーディングの練習が毎日

行われる。 

<結果> 

読字障害のある児童とない児童の読解力の差を

縮められる。 

2) 

Sharon R. 

McLaren(2018) 

アメリ

カ 

相互教授法 <内容> 

文章課題について学習者が交互に先生と生徒役

になり，予測，要約，質問，明確化要約などの

戦略をもとに交互に対話を繰り返し，理解を相

互に促進させる教授法。 

<結果> 

プログラム介入前後でテストの点数が 17％増

加した。 

3) 

Rebecca Ann 

(2019) 

アメリ

カ 

先行研究と

アセスメン

トに基づく

読字障害に

対する教師

の指導実践 

<内容> 

3つの推奨事項(理解指導戦略の使用,集中的な介

入の提供,資格のある教師によるエビデンスに基

づいた語彙指導)を伴う集中的な読書の介入。 

<結果> 

識字の分野では，読書の難しさを支援するため

の読書戦略の使用に対し，プラスの影響があっ

た。教師は読解力の差を縮め，州のテストの得

点を上達させた。 

4) 
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Pavel Zikl 

Iva Košek Bartošová  

Kateřina Josefová 

Víšková 

Klára 

Havlíčková,Michae

la Volfová,Barbora 

Zetková(2015) 

チェコ

共和国 

テキストに

関する 4つの

支援 

<内容> 

テキストの字体のデザインを工夫した学習支

援。 

<結果> 

単語と行の間のスペースを拡大することで，読

書速度が 23％向上。これにより，さまざまなグ

ラフィックの変更(異なる書体や大きなフォン

トサイズなど)の組み合わせも有効。 

5) 

Steven L. Powell 

James(2017) 

アメリ

カ 

フォント介

入 

<内容> 

dyslexia用の特殊フォントの効果の検証。 

<結果> 

セリフを読むとき，読者がより速く単語を識別

することの出来るフォントはサンセリフ体であ

った。 

6) 

Ana Manzano 

León, Cesar 

Bernal Bravo  

&Antonia 

Rodríguez 

Fernández(2016) 

スペイ

ン 

ICT の使用 

 

<内容> 

ICT を使用し，画像と音声を通じてテキストと

その意味をより簡単に結び付ける多感覚学習。 

<結果> 

ICT の使用は，多感覚学習を達成し，読解力を

向上させるための優れた戦略であった。 教室内

で教育用アプリやデバイスを使用すると，生徒

はよりやる気と授業内容へ関与していると感じ

る。 

7) 

Elazab 

Mohamed& 

Elazab Elshazly 

(2016) 

アラブ

首長国

連邦 

多感覚アプ

リケーショ

ンを備えた

iPad 介入プ

ログラム 

 

<内容> 

子どもたちの聞く，模倣する，文字を書き写す，

単語を綴る，繰り返す，読む，書くことを助け

るための iPad介入プログラム。  

<結果> 

プログラム介入後にディスレクシアを持つ学生

のスキルが改善された。 

8) 

Elif Polat 

Hopcan(2017) 

トルコ マルチタッ

チタブレッ

トを使用し

た学習方法

の提供 

<内容> 

多感覚的相互作用，身体的関与，アクセシビリ

ティ，およびコラボレーションを提供する学習

法。 

<結果> 

ICT を使用することで多くの肯定的な結果が得

られた。 

9) 

Ghada M. 

Awada, Mar 

Gutiérrez-Colón 

(2017) 

レバノ

ン 

複合戦略指

導 

<内容> 

説明文を読み，理解する際に，多様な方法で内

容のヒントを与える指導の効果検証。  

<結果> 

様々なツールが複合された戦略的指導は，物語

のテキストを使用する場合，読解力を向上させ

るために通常の指導よりも効果的である。しか

し，説明テキストを使用する場合大きな違いは

なかった。 

10) 

R. Kamala(2014) インド 多感覚アプ

ローチ 

<内容> 

学習のプロセスを強化すために 4 つの感覚(視

覚，聴覚，運動感覚，触覚)のうちの少なくとも

2 つの感覚を使ってアルファベットの知識と音

韻意識に関する知識，文字と音の繋がりなどを

教えるアプローチ。  

<結果> 

学習が複数の感覚で行われる場合，学習した内

容の保持が改善された。 

11)  



DOI: doi.org/10.20744/incleedu.9.0_52 

Journal of Inclusive Education, VOL.9 52-65 

 

 

 

57 

 

S. Fitriani, 

S. Felina(2018) 

インド

ネシア 

4 つの教育モ

デルを用い

た介入 

<内容> 

多感覚教育，音声学習法，段階的指導，構造化・

体系的・累積的な指導法。 

<結果> 

多感覚教育，音声学習法，段階的指導，構造化・

体系的・累積的な指導法の 4 つの教育モデルは

dyslexiaの克服に効果的であるかどうか，数字

での有効性は証明されていない。しかし，これ

らのアプローチは，dyslexia のある子供たちが

障害を克服する際に長年使用される可能性が高

い教育モデルとして採用されている。 

12) 

Hanifah Sabina, 

Vincent Pangb 

(2019) 

マレー

シア 

演奏による

学習アプロ

ーチ 

<内容> 

歌に基づいた Modul Riang Ria 

Membaca(MRRM)を使用した教育と学習の代

替手段として演奏による学習が提供されたアプ

ローチ。 

<結果> 

早期読解指導の教材および方法として MRRM

を使用することで，特に学習障害のある生徒を

教えるために，特別支援教育の教師の代わる教

材として提供できる。 

13) 

Nora Benkohila 

(2018) 

 

アラブ

首長国

連邦 

RTIプログラ

ムの介入 

<内容> 

子どもをグループに分け，そのグループの読み

書き能力の進歩を監視する介入プログラム。 

<結果> 

音韻認識と繰り返し読解は，解読能力と読み書

き能力を強化した。読書の改善は，精神・やる

気・そして全体的な自尊心を高めた。また，読

書を行う際に複数の感覚を使用することは，読

書障害のある学生にとってより有益であること

を示した。 

RTI を使用すると，読むことに苦労する子ども

は，仲間の中から遅れを取る前に介入サービス

が提供され，早い段階で支援ができる。 

14) 

Xanthoula 

Nikolaou(2017) 
ギリシ

ャ 

個別化され

た学習指導 

 

<内容> 

10 歳の男子生徒 3 人が個別化された指導の原

則に従って設計された 10 のレッスン。 

<結果> 

生徒たちの口頭および筆記のスキルは改善され

た。また，授業では，生徒はより協力的になり，

授業の内容に興味を持つようになった。事後テ

ストの結果は，事前テストと比較して，回答の

大半は正解であり，テストを解くまでにかかる

時間も，事前テストに比べ速くなった。 

15) 
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2 ) dysgraphia(書字障害)の子どもの学習面への指導・支援方法 

「書く」に関する指導・支援を表 3 にまとめた。多感覚を使って学習する事例が 1 件 16)，

スペルの語源等を学ぶ事例が 1 件 17)があった。 

 

表 3  dysgraphia(書字障害)の指導法に関する論文の一覧 

 

 

3) dyscalculia(算数障害)の子どもの学習面への指導・支援方法 

「計算する」に関する指導・支援を表 4 にまとめた。「計算する」に関する指導・支援を行

っている事例は，8 件であった。そのうち，触覚へのアプローチを行った事例が 1 件 18) 計

算や中間のプロセスが目で見てわかるオープンな計算方法を使った事例が 1 件 19)，カードを

使った学習が 1 件 20)，学習アプリやソフトウェアなどの ICT 機器を用いた事例が 4 件

21)22)23)24)，アクティブ・ラーニング等の手法を用いた効果検証 25）があった。 

 

表 4  dyscalculia(算数障害)の指導・支援方法に関する論文の一覧 

論文 国名 方法 指導・支援内容/結果 
資料

番号 

Vida Harandi， 

Noshirvan 

Khezri 

Moghadam(2017) 

イラン フェルナル

ドの多感覚

的アプロー

チ 

 

＜内容＞ 

フェルナルドの多感覚的アプローチを用いての

学習支援。 

＜結果＞ 

事前テストの平均値±標準偏差は 32.9±4.66

だったが，事後テストでは 47.46±11.03 となっ

た。 

16) 

Diane 

Montgomery 

(2012) 

イギリ

ス 

スペルの戦

略的アプロ

ーチ 

 

<内容> 

スペルの戦略的アプローチ：スペルの 12 の認知

プロセス戦略(CPSS)。 

<結果> 

6 回のセッションで 12 の単語(morning，itself

等)を書けるようになった。 

17) 

論文 国名 方法 指導・支援内容/結果 
資料

番号 

Sai Hoe Fu & 

Kin Eng 

Chin(2019) 

マレー

シア 

・デモンスト

レーション

アプローチ 

・能動的学習 

<内容> 

小麦粉の表面の数字のなぞり書きを繰り返し，

数字が書けるようにする学習方法。 

<結果> 

正しく数字を書くことができるようになった。 

18) 

Estíbaliz Aragón, 

M.Carmen Canto, 

Esperanza 

Marchena,  

José I. Navarro, 

and Manuel 

Aguilar(2017) 

マレー

シア 

ABN メソッ

ド 

<内容> 

数学の課題を解いているとき，計算や中間プロ

セスは隠されず，子どもが常に何をしているか

の基本的なプロセスを理解しながら数値に基

づくオープンな計算を行う ABN メソッドを用

いた教育方法。 

<結果> 

1～10 までの数字を正しく書けるようになっ

た。 

 

19) 
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Athina 

Kyriakidou-Chri

stofidou(2016) 

アメリ

カ 

・色分けされ

たカードの

使用 

 

・グリットの

使用 

<内容> 

色分けされたカードを操作し加算・減算を行

う。 

<結果> 

介入クラスと対照クラスに分け，介入前後で同

様のテスト(4＋62，428＋40 などの加算 15 問，

73－0，426－20 などの減算 17 問)を行った。

独立したサンプルの t検定を実行して，介入グ

ループは，事前テストで対照グループよりも統

計的に有意に高いスコアを記録した。 

20) 

Mazeyanti Mohd 

Ariffin,  

Fiqa Azureen 

Abd Halim, 

and Norshakirah 

Abd Aziz(2017) 

マレー

シア 

ICT 機器等

の活用 

<内容> 

モバイルアプリケーションの学習方法に基づ

いて，数字の学習において計算障害の子どもた

ちを支援するために開発された，An-droidプラ

ットフォームの Calculic Kids と呼ばれるモバ

イルアプリを使用した教授法。 

<結果> 

7 人の子どもが，加算 2問，減算 2 問の事前テ

ストと事後テストを行った。事前テストでは

75％だった正解の平均割合が，事後テストでは

92.85％になり，17.85％増加した。 

21) 

Immaculada 

Margalef-Ciurana 

Consuelo 

García-Tamarit 

(2016) 

スペイ

ン 

ICT 機器等

の活用 

<内容> 

減算の学習の改善のために開発されたデジタ

ルリソースを使用した学習(合計 16 セッショ

ン：1～5 は１桁の減算，6～10 は単純減算，11

～16 は繰り下がり減算)。 

<結果> 

事前と事後に同様のテスト(繰り下がりのない

減算 10 問，繰り下がりのある減算 10 問)を行

った。繰り下がりのない減算は，正解率が 70

パーセントから 90 パーセントに上がり，繰り

下がりのある減算は30パーセントから40パー

セントに上がった。 

22) 

Brinley McIntosh 

(2014) 

イギリ

ス 

ICT 機器等

の活用 

<内容> 

ソフトウェア Timez Attack を使った学習(加

算，乗算)。 

<結果> 

参加者 1 は，介入前の平均乗算精度が 42％だ

ったが，介入開始後上昇し始め，10 日後以降

は 50％を下回ることはなくなり，介入期間の

平均精度は 55％となった。参加者 2 は，介入

前の平均乗算精度が 55％だったが，介入期間

の平均精度は 78％となった。参加者 3 は，介

入前の平均乗算精度が 52％だったが，介入期

間の平均精度は 76％となった。 

23) 

Yilmaz MUTLU, 

Levent AKGÜN 

(2017) 

トルコ ICT 機器等

の活用 

 

 

 

 

<内容> 

1 人の女生徒と 2 人と男生徒に対し行った研究

で，コンピュータ支援の教材が算数障害の人の

数感覚能力に及ぼす影響を調べた。 

<結果> 

参加者の概数のスキルが向上し，答えるスピー

ドが大幅に改善された。 

24) 
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Ⅳ．考察 

 

1) dyslexia(読字障害)の指導法 

太田・井上・金(2018)は，日本の｢読む｣に関する指導に関しては，ICT 機器の活用，言語

聴覚士などの専門機関との連携，拡大鏡やプリズム眼鏡などの器具の使用が見られた。また，

教科書やテストの問題文にフリガナをふったり，分かち書きにしたりなどの配慮，音節を手

で数えて読む指導が見られた，としている。日本と諸外国の支援・指導法に共通する点とし

て，ICT 機器の活用がある。相違点としては，日本では，教科書やテストの問題文にフリガ

ナをふったり，分かち書きにしたりなど，事前に工夫がされていた。それに対し，諸外国で

は，一緒に読書を行ったり，ゲームを通して読む能力を身につけたりなど，学習をする際の

工夫が行われていた。また，「多感覚アプローチは生徒の学習能力を向上させるのに有効であ

ることが証明された(Romero, 2020)。」とされるなど，生徒の感覚にアプローチする多様な学

習支援の有効性を述べている。 

加賀田・村上・伊藤ら(2015)は米国での指導法について「ディスレクシアの子どもたちに

は，概して音韻認識の弱さが指摘されるが，それを高めるための指導としては，ライムやア

リタレーションを含む音遊び，音と文字の一致を図るフォニックス指導や視覚，聴覚，体感

覚などの感覚を同時に用いながら学ぶ多感覚学習法の組み合わせが一般的である。」と述べ

dyslexia(読字障害)の指導では多感覚アプローチが一般的だとした。スペイン, アラブ首長国

連邦, トルコ, インド, インドネシア等に見られるような多感覚へアプローチする支援や，ア

ラブ首長国連邦の RTI プログラムやギリシャの個別化された学習指導等，個の特性や学習の

進度に応じた学習支援が行われていた。 

このように諸外国では，多感覚的なアプローチや個の特性等に応じた指導・支援が多くあ

った。また ICT 機器の活用やゲームによる動機付けにより，子どもたちが授業に対してやる

気を出し，積極的に授業に参加するなど，モチベーションの向上や自己効力感の改善も見ら

れた。このことから，読字能力の向上を図るための直接的な指導・支援を行うことはもちろ

ん，やる気やモチベーションをあげるなど，心理面への働きかけを行うことも dyslexia(読字

障害)のある子どもの能力をあげるために必要であると考える。 

 

2) dysgraphia(書字障害)の指導法 

太田・井上・金(2018)では，日本の「書く」に関する指導として，マス目を大きくしたり

する支援や，それぞれの認知方法に合わせて視覚法・聴覚法を取り入れるなどが見られた，

としている。Harandi & Moghadam(2017)も同様に多感覚的なアプローチによる支援があっ

た。 

Lindiwe Gloria 

Mokotjo(2017) 

アラブ

首長国

連邦 

能動学習戦

略(AL 戦略)

に基づいた

学習支援 

<内容> 

dyscalculia に対処する教育戦略として提案さ

れている能動学習戦略(AL 戦略)に基づいた学

習支援。 

<結果> 

AL(Active Learning)戦略はdyscalculiaを含む

すべての学習者のパフォーマンスを向上させ

た。 

25) 
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聴覚へのアプローチでは，声に出しながら文字を書く方法があった。触覚へのアプローチ

では，空書きをしたり，サンドペーパーに文字を書いたり文字を指でなぞったり，砂トレイ

に書いたりする方法が見られた。スペルの学習法としては，音節で区切ったり，語源を調べ

たりといった，スペルの構造を学ぶ方法があった。文を書く学習法としては，単語の並び替

えがあった。空書きをしたり，スペルの語源を調べて単語の構造を学んだりする方法は，日

本でも取り入れられる方法だった。 

dysgraphia(書字障害)に関し，最も文献件数が少ない結果となった。この理由として，日

本以外のOECD参加国の各国では学習の ICT化が進んでいることが挙げられる(文部科学省, 

2019)。 

諸外国においてはペーパーレスの時代が進んでおり，我が国においても，「インターネット

に代表される高速通信ネットワークが普及すると，従来のアナログメディアである葉書や手

紙といった郵便物に代わり，大量かつ迅速に情報の発信が行える電子メールやホームページ

等のデジタルメディアが日常的に利用されるようになり，紙を利用した情報発信が少なくな

ることが期待されている(横山・山本・永井，2011)。」としている。昨今でも，紙に「書く」

という作業が，デジタル機器への「打つ」や「タッチする」または「話す」ことによる入力

という作業に変換してきている。時代が進むにつれ，よりペーパーレス化が進んでいくであ

ろう。このことから「書く」障害である dysgraphia(書字障害)は，学校以外の社会生活にお

いても代替手段によって障害にならなくなる可能性がある。日本に比べ，ペーパーレス化が

進む海外においては，このように学習の ICT 化や進んでいることから「書く」自体のニーズ

が少なくなっている背景があり，このことから dysgraphia(書字障害)に関する先行研究や実

践が少ない結果になったのではないかと考えられる。 

 

3) dyscalculia(算数障害)の指導法 

太田・井上・金(2018)は，日本の「計算する」に関する指導に関しては，手順書や演算子

表を用いた指導が見られた，としている。ICT 機器の活用も見られたが，具体物を用いた数

の学習方法は共通していた。また，太田・井上・金(2018)は，日本は手順書などを用いて計

算の解法を学ぶ事例があったのに対し，海外では数や計算の原理を学ぶ事例が見られた，と

している。 

Lin & Jiar(2017)は、算数の操作と視覚補助を使用した多感覚教育モジュールは、減算の

学習における計算力障害を伴う児童生徒にとって有益であることが判明しているとし，マレ

ーシア，アメリカでは，算数障害のある児童生徒に対する学習支援としても，多感覚的なア

プローチでの学習支援を行っていた。また，諸外国の指導法で特徴的だったのは，学習者に

対する心理的な配慮をしている実践も見られたことだ。モチベーションを上げる工夫として，

ナンバーソングを歌ったり，ゲーム感覚で学習ができたり，問題に正解したら拍手の音が鳴

ったりする仕組みがあった。その他，学習者がリラックスして学習に臨めるための配慮とし

ては，学習前に呼吸法やリラクゼーション運動を行っていたり，学習者の集中を阻害しない

ために，教室の気を散らすものを最小限に抑えたり，アプリの背景を無地の白色にしたり，

ページを移動するときのボタンなどを記号に表し画面の文字を少なくしたりするといった工

夫があった。また，このことから，学習者への心理的配慮やモチベーションに対するアプロ

ーチを行うことも学習する上では必要とされているのではないかと考える。 
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4)全体考察 

日本における dyslexia(読字障害)への支援が読みやすくする事前の工夫に対して，諸外国

では「児童生徒の学習スタイルと学習者の多様な特性や傾向を探ることで学習者の強みを知

ることができる。 また，その上で，教師が児童生徒の学習のゴールや活動を慎重にデザイン

することが重要である(Şener & Çokçalışkan, 2018)。」とされるように，学習をする際，

個によって違った学び方を提供するなどの学習の工夫がされていた。太田・井上・金(2018)

は日本においても，身体面・情緒面に関する指導において自己肯定感についての指導・支援

は多く見られたとし，学習面における LD 傾向のある子どもへの指導については「情緒面へ

の負担を軽減していく必要があるであろう。」と述べている。このことから，日本においても

諸外国における支援のように，読むことを楽しむための心理面へのアプローチ等を行うこと

によって，情緒面への負担を軽減する必要があるであろう。このように，読字障害の有無に

関わらず，読むことに対する個に応じた学習方法や，感覚を通して楽しみながらモチベーシ

ョンを向上することの出来るような諸外国における指導法は，日本において指摘されている

国民の｢読書離れ｣や｢活字離れ｣ (文部科学省，2008)の課題の改善にもつながると考える。読

めるようにするための支援を行うだけではなく，読むことを楽しめるような支援を行うこと

によって，読むことに対する苦手意識を克服する，または苦手意識を生まない指導や支援を

行うことが大切であると考える。 

更に，野村(2007)は，日本において計算問題と算数に関する意識調査を小学生対象に行っ

ており，「あなたは算数の勉強がどのくらい好きですか」などの質問を行った結果，算数に苦

手意識を持つ児童は小学校 3 年生から増えていることが分かった。また，4 年生で計算力が

低い子どもは算数の苦手意識が高まることが分かっている。 

これらのことから，諸外国の SLD の子どもに対する個の特性や感覚に応じた学習支援は，

日本においても SLD 傾向の子どもだけでなく，算数に苦手意識をもつ日本の子どもにおいて

も，苦手意識を減らし算数の学習効果が上がることが期待できるのではないだろうか。更に，

今西・芳倉・川西ら(2012)は，不登校の多い LD 等の通級教室の中で，国語と算数の支援を

実施した結果，不登校が 0 になる事例も見られた，と報告している。文部科学省(2012)は「イ

ンクルーシブ教育システムにおいては、同じ場で共に学ぶことを追求するとともに個別の教

育的ニーズのある幼児児童生徒に対して，自立と社会参加を見据えて，その時点で教育的ニ

ーズに最も的確に応える指導を提供できる，多様で柔軟な仕組みを整備することが重要であ

る。」としている。これまで日本で実践されている SLD の指導法に加え，本研究で明らかに

なった多様な指導法を実践していくことにより，SLD傾向の児童生徒だけでなく，学習意欲

のない児童生徒や不登校児にも効果的な指導法となりうるのではないか。このように多様な

学習方法を用いた教育を行うことが，昨今求められているインクルーシブ教育の実現に繋が

るであろう。 
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ABSTRACT 

 

教育の経済効果について検討する「教育経済学」が注目されている。教育経済学は主に人的資

本論に基づいており、教育を社会全体の収益を増加させる活動であるとし、スキルや知識の獲得が、

長期的な利益をもたらすものであると捉える考え方である(Checchi, 2006)。 

現在、乳幼児教育の経済効果について検討するために、諸外国において国レベルの政策として

縦断研究が進められている。乳幼児教育の成果については、既存の縦断データを基に検討する

必要があるが、先行研究において教育経済学の観点から整理し課題をあきらかにした研究は

見当たらず、日本においても教育経済学に関する研究は少ない現状である。 

本研究においては、諸外国における既存の縦断研究に関する情報を収集し分析することで、乳

幼児教育における教育成果や経済的効果に関する研究の現状と今後の課題を明らかにすること

を目的とし、先行研究や報告書及びホームページから得られた研究資料の分析をおこなった。 
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Ⅰ．問題と目的 

  

従来の教育分野においては、教育的介入の効果について個人が得た能力を中心に語られる

ことが多い。特に教育における成果として挙げられていたのは、知識や能力の表出などの直

接的に評価が可能であるものと、自己報告を通じて確認できる間接的評価が可能であるもの

の 2 つである (Banta, Palomba and Kinzie, 2014)。つまり、教育においては個人レベルの

「能力の向上」を目指した研究が多く行われており、社会全体にもたらす利益についての研

究は少ない状況であった。 

一方、近年では、教育の経済効果について検討する「教育経済学」が注目されている。教

育経済学は主に人的資本論に基づいており、教育を社会全体の収益を増加させる活動である

とし、スキルや知識の獲得が、長期的な利益をもたらすものであると捉える考え方である (原

文：The dominant model of the demand for education is based on human capital theory. 

The central idea is that undertaking education is investment in the acquisition of skills 

and knowledge which will increase earnings, or provide long-term benefits such as an 

appreciation of literature (sometimes referred to as cultural capital).) (Checchi, 2006)。教

育は、それを受ける個人に対して直接的便益をもたらすのみならず、社会一般に対しても何

らかの間接的便益をもたらす。矢野(2009)は、教育の効果が社会全体に帰属する側面もある

として表 1 を作成した。この表においては、教育効果の多元性と複合性の観点から教育の便

益性について述べられており、教育が個人に与える影響と社会に与える影響を分けて示され

ている。 

 

教育経済学に関する研究は始まったばかりであり、現在は、教育が人的資本の蓄積や教育

を受けた後の賃金水準、経済成長にどのような影響を及ぼすのか、教育の質による教育成果

の違いなどについてその実証分析が推し進められている段階である(小塩・妹尾, 2003)。 

諸外国においては、国レベルの政策として縦断データの収集が進められており、医療・福

祉などを含む様々な分野の研究を行うためのベースとして収集されている情報や研究がある。

教育はアウトカムとして長期的な観点で効果が見込まれており、例として、Heckman(2013)

は、著「Giving kids a fair chance」において、the Perry Preschool Project と the Abecedarian 

Project の結果を基に、乳幼児教育に対する長期的な効果の検討と社会的補償の重要性につい

て述べている。このように、教育の成果については、既存の縦断データを基に検討する必要

があり、諸外国では縦断研究が数多く行われている。しかし、そのような先行研究において

教育経済学の観点から整理し課題をあきらかにした研究は見当たらず、日本においても教育

経済学に関する研究は少ない現状である。 

表 1 教育効果の多元性と複合性 

 社会 個人 

貨幣的 ・税金収入の増加 

・生産性の向上 

・政府支出依存の縮減 

・高い所得 

・雇用 

・雇用条件の改善 

非貨幣的 ・犯罪率の減少 

・市民生活の向上 

・社会的凝集性 

・健康改善 

・QOL 向上 

・レジャーの多様化 
矢野(2009)が作成した図を一部改変 
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 以上のことから、本研究においては、諸外国において乳幼児教育に関する縦断データを収

集した研究や報告書などの文献を整理し分析することで、乳幼児教育における教育成果や経

済効果に関する研究の現状と今後の課題を明らかにすることを目的とする。 

 

 

Ⅱ．研究方法 

 

諸外国における縦断データに関する報告書及びホームページを参考に、得られた研究資料

を研究タイトル、実施国、目的、対象、収集項目、結論に分けて対応分析を行う。 

実施国については英語表記とし、アルファベット順で番号を振ることとした。 

結論については、公式に発表されている結論のうち教育・教育経済関連の結論についての

み記載することとした。 

研究データの分類において、同一のデータを使用して行われた研究については、番号を統

一し別表記にすることで得られた結果を分けて扱うこととした。また、同じ研究の範囲内で、

別年代で生まれた子ども群を経年でデータ収集している研究については、収集項目が類似し

ているため 1 つの研究として扱った。目的が別で設定され、収集項目が類似していない研究

については分けて表記し、別の研究として扱うこととした。 

 

 

Ⅲ．結果 

 

諸外国における縦断データに関する報告書及びホームページを参考に収集した研究は 25

件であった（表 2-1 から表 2-6）。縦断データに関しては、England が 5 件 4)5)6)7)8)と USA が

6 件 20)21)22)23)24)25)が特に収集されていた。England の特徴として、1958 National Child 

Development Study (NCDS)として 1958 年と早い段階から縦断データの収集がなされてい

た。USA の特徴としては、低所得者層を対象に介入した研究がいくつか見られている 20)22)。

また、国の下位組織が中心となってデータを収集し、その国全体の医療、福祉、教育の分野

の研究において活用できるようにデータのみが公表される形の研究も何件かみられた

9)10)24)25)。 

研究目的については、特に多かったのが、保護者(主に母親)の社会的背景等が子どもに与

える影響について検討することを目的として、母親が妊娠中の段階及び乳幼児段階からのデ

ータを収集した研究 1)3)6)7)12)13)18)20)21)、就学前教育への介入による効果を検討した研究

4)5)11)15)16)、保育・教育への公的資金の投入による社会的影響を検討することを目的とした研

究 14)22)などである。それ以外にも、男児の学業不振の一因となる可能性のある要因とこれに

対処するための実用的な方法を明らかにすることを目的とした研究 19)や政治参加率に対する

市民の行動と知識は学校教育と因果関係にあることを特定することを目的とした研究 23)など

がみられた。 

データの収集については、各研究の目的に応じて収集されているため、研究によって方法

は異なっていた。例えば、教育経験や、健康行動、生活習慣などについてはアンケート調査

による収集が行われていた。その際には、乳幼児期は母親を対象に電話や電子式、紙媒体の

アンケートを実施し、小学生から中学生段階になると本人に記入してもらいデータを収集し
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ている研究が多くみられた。それ以外にも、The KIDSCREEN などを活用し定量的に QOL

を測定している研究や認知評価として言語能力や読み書き能力を継続的に測定している研究、

実際のテストの成績などのデータが収集されていた。 

結論については、保護者の社会的背景等が子どもに与える影響について検討している論文

では、学力等が保護者の社会経済的背景から影響を受けつつも、学習時間の長さが学力の獲

得に対して独立した効果を持っていること 12)や、経済格差との関連よりも母親の働きかけが

語彙力と関連していることを示す研究 13)などが見られた。就学前教育への介入による効果を

検討した研究では、就学前教育の質が 11 歳時の「国語(英語)」と「数学」と関係しているこ

とを示す研究 4)や、保育料の助成金が特に低所得層の雇用を増やすことに効果的であったこ

とを示す研究 15)などが見られた。保育・教育への公的資金の投入による経済効果について、

具体的な数値を算出した研究も見られた 14)20)22)。 

 

 

表 2-1  諸外国の縦断データの収集に関する対応分析 

No. 

研究タイトル/

論文タイトル 

(実施国) 

目的 研究形態及び対象 収集項目 結論 

1 Longitudinal 

Surveys of 

Australian Youth 

(LSAY) 

(Australia) 

オーストラリア人の若者の

グループを追跡する調査プ

ログラムであり、学校から

その後の教育と仕事への移

行を研究することを目的と

している 

10代半ばから20代半ばまでの

若いオーストラリア人を対象

にしたコホート研究。調査参加

者のグループはコホートと呼

ばれており 1995 (Y95)、1998 

(Y98)、2003(Y03)、2006(Y06)、

2009(Y09)、2015(Y15)のグル

ープが設定されている。それぞ

れ、 10,000 人を超えるデータ

が収集されている 

電話で情報収集を行った 

 学校：生徒の成績、生徒の

志、学校維持、社会的背景、

学校への態度、仕事の経験 

 彼らが学校を離れるとき：

職業および高等教育、雇用、

求職活動、および生活のさ

まざまな側面に対する満足

度 

収集されたデータを基に、15 

going on 25 - Insights from 

the Longitudinal Surveys 

of Australian Youth 

(LSAY)を実施 

15 going on 25 - 

Insights from the 

Longitudinal 

Surveys of 

Australian Youth 

(LSAY) 

オーストラリア中等教育の

長期調査（LSAY）の 6 つの

コホートを分析し、特に中

等教育と就学後の教育への

参加、労働力への参加、満

足度と幸福度の測定値の変

化に焦点を当てている 

 高等教育への参加の増加が主な要因となって、ポストスクール教育への参加が増加している 

 25 歳までにフルタイムの仕事に移行する若者は少なく、失業率は主に職業資格のない、または低レ

ベルの職業に就いている人に見られる 

 家の所有権が減少し、家族の家にまだ住んでいる 25歳の増加があった 

 オーストラリアの若者はこれまで以上に教育を受けていますが、彼らの教育への投資に対する見返り

は、25 歳までの雇用状況と満足度に基づいて、必ずしも労働力と社会環境で実現されているわけで

はない。しかしながら、就学後の資格を持たない人、特に 12 年生の資格を持たない人と比較すると、

資格が高く、見習いであることは、依然として労働市場に大きな利点をもたらしていた。 

2 The Benefits and 

Costs of Good Child 

Care 

(Canada) 

幼児の世話における公的資

金の投資に関する経済的議

論を検証すること 

先行研究を基に、2～5 歳の育児を対象にしたプログラムの実施に関

わる費用、子どもの発達のベネフィット、労働力のベネフィットを算出

し、育児プログラムの純便益を計算した 

プログラム費用 5,329×106ド

ルに対し、子どもの発達の利

点と労働力の利点を合わせ

た総利益は10,548×106ドル

であり、純便益として 5,219×

106が見込まれる 

3 Danish 

Longitudinal 

Survey of Children 

(Denmark) 

デンマークの子どもの縦断調査 

1．デンマーク出身の母親をも

つ子どものデータ 

(The Danish Survey) 

2．少数民族のデータ (The 

Ethnic Survey) 

3．在宅療養中の子どものデ

ータ(Children in Care) 

小学生以前～中高生 

1. 1995年9月 15日から 10月

31 日までの間にデンマーク

国籍をもつ母親から生まれた

デンマークに住むすべての

子どものうち、ランダムにサン

プリングされた 6011人 

2. 1995年12月 13日から 4月

1 日にデンマークで生まれた

611人の子ども 

3. 1995 年に生まれかつ在宅ケ

ア環境に置かれた全ての子

ども(2003 年に約 600 人の

子どもたちから始まった) 

1. 母親へのアンケート、子ども

へのアンケート、父親へのア

ンケート、健康アンケート(母

親記入)、子どもが記入したス

ポーツ活動日記、言語能力

テスト、認知テスト 

2. 母親へのアンケート、エスニ

ックチャイルドアンケート 

3. 母親へのアンケート、子ども

へのアンケート、介護者への

アンケート、市の児童保護サ

ービスソーシャルワーカーへ

のアンケート 

データ収集率及び全体の傾

向を記載 

4 The longitudinal 

British EPPE 

(Effective 

Preschool and 

Primary 

Education) study 

(England) 

就学前教育が発達へどのよ

うな影響を及ぼすかについ

ての調査  

 

小学生以前 

イギリスの都市、農村地域、社

会的及び民族多様性のある地

域から合計 2857人の 3歳の子

どもを追跡  

 子ども自身、家族、家庭の

特徴 

 就学前教育経験の有無 

 就学前教育の質水準(低/中/

高に分類)                

 認知テスト、社会情緒的発

達 

就学前教育の質が 11 歳時

の「国語(英語)」と「数学」

と関係 

就学前教育の質が 11 歳時

の「自己調整力」と関係 

就学前教育への参加年数の

長さが、11 歳までの読み書

き能力、数学能力、自己調

整力、向社会的行動の発達

に肯定的効果 

※特に 3.4 歳時点での就学

経験の差がその後の効果に

影響する 

※教育の質が低い場合、幼

児教育を受けた経験による

効果は少ない 
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表 2-2  諸外国の縦断データの収集に関する対応分析 

No. 

研究タイトル/

論文タイトル 

(実施国) 

目的 研究形態及び対象 収集項目 結論 

5 EPPSE (The 

Effective 

Pre-school, 

Primary 

Education and 

Secondary 

Education) 

(England) 

就学前児童の学問的および

社会的行動の結果に対する

影響を調査 

小学生以前～中高生 イギリ

スの６つの地方自治体から選

ばれた 2800 人の子どもを 3～

16 歳まで追跡   

 

  質の高い就学前教育を

受けることは、就学時に

特に重要であり、16 歳を

超えても変わらなかっ

た。貧困や親の資格のレ

ベルが低い、または知的

刺激がほとんどない世

帯で育つことの欠点の

いくつかを改善する必

要がある 

6 1958 National 

Child Development 

Study (NCDS) 

(England) 

周産期死亡率調査 コホート研究 

1958 年 3 月の 1 週間にイギリ

ス、スコットランド、ウェール

ズで生まれた 17,415 人の赤ち

ゃん。 

同じ週にイギリス以外で生ま

れ、16 歳までにイギリスに移

住して教育を受けた子どもが

追加 

アンケート：身体的および教育

的発展、経済状況、雇用、家庭

生活、健康行動、健康、社会参

加および態度に関する情報を

収集 

認知評価：認知評価では、小児

期の言語能力と言語能力、およ

び思春期から晩年までの読み

書き能力を測定 

健康診断と看護師による測

定：初期の骨の発達に関する情

報、健康と遺伝子の関係 

 妊娠中の母親の喫煙の

広範囲にわたる悪影響

を明らかにした 

 メンタルヘルスの問題

が幼少期から成人期に

どのように発達するか

を示した。世代間の経済

的不平等がどのように

影響するか、中年期の健

康格差の子ども時代の

起源を明らかにした 

7 1970 British 

Cohort Study 

(England) 

新生児の罹患率に関連して

母親の社会的および生物学

的特性を調査し、1958 年に

開始された全国子供発達研

究(NCDS)の結果と比較する

こと 

バースコホート研究 

1970 年の 1 週間に生まれた、

イングランド、スコットラン

ド、ウェールズの子どもたち 

紙および電子アンケート、診療

記録、健康診断、身体測定、能

力テスト、教育評価、日記 

 幼児期に裕福な家庭で

育ち、認知評価に基づい

た教育を受けなかった

子どもは 10 歳になるま

でに追いつく傾向。しか

し、幼児期に恵まれない

バックグラウンドの子

どもたちは、幼年期を通

して苦労した 

 どんなに明るい子ども

でも、背景が貧しい場合

は、平均的なパフォーマ

ンスが時間とともに低

下していく傾向 

 1970年代と1958世代の

両方で、私立の教育を受

けた人は、公立の教育を

受けた人よりも 30 代半

ばまでに多くのお金を

稼ぐ傾向。しかし、私立

と公立の教育を受けた

生徒の賃金の差は、1958

年のコホートと世代の

間でほぼ3倍になりまし

た。家族の背景や認知能

力などの他の要因を考

慮に入れても、私立教育

が賃金に及ぼす影響は

残った 

8 Millennium Cohort 

Study 

(England) 

21 世紀の初めに生まれた子

供たちが直面する社会的、経

済的、健康的な長所と短所の

状況をグラフ化すること 

コホート研究 

小学生以前～大人 

英国の 4か国すべての子供を追

跡 

対面インタビューを行い、世帯の

特徴、小児発達、サービス利

用、環境の情報収集 

収集されたデータを基に、

Project. Initial findings 

from the MCS Age 14 

sweep. を実施 

調査名：Initial 

findings from the 

MCS Age 14 sweep. 

 

小児発達、教育、雇用、収

入、富、期待、態度、信念、家

族およびソーシャルネットワー

ク、健康行動、住宅と地域の

環境、メンタルヘルスと健康、 

体の健康 

をテーマにその要因及び関

連を明らかにすること 

精神障害と健康 

 太りすぎであること、仲間とうまくいっていないこと、いじめられていることなどの特定の要因は、14 歳

の少年少女の高抑うつ症状に関連していた。家族の収入が低い家の女の子は、裕福な仲間よりも精

神的健康が悪く、健康状態が悪いと報告する可能性が高かった。小学校を楽しみながら勉強に従事

していると感じた女の子は、より高い抑うつ症状を示す可能性が低くなった。精神疾患と健康状態の

悪さは必ずしも密接に関連しているわけではない。多くの若者は、抑うつ症状が高くないにもかかわら

ず、健康状態が悪化した。そして、ごく一部の個人、主に男の子は、精神疾患の存在下で健康を経

験した 

大学とイギリスのティーンエイジャーの職業志望 

 女の子は大学に行く可能性が 71％あり、14％の女の子が 100％大学に行くと確信。男の子はあまり

確信がありませんでした。彼らの平均期待値は 63％で、10％弱は大学に行くと確信。男の子と比較し

て、女の子が志向した職業の平均時給は 27％と 6.49 ポンドも大幅に低かった 

子どもの太りすぎと肥満 

 コホートメンバーの 20％は 14歳で肥満であり、さらに 15％が太りすぎであった。11歳から 14歳の間

で、ほとんどのコホートメンバーは同じ体重のカテゴリーにとどまっていた。男の子は太りすぎや肥満よ

りも通常の体重になる可能性がわずかに高かったが、女の子の場合はその逆であった 

新世紀の子どもたちの精神障害 

 14歳の時、女の子の 24％と男の子の 9％が落ち込んでいた。裕福な家庭の14歳は貧しい家庭の同

胞と比較して高レベルの抑うつ症状を示す可能性が低かった。14歳の感情的症状は、自分から報告

されたのか、両親から報告されたのかによって異なることがよくあった 
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表 2-3  諸外国の縦断データの収集に関する対応分析 

No. 

研究タイトル/

論文タイトル 

(実施国) 

目的 研究形態及び対象 収集項目 結論 

9 The National 

Educational Panel 

Study (NEPS)  

(Germany) 

能力、教育プロセ

ス、教育上の決定の

発達に関する縦断

的なデータを収集

し、生涯を通じて、

学校教育などに還

元すること 

 

コホート研究 

小学生以前～大人 

 マルチコホートシーケンスデ

ザインに基づき、 2009 年か

ら 2012 年の間に、6 つの開始

コホート(新生児、幼稚園児、

5 年生、9 年生、大学 1 年生、

および成人)が採用されまし

た。これらには合計 60,000 人

を超える参加者が含まれ、長

期間にわたって定期的に調

査。 

Research Projects with NEPS Data

及び Publications として、プロジェク

トおよび関連研究が示されていた。 

10 Evaluation 

Through Follow-up 

(ETF) 

(Ireland) 

 コホート研究 

1948 年、1953 年、1967

年、1972 年、1977 年、

1982 年、1987 年、1992

年、および 1998 年に生

まれた子ども 

 学校の記録、パフォーマンス

測定、学童と保護者-学校、教

師-指導、クラス、教育資金に

関する記録、高等教育機関の

登録簿、国勢調査及び所得登

録 

Publications として、関連研究が示さ

れていた 

11 保育の質に関する縦

断研究の展望 

(Japan) 

日本において保育

の質に関して今後

実証検討すべき課

題や方法を論じる 

小学生以前 

縦断研究として 1990 年

代以後に英米でその結果

が報告された主なプロジ

ェクト 

 プロジェクトの概要と保育の

質が子どもの発達に与える影

響を測定するために実際にど

のような尺度が主に使用さ

れ、何が指標として対象にさ

れたかを整理する 

英米圏での研究においても、カリキュ

ラムやプログラムの効果の評価と子ど

もの発達の関連は十分に捉えられてい

ない 

非認知領域において縦断研究が調査し

てきた子どもの能力は、伝統的な学力

と対人関係としての社会性である 

保護者やコミュニティの関与の重要性

は多くの国で指摘されているが、関与

の在り方が保育の質とどのように関与

するかは明らかではない 

12 家庭の社会経済的背

景と学力格差 

(Japan) 

家庭状況と学力の

関係、不利な環境に

も関わらず成果を

上げている学校や

児童 生徒の取組を

分析する 

小学生～中高生  平成 25 年度全国学力・学習状

況調査の追加調査として実施

した「保護者に対する調査」

の結果等を活用 

 家庭の社会経済的背景(SES)が高い

児童生徒のほうが、各教科の平均正

答率が高い傾向 

 学力は社会経済的背景に規定され

つつも、学習時間の長さが高い学力

の獲得に対して独立した効果を持

っている 

SES にかかわらず、宿題をする児童生

徒ほど高い学力。社会経済的背景や学

習時間とは別に、学習方法が独立して

学力にポジティブな効果を与えている 

13 幼児期における読み

書き能力の獲得過程

とその環境要因の影

響に関する国際比較

研究 

学力格差は幼児期か

ら始まっているか 

―しつけスタイルは

経済格差を凌駕する

鍵；日韓中越蒙国際

比較調査― 

(Japan) 

5 か国の国際比較の

結果を分析し、学力

格差は幼児期から

始まっているか、親

や保育者は子ども

のリテラシー習得

に何を期待してい

るのか、経済格差は

親子のコミュニケ

ーションにどんな

影響をもたらして

いるのかを明らか

にする 

 

小学生以前 

 

日本 (東京 )・韓国 (ソウ

ル)・中国(上海)・ベトナ

ム(ハノイ)・モンゴル(ウ

ランバートル)の 5 か国 

 

親調査・保育者調査 

 追加調査(小学校1年生段階で

PISA 型読解力とどのような

関連があるのか)  

 学力格差は経済格差を反映してい

る 

 リテラシーの習得については、3，4

歳児までは、経済格差要因(家庭の

経済格差、教育投資額)、親の学歴、

家庭の蔵書数、躾スタイルの影響を

受けるが、5 歳児では、経済格差要

因の影響はなくなる 

 経済格差が子どもの語彙に関連す

るというのは見かけの相関であり、

語彙力に関連しているのは親の子

どもへの関わり方であることが判

明 

 低収入層であっても、共有型しつけ

スタイルをとれば、語彙能力は低下

しない 

クラスサイズ再考                              

幼稚園 3 歳児クラスは 15 名、4 歳児ク

ラスは 20 名、5 歳児クラスと小学校 1

～3年は25名以内でないと一人ひとり

に丁寧な目配りができない 

14 教育投資が社会関係

資本に与える影響に

関する調査研究 

(Japan) 

教育がソーシャル・キ

ャピタルに与える影

響について整理する

とともに、実現可能性

を踏まえつつ、その

効果を試算する 

国内外における先行研究

を調査・整理し、教育投資

効果の多様性・多元性を

念頭に、教育がソーシャ

ル・キャピタルに与える影

響及びそれが社会にもた

らす効果についてロジック

モデル及びアウトカム指標

を構築・開発。また、これら

に基づきソーシャル・キャピ

タルの蓄積に資する教育

投資の効果の試算を行っ

た 

 学歴・教育水準等、具体的な教育指標とソーシャル・キャピタル蓄積の関係

は、因果ではなく相関として分析される傾向がある 

 教育のソーシャル・キャピタル蓄積に対する効果に言及する際も家族、地域の

価値規範（ソーシャル・キャピタルの構成要素）の影響を排除できない傾向が

ある 

 結束型ソーシャル・キャピタル、橋渡型・連結型ソーシャル・キャピタルいずれ

においても個人レベルの教育経験（学校内外）や属性が大きな影響力を有し

ている 

 現在の学習活動や学校教育への関与状況に係る変数が結束型ソーシャル・

キャピタル、橋渡型・連結型ソーシャル・キャピタル双方に有意に影響を与え

ている 

家庭や居住地域等の比較的限られたコミュニティ内に係る教育変数や属性が、結

束型ソーシャル・キャピタルに有意に影響を与えている  
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表 2-4  諸外国の縦断データの収集に関する対応分析 

No. 

研究タイトル/

論文タイトル 

(実施国) 

目的 研究形態及び対象 収集項目 結論 

15 The Effect of 

Childcare Costs on 

Mothers’ Labor 

Force Participation 

(Japan) 

1998 年国民生活基本調査

のミクロデータを用いて、

(1)未就学児の保育状況、(2)

認可保育所を利用している

世帯の経済状況、(3)就学前

の子どもを持つ母親の労働

力参加に対する保育量の影

響について分析した 

小学生以前 Connelly (1992) による計算

モデルを使用し、賃金の見積

もり、保育料の見積もり、参

加プロビットの見積もり 

 保育料は母親の労働力

参加に著しく悪影響を

及ぼすその弾力性は約

-0.60。 

保育料の助成金が母親、特

に低所得層の雇用を増やす

のに効果的 

16 Growing up in New 

Zealand 

(New Zealand) 

子どもの初期の発達を形作

るものや、ニュージーラン

ドのすべての子どもにどの

ような早期介入が有効かに

ついて明らかにすること 

小学生以前から大人 

6,822人の妊婦と 4,401人のパ

ートナーがメインコホートに

採用。子どもが 21 歳になるま

で家族と連絡を取り合う 

子供の健康と福祉、心理社会

的および認知的発達、教育、

家族、文化とアイデンティテ

ィ、社会的状況および近隣環

境 

2018年までに8つのレポー

トが報告書として挙げられ

ている 

17 Growing up in  

Northern Ireland 

(Northern Ireland) 

1990 年代から 2010 年にか

けての社会的、政治的変化

が激しい時期に北アイルラン

ドで育った 18 人の若者の生

活を調査 

バースコホート研究 

 

小学生以前から大人 

 

彼らの伝記を利用し、実際の生

活に対する若者関連の政策の

影響を示した 

1997–9 で 13 歳から 23 歳まで

インタビューされ、2009–10 まで

10〜12 年間で最大 7 回再イン

タビューされた 

 若い人々は、より柔軟な学習条件、教育への容易な帰路、

および学校全体での個別の指導とメンタリングの必要性を

表明した。 

 若い人たちが仕事を求めたので、ソーシャルネットワーク

は重要でした。若い親は、育児を仕事に戻すために家族の

サポートに頼っていた。 

 数人の若者が長期失業を経験しました。 

 トレーニングスキームと短期/カジュアルな仕事は 20 代を

定義し、自尊心に大きな影響を与えた。 

 計画外の妊娠、死別、家族関係の崩壊、親の離別、失業な

どの重大な出来事は、住宅を含む若者の状況に重大な、そ

してしばしばマイナスの長期的な影響を及ぼした。 

 多くは、教育、失業、借金、関係、および性的アイデンテ

ィティに関連するストレス、うつ病または不安感情を報告 

 このグループは、停戦後の北アイルランドで育った最初の

世代の一部でした。しかし、彼らの政治的関心と知識は低

く、大多数は投票したことがなかった。 

 若い親にとって主な立地要因は家族の近くにいる必要があ

ることだった 

 孤独な親にとっては、柔軟な就労形態へのアクセスが、在

宅勤務のバランスを促進するための鍵だった 

 これは、不十分な州の保育提供の影響、および仕事への復

帰を促進するための家族のサポートへの依存を明確にした 

18 Growing Up in 

Scotland (GUS) 

(Scotland) 

スコットランドでの幼少期

（およびその両親）の子供

たちの特徴、状況、経験を

説明することと、子供たち

の人生の始まりが特に長期

的な見通しと発達を形作る

ことができる方法について

の理解を深めること 

バースコホート研究 

 

コットランドの子供たちのグ

ループの幼児期から 10代まで

の生活を追跡 

学校の記録から抽出された面

接データと行政データの両方

が分析された 

社会人口統計学的特徴による関与の違い 

 子どもが 1 人いる世帯は、子どもが多い世帯と同じように

イベントに参加した 

 家族のタイプはより高い親の関与と関連していた。1 里親

世帯(23％)は両親世帯(30％)よりも４つ以上のアクティビ

ティやイベントに参加する可能性が低い 

 若い母親は 4 つ以上の学校イベントに出席する可能性も低

い。20～29 歳の母親の 30％が 4 回以上のイベントに参加

したと報告しているのに対し、20～39 歳の母親は 39％、

40 歳以上の母親は 46％であった。 

 より恵まれない地域・より高い社会経済的職業グループ・

高収入所得の親は、より低い経済的職業グループかつ低収

入所得のグループよりもより多くのイベントに出席する傾

向にあった 

 すべての学位の教育を受けた親の半分（50％）は、4 つ以

上のイベントに参加した 

 パートタイムの雇用（週 35 時間未満）の回答者（ほとんど

の場合母親）は、フルタイムで働いている回答者（38％）

と全く仕事をしていない回答者（35％）よりも、子供の学

校で 4 つ以上のイベントまたはアクティビティ（42％）に

出席した可能性が高かった） 

 

宿題 

 少女の両親（91％）は少年の両親（87％）よりもすべての

課題に自信を持っていた 

 恵まれない地域に住んでいる親（94％）は、最も恵まれて

いない地域に住んでいる親（83％）よりもすべての課題に

自信を持っていた 

 教育水準が高く、所得階層が高く、社会経済的職業グルー

プが高い人は、資格が低く、所得階層が低く、社会経済的

職業グループが低い人よりも、すべてのタスクに自信を持

っていた 

 読み書きに課題がなかった回答者は、読み書きに課題があ

った回答者（74％）よりもすべての課題（91％）に自信を

持っている傾向があった 
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表 2-5  諸外国の縦断データの収集に関する対応分析 

No. 

研究タイトル/

論文タイトル 

(実施国) 

目的 研究形態及び対象 収集項目 結論 

19 Taking Boys 

Seriously 

(Scotland) 

男性の学業不振の一因とな

る可能性のある要因と、こ

れに対処するための実用的

な方法を見つけること 

教育の価値と学校がいかに

前向きな学習体験の効果 

非公式の教育的アプローチ

の効果／高等教育及び仕事

と将来の就職志望に影響を

与える要因についての検討 

紛争後の社会における暴力

経験が学習に及ぼす影響の

検討 

コホート研究 

定量的手法と定性的手法の混

合手法を使用 

 

小学生～中高生 

北アイルランドの小学校 9 校

の 378 人の男子生徒のコホー

トが追跡され、8 年生から 12

年生までの年に、彼らの考えと

経験が記録された 

さまざまなテーマの 6 つのア

ンケートを使用。毎年 5 月ま

たは 6 月の各学校への 1 回の

訪問中に実施 

・背景と家族情報： 

The About Me questionnaire 

・QOL の測定： 

The KIDSCREEN (Rajmil et 

al, 2004) 

• 感情及び問題行動の評価： 

The Strengths and 

Difficulties Questionnaire 

(SDQ) (Goodman, 1997)  

• 学校の経験、好み、卒業後

の希望に関するアンケート 

• 「男らしさ」に対する認識

の概念を探るアンケート： 

• The Being a Man 

questionnaire： 

「男らしさ」に対する認識の

概念を探るアンケート 

・暴力の認識と経験の概念化

を探るアンケート： 

The Violence Questionnaire 

男子の教育の未達成に影響

を与える要因は複雑であ

り、貧困、階級、民族性、

社会的不利益、産業基盤の

衰退、従来の男性が行って

きた仕事の需要変化などの

社会経済問題のより広い範

囲で考慮する必要がある 

 

少年たちの未達成について

問題提起はされてきたが、

研究チームが少年たちに対

処する特定の戦略を見つけ

ることは難しかった 

 

達成度の低さの特定は、教

育のあらゆる段階における

教師の専門的判断に基づい

ていますが、達成度の低さ

に対処するための戦略は、

初期の教育中に始まり、親

やコミュニティと協力して

小学校や小学校でサポート

される必要がある 

20 The Perry 

Pre-school Project 

(USA) 

質の高い就学前教育が子ど

もたちと地域社会にプラス

の影響を与えるかを検討す

るための調査研究  

 

 

小学生以前 

低所得層アフリカ系アメリカ

人 3 歳児で、学校教育上の「リ

スクが高い」と判定された子ど

も(IQ70～85） 

123 名（被験者 58 名 vs 非被

験者 65 名) 

（うち、調査時点で行方不明は

6％。統計的有意性は確認済

み。） 

 

３～４歳児に対して、２年間

(10 月～5 月)にわたり、環境を

通した子どもの主体的な活動

から学習させる「ハイスコー

プ」カリキュラムに基づき、

下記の教育を実施 

①学校教育(平日午前2.5時間、

教師 1 人に対して幼児 5.7 人) 

②教師による家庭訪問(週１回

1.5 時間) 

③親対象の少人数グループミ

ーティング(毎月) 

当初は介入群と対象群の比

較を行った結果、子どもが

10 歳になるまでに、認知能

力のテストに違いは現れな

かった。しかし、ヘックマ

ンが、介入群が成人になっ

た際に停学が少なく、教育

と雇用のレベルが高く、犯

罪への参加のレベルが低い

ことを発見。特に男性の参

加者の子供たちに影響が特

に顕著であること、これら

の治療効果は、子供の家庭

環境の改善に関連している 

投資収益率 

教育貯蓄 7,303 ドル 

所得税  14,079 ドル 

福祉貯蓄 2,768 ドル 

ペリー幼稚園プログラムの

費用 15,166 ドル 

犯罪貯蓄 171,473 ドル 

投資されたドル当たりの収

益 12,90 ドル 

21 National Institute of 

Child Health and 

Human 

Development 

(NICHD) 

(USA) 

 

 小学生以前 

1991 年生まれの子供と家族

（1364 家庭）を 0～15 歳まで

追跡 

 

家庭状況、親の特徴、親子間

アタッチメント 

・就学前教育経験の有無、就

学前教育の質と時間、保育者

の行動 

・各追跡時点における子供の

能力 

（認知能力＋非認知能力＋身

体的健康） 

 

 3 歳時点での就学前教育

の質が、就学レディネス

テスト・言語理解テスト

で測定された認知発達

と関連 

 4 歳半時点での就学前教

育の質が 15 歳時点の学

業成績や社会性と関連 

※ 就学前教育の質が高い

と後の成績が高い。 

※ 特に、経済的困難な家庭

において就学前教育による

影響が大きい。親子関係が

不安定でも、就学前教育の

質がそれをカバー 

22 The Abecedarian 

Project 

(USA) 

集中的な幼児教育が低所得

世帯に生まれた子どもたちの

発達の遅れや学業の失敗の

確率を克服できる範囲を調べ

るため  

小学生以前から大人 

1972年～1977年の間に生まれ

たリスク指標の高い家庭の恵ま

れない子ども 111 人(平均 4.4 ヶ

月)を 35歳まで追跡調査  

 

年間を通して行われ、子どもが 8

歳になるまで全日の介入継続。 

21 歳まで継続調査、35 歳まで

追跡調査が行われた 

 

 プログラムに費やされた 1

ドルにつき、納税者は収

入の増加、教育および政

府サービスの必要性の減

少、医療費の削減の結果

として、2.50 ドル節約 

 高品質で豊かな早期教育

環境が子どもたちの不利

益のいくつかを克服する

のを助ける 

子どもが成人期に進むにつ

れ、その影響が広範囲に及

ぶだけでなく、社会への長期

的な節約をかなりのものにす

る可能性 
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表 2-6  諸外国の縦断データの収集に関する対応分析 

No. 

研究タイトル/

論文タイトル 

(実施国) 

目的 研究形態及び対象 収集項目 結論 

23 Are There Civic 

Returns to 

Education? 

(USA) 

政治参加率に対する市民の

行動と知識は追加の学校教

育と因果関係にあることを特

定し、実証的証拠を構築する 

高校生～大人 地理的な近接性に依存すること

による、成人投票者およびボラ

ンティア参加に関する大学入学

10 代のジュニアカレッジとコミュ

ニティカレッジの密度と、成人の

有権者に対する学年の影響、参

加、グループメンバーシップ、言

論の自由に対する態度を調査 

 教育は市民参加の量と質

を促進するのに効果的 

 大学進学はその後の市民

参加と強い部分的な相関

関係がある  

24 The Panel Survey of 

Income Dynamics 

(PSID) (USA) 

家族全体の状況および家族

の各個人に関するデータを

収集すること 

小学生以前～中高生 

米国の 5,000 世帯に住む

18,000 人を超える個人からなる

全国的に代表的なサンプル 

社会、人口統計、健康、経済、

地理空間、および心理学に関す

る幅広いデータを収集 

 PSID は、社会、人口統

計、健康、経済、地理空

間、および心理学に関す

る幅広いデータを収集し

ます。2009 年の時点で、

75 分のインタビューで幅

広いデータが収集された 

25 National 

Longitudinal Study 

of Youth (NLSY) 

(USA) 

性別、年齢などによって分け

られた群についてそれぞれ

の情報を収集。 

 

コホート研究 インタビュー調査  全国縦断調査（NLS）は、

特定の出生コホートからの

個人の同じサンプルを経

時的に追跡した調査 

 調査では、労働市場の活

動、教育、出生率、プログ

ラムへの参加、健康など、

さまざまな問題に関する

データが収集された 

The National 

Longitudinal 

Survey of Youth 

1997 (NLSY97) 

1997 年に始まり、1980 年から

84 年に生まれた 8,984 人の男

性と女性（1997年に12〜17歳）

が対象 

1997 年から 2011 年まで毎年、

その後は隔年でインタビュー 

データは、ラウンド 1（1997–98）

からラウンド 18（2017–18）まで

のデータが活用可能である 

The National 

Longitudinal 

Survey of Youth 

1979 (NLSY79) 

1957 年から 1964 年（年齢

14-22）で生まれた 12686 人の

男性と女性が対象 

1979 年から 1994 年まで毎年、

その後は隔年でインタビューが

実施 

軍事的および経済的に不利な

非黒人/非ヒスパニック系回答者

のオーバーサンプルは 1985 年

と 1991年に削除され、サンプル

サイズは 9,964人になった 

The NLSY79 

Children and Young 

Adults (NLSCYA) 

NLSY97 の女性回答者から生

まれた子どもたち  

母親へのインタビューと子どもた

ち自身へのインタビュー 

少なくとも 1 回の調査で約

10,500人の子どもが面接を受け

た 

 

認知、社会感情、および生理学

的評価についてのデータを収集 

母親は子供の健康、気質、運動

と社会の発達、行動の問題、学

校の活動、家庭環境についての

報告をしている 

1988 年から、10 歳以上の子供

は、家族、友人、仕事、学校、放

課後の活動、コンピューターの

使用、宗教的出席、喫煙、アル

コールや薬物の使用などについ

ての自己管理に関するアンケー

トに回答 

調査年度中に 15 歳以上になっ

た子供には、NLSY79 アンケー

トに類似した教育、 健康、生殖

能力、 子育てと態度に関する 

ヤングアダルトアンケートを電話

にて実施 

 

The National 

Longitudinal 

Surveys of Young 

Women and Mature 

Women (NLSW) 

(The NLS of Young Women) 

1968年に始まり、1943~53年に

生まれた 5,159 人の女性（1968

年には 14~24 歳） 

 

(The NLS of Mature Women) 

1967年に始まり、1922~37年に

生まれた 5,083 人の女性（1967

年には 30~44 歳） 

調査は、仕事の特徴、労働市場

の状況、教育、健康と健康状

態、夫婦と家族の特徴、収入と

資産、態度と展望、退職、環境

の特徴などに関連する内容を調

査 

The National 

Longitudinal 

Surveys of Young 

Women and Mature 

Women (NLSW) 

(The NLS of Young Men) 

1966 年に始まり、1941 年~51

年に生まれた 5,225 人の男性

（1966 年には 14 歳~24歳） 

 

(The NLS of Older Men) 

1966 年に始まり、1906 年~21

年に生まれた 5,020 人の男性

（1966 年には 45 歳~59歳） 

仕事の特徴、労働市場の状況、

教育、健康と健康状態、夫婦と

家族の特徴、収入と資産 

 

The NLS of Young Menは教

育経験に関する内容も収集 
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Ⅳ．考察 

 

1．社会的背景と教育効果の関連性からみる乳幼児教育について 

 教育効果については、特に保護者の社会的背景等との関連について検討がなされていた。

しかしながら、いくつかの研究により社会的背景が直接影響しているというよりも、あくま

で社会的背景などが及ぼす保護者の育児の困難さが課題となっているという研究が多くみら

れた。つまり、保護者の社会的背景があくまで見かけ上の相関として現れることはあるが、

保護者の関わり方の変化や社会的サービスを提供することで学力の低下を防ぐことができる

ということだ。 

Growing Up in Scotland (GUS) によれば、社会人口統計学的特徴による関与の違いとし

て、1 人親世帯(23％)は両親世帯(30％)よりも学校などで行われるアクティビティやイベント

に参加する可能性が低いことを明らかになっている。その一方で、3 歳時点での就学前教育

の質が、就学レディネステスト・言語理解テストで測定された認知発達と関連していること、

加えてそれらの効果が経済的困難な家庭において特に影響が大きいことが明らかになってい

る。つまり、就学前教育という社会的サービスの質を向上させることでより高い教育効果を

出すことが可能ということである。加えて、実際にプログラム介入を行った The Perry 

Pre-school Project によれば、介入群が比較対象群に比べて成人になった際に停学が少なく、

教育と雇用のレベルが高く、犯罪への参加のレベルが低いことが明らかになっていることか

ら就学前教育の効果が長期にわたることを示していると考えられる。 

 

2．乳幼児教育の経済効果 

乳幼児教育の経済効果について、全ての縦断研究において教育の経済効果について言及が

あったわけではないが、いくつかの研究報告及び論文に具体的に算出されていた。The 

Benefits and Costs of Good Child Care (Cleveland & Krashinsky, 1998)においては、公的

資金の投資に対する経済的議論を検証することを目的に、実際のプログラムに対する費用

(Costs of Program)と子どもの発達のベネフィット(Child Development Benefits)と労働力

のベネフィット(Labour Force Benefits)を算出し、純便益(Net Benefit of Child Care 

Program)として 5,219×106ドルが見込まれることを算出した。つまり、就学前教育(乳幼児

教育)段階における投資の収益率は高いものであるといえるだろう。 

また、The Abecedarian Project においては、プログラムに費やされた 1 ドルにつき、納

税者の収入増加、教育および政府サービスの必要性の減少、医療費の削減の結果、2.50 ドル

を節約したことが報告されており (According to official hp : For every dollar spent on the 

program, taxpayers saved $2.50 as a result of higher incomes, less need for educational 

and government services, and reduced health care costs.)。加えて、The Perry Pre-school 

Project においては、教育貯蓄や犯罪発生率の低下などから、投資された 1 ドルあたりに対し、

収益が 12.90 ドルであることが明らかになっていることから (According to official hp)、子

どもの発達のベネフィットや労働力のベネフィットとして以外にも、長期的な効果が見込ま

れることが明らかになっていた。 
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3．総合考察 

 諸外国で乳幼児教育をめぐる議論が活性化している背景として、当初女性の労働権に関す

る意識変化や子どもの貧困対策のための生存権・幸福追求権の確保のためなど要因があげら

れており (池本, 2012)、あくまで女性と子どもの権利を守るための政策の 1 つとして乳幼児

教育が行われてきた。しかしながら、研究が進むにつれ乳幼児教育は長期にわたって成果が

みられることが明らかになり、国全体を挙げた取り組みとして重要視されるようになってき

た。事実、England や USA に関しては、国を挙げて組織的に縦断データの収集を行ってい

る。 

一方で、現在の乳幼児教育の分野におけるアウトカム評価に関する課題があげられる。本

研究の結果からも見られるように、それぞれの研究の目的の違いによって「データの収集項

目」及び「アウトカム評価」の形に違いがあることが、比較研究を行う上での困難さとなっ

ている。例えば、独自のアンケートを作成して、雇用や家庭生活、健康行動、社会参加等に

関する情報をデータとして収集している研究がある一方で、日記などのナラティブデータの

収集、インタビューによる聞き取りによるデータ収集などの方法も多く見られた。教育のア

ウトカムを明確にする場合、特定の観点が必要不可欠である。医療分野を例に挙げると、「医

療の結果・成果」を表す指標として死亡率、回復率、再入院率、QOL 等、具体的に数値化で

きるものを成果として扱っている(厚生労働省, 2011)。教育分野においても、教育的介入によ

る効果を定量的・定性的に測定することで、より明確な教育的効果を明らかにするだけでな

く、個人や社会において経済的にどのような効果があるのかといった長期的な観点でのアウ

トカムを評価することができるだろう。 

また、日本においても、国際的な流れと同様に乳幼児教育の教育水準の担保や教育成果を

期待する動きは高まっており、幼児教育や保育内容等の教育水準を示す、幼稚園教育指導要

領(文部科学省, 2017)、保育所保育指針(厚生労働省, 2017)、幼保連携型認定子ども園教育・

保育要領(内閣府・文部科学省・厚生労働省, 2017)の改正が行われている。しかし、そのアウ

トカムを測定するためのツール開発や、ツールを用いた実証的な研究はいまだ少ない。その

ような中、2017 年に改定された各教育指導要領や指針の内容を基にして、乳幼児教育の環境

と大人のかかわり方などの多角的な観点を用いて教育的成果を定量的に把握することができ

る CRAYON Book (Child Rearing Assist for Your Needs Book; ニーズにこたえる子育て支

援 Book)というツールも開発されている(韓, 2019)。今後、日本においても、このような尺度

を用いた現場での実践やデータ蓄積が縦断的に行われることによって、乳幼児教育が個人や

社会に与える効果について長期的かつ経済学的観点からも検証することが必要となるだろう。 
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ABSTRACT 

  

本稿では、医学的観点から肢体不自由の、特に脳性まひのある子どもに対する心理リハビ

リテーションを概観し、現在、教育現場で行われている心理リハビリテーションの課題を明

らかにすることで、今後、肢体不自由児・者教育の現場で活用することのできる心理リハビ

リテーションプログラムを構築するための基礎研究を実施した。教育分野における研究を検

討した結果、心理リハビリテーションが動作法・心リハキャンプを中心とした観察・質的研

究が多く、その他のリハビリテーションプログラムへの言及がほとんどなされていないこと

や、動作法・心リハキャンプに関しても量的にその効果を検証した研究は少ないことを明ら

かにした。今後の課題として、肢体不自由児・者に対する心理リハビリテーションの効果を

定量的に把握する量的研究や多職種連携に基づいたプログラムの充実が挙げられた。 
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Ⅰ．はじめに 

  

近年、特別支援教育において、特別支援学校教諭の教員養成課程によると「心身に障害の

ある幼児、児童又は生徒の心理、生理および病理に関する科目」(教育職員免許法施行規則第

7 条)が必須科目とされており、障害のある児童生徒の心理・生理・病理を、多角度観点から

理解することが必要であると述べている(永井, 2019; Kohara, Goto, Kwon et al., 2015)。肢

体不自由児教育においても児童と生徒の心理・生理・病理的な部分を考慮することが重要と

され、子どもの心理・生理・病理的な要素を理解した上で、肢体不自由教育を行うことを求

めている。そのため、肢体不自由教育における生理・病理に関する研究は、ますます進んで

いるが、医学的観点から肢体不自由児・者の心理面を検討し、教育現場における心理リハビ

リテーションを比較検討した研究はない。また、近年、医学分野からも肢体不自由のある子

どもたちの心理に着目し、学校をはじめとする施設への「不登校」についての報告もある(小

崎・徳井, 2019)。そこで、本稿では、医学的観点から肢体不自由の、特に脳性まひのある子

どもに対する心理リハビリテーションを概観し、現在、教育現場で行われている心理リハビ

リテーションの課題を明らかにすることで、今後、肢体不自由児・者教育の現場で活用する

ことのできる心理リハビリテーションプログラムを構築するための基礎研究とする。 

 

 

Ⅱ．脳性まひとは 

 

脳性まひ(Cerebral Palsy: CP)と疾病概念は、日常生活活動(Activities of Daily Living; 

ADL)の障害がほとんどないもの、または、軽度からすべて介助を必要とする重度、生命維持

も危ぶまれるものまで含んでおり、非常に包括的であり、医学・教育・福祉政策などの分野

によっても、概念に少しずつ差異があると述べている(近藤, 2014)。脳性まひリハビリテーシ

ョンガイドラインによって、医学・教育・福祉・研究分野の専門家との合意を経て簡潔・基

本的な定義が共通している脳性まひの概念が決められた。脳性麻痺の概念としては、1) 国際

ワークショップの Workshop in Bethesda(2004)で設定された定義と、2) 厚生労働省脳性麻

痺研究会議(1968)で決められた定義を用いることが進められている(表 1)。 

  

表 1 脳性まひの概念 

1) Workshop in Bethesda(2004)で設定された定義 

「脳性まひ」とは、運動と姿勢の発達の異常の１つの集まりを説明するものであり、活動の

制限を引き起こすが、発生・発達しつつある胎児または乳児の脳内で起こった非進行性の運

動発達障害である。また、脳性まひの運動障害では、感覚、認知、コミュニケーション、認

識、行動、発作性疾患が付け加わる。 

2) 厚生省脳性麻痺研究会議(1968)で決められた定義 

「脳性まひ」とは、受胎から新生児期(生後 4 週間以内)までの間に生じた脳の非進行性病変

に基づく、永続的なしかし変化しうる運動及び姿勢の異常である。進行性疾患や一過性の運

動障害、または将来正常化するであろうと思われる運動発達遅滞は除外する。 
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また、日本における脳性まひは、1000 人に 1から 2 人の割合で発生しており、先進国での

発生頻度と同様の数値であるが、医療・医学が未発達している国では、より多く発生してい

る。原因と危険因子では、胎内期(妊娠中)、周産期(妊娠 22 週から出産後 7 日未満)、胎外期(生

後 28 日、4 週間まで)に発生する脳形成不全、出血、出生前後の低酸素・虚血、脳梗塞、炎

症(脳炎、脳症)などがある。脳性まひの分類では、大きく痙直型(Spastic Cerebral Palsy)、

アテトーゼ型(Athetoid Cerebral Palsy)、失調型(Ataxic Cerebral Palsy)、混合型(Mixed 

Cerebral Palsy)があげられる(表 2)。 

 

表 2 脳性まひの分類 

分類 内容 

痙直型 

(Spastic Cerebral Palsy) 

脳性麻痺全体の約 80％以上 

両まひ、四肢まひ 

筋緊張が高く、筋の伸展と屈曲が著しく困難 

アテトーゼ型 

(Athetoid Cerebral Palsy) 

ジストニック型(dystonic)・不随意運動アテトーゼ型

(Choreo-athetotic)がある。 

筋緊張が突然に高まり、機能が低下する 

失調型 

(Ataxic Cerebral Palsy) 

筋の調整が失われ、座位や立位のバランスが不安定 

細かい動作・速い動きが難しい 

混合型 

(Mixed Cerebral Palsy) 
痙直型とアテトーゼ・ジスキネティック型の混合 

 

 

Ⅲ．脳性まひ児・者の心理リハビリテーション 

 

1．医学的観点からの心理リハビリテーション 

リハビリテーション医学での心理リハビリテーションとは、心理療法としている。心理療

法とは、患者(クライエント)の心理的・内的変化を促し、不安やうつ、障害への適応を援助

する治療法であり、行動、臨床動作法、認知行動、音楽、園芸、動物、カウンセリング、家

族などの療法が心理リハ(心理療法)として行われている(上田, 2016)。 

 

1) 行動療法 

行動療法とは、実験的に明らかにされている学習理論に基づいた臨床的介入であり、繰り

返し学習した行動パターンを観察し、望ましくない行動を減らすことまた、望ましい行動を

増やすことを治療の目標としている療法である。 

 

2) 臨床動作法 

臨床動作法は、訓練的な要素が強い場合には動作訓練、心理療法として用いる場合には動

作療法とする。成瀬(1973)により、脳性まひの肢体不自由児に対する活動の中から編み出し、

体係化した技法として動作法を行っている。また、脳性まひ児・者の間違った努力の仕方を

修正し、余計な緊張に至ることなく、身体を動かせるような仕方を身に着けることを動作訓
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練としている。具体的な動作法には、リラクゼーションやタテ系動作訓練(座位・立位、歩行

にて頭の先から尾骨までタテ方向に力を入れていくことで他の緊張が解消される)がある。脳

性まひ児・者から多動性障害、自閉症スペクトラム障害、心身へのストレスが言語で表現で

きない心身症者の治療にも用いられる療法である。 

 

3) 認知行動療法 

認知行動療法とは、精神分析の流れをくむ認知療法と学習理論に基づいた行動療法を統合

した治療である。具体的には、1 つの技法よりは、認知的技法(自己教示法、思考中断法など)

と行動技法(スキル訓練、リラクゼーション、行動リハーサルなど)を組み合わせたものであ

る。認知行動療法は、現在抱えている問題を、環境、行動、情緒、身体、動機付けの問題の

観点から明確にし、解決しやすい問題から変えていく。認知行動療法の手法は様々であり、

すべての手法を掲示することは困難であるが、今回は、認知刺激プログラムを認知療法とし

た。脳性まひ児を対象に認知刺激プログラムを行った結果、家庭および学校での実行機能の

行動に改善効果があったと報告した (Muriel, Garcia-Molina & Aparicio-Lopez, 2014)。 

 

4) 音楽療法 

音楽療法は、音楽を意図的な活動、触れ合いにより、心身機能の維持・回復、行動変容、

改正化を図る療法である。心理状態を把握し、心身機能への効果が最大限に発揮させるよう

に実施するため、レクリエーションの音楽と異なる。言語によるコミュニケーションが不可

能な対象に実施できるため、失語症や認知症の患者などにも幅広く行われている。 

Marrades-Caballero, Santonja-Medina, Sanz-Mengibar et al.(2018)の研究によると、楽

器を用いた16週間の音楽療法は、4-16歳の両側性脳性まひ児の腕・手の位置と自発運動段階

である「活動」まで改善させる結果を得ている。 

 

5) 園芸療法・動物療法 

園芸療法と動物療法とは、植物、動物と触れ合い、接触により内在したストレスを軽減さ

せ、本人の自信や主体性を回復・心身の状態を改善させる療法である。園芸療法は、植物を

観察しながら育てることで、注意力、持続力を向上させ、心身機能を改善させ、動物療法は、

生理学的効果(心身の促進)と心理的効果(心理的安定、恐怖・不安の解消)がある。 

脳性まひ児における動物療法では、犬の接触(Elmacı & Cevizci, 2015)と乗馬(Žalienė, 

Mockevičienė, Kreivinienė et al., 2018)を介入することで、筋緊張の調節と拘縮の予防なら

びに上下肢の筋肉効果、自らから目標を達成するための計画を立てること(コミュニケーショ

ン)などの効果を得られた。しかし、園芸療法・動物療法は、理学療法と作業療法と組み合わ

せて実施することが多いため、園芸・動物療法のみの客観的な効果であるという判定は困難

であると報告している。 
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出典： Elmacı & Cevizci (2015) Figure 6, Int J Environ Res Public Health. 12(5), 5046-5060. 

図1 動物療法：犬と脳性まひ児の筋緊張のリラクゼーション訓練 

 

 

6) カウンセリング 

カウンセリングは、主に心理面に働きかけ、本人が新たに気づきを得て、解決していける

ようにする援助である。心理療法と同様の物を目指すこともあるが、心理的には正常で、日

常生活上の支障が軽度にとどまる人を対象に広く医療・教育・社会福祉などの専門家チーム

(医師, 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士, ケースワーカーなど)によって行われている。

さらに、脳性まひ児に対するカウンセリングも行っているが、脳性まひ児・者の家族を対象

としたカウンセリングが多く行われている。Sedaghati, Younesi, Sedaghati et al.(2015)は、

脳性まひ児と母親を対象に、専門的なカウンセリングととともに認知療法を行った結果、脳

性まひ児と母親の心理社会的生活を改善させ、健康関連生活の質(Health Related Quality of 

Life; QOL)も改善させたと報告した。 

 

7) 家族療法 

家族療法とは、単なる障害児・者の問題ではなく、障害児・者の家族システムの問題・ゆ

がみがある部分を家族の立場から分析し、家族全体を変化させ、脳性まひ児・者の問題を解

決しようとする療法である。 

 

2．教育学観点からの心理リハビリテーション 

教育現場においての心理リハビリテーションは、動作課題を通じて肢体不自由の改善なら

びに心身の活性化を目的とした日本独自の心理療法であり、動作法の技法を中心とした支援

のあり方であると報告している(井村・古川, 2004)。その支援を中心としたプログラムでは、

心理リハビリテイションキャンプ(以下、心リハキャンプ)が挙げられている。心リハキャン

プとは、1967年から取り組まれはじめ、肢体不自由から種々の障害を有する児・者に対し、

集団集中訓練方式の動作法で1週間実施することを原型にしているものの、現在は、動作法だ

けでなく、集団療法、生活指導、親の会と保護者研究(家族)、トレーナー研修などの心理学

的観点から包括的な支援プログラムに教育している(石倉, 2019)。心リハキャンプ形式以外の
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集団療法も実施しているが、その集団療法は、それぞれであり、心理リハに参加する障害児・

者によって異なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： 井村・古川(2004) 写真1-3, 琉球大学法文学部紀要 人間科学. 13, 157-177. 

図2 心リハキャンプ：訓練の様子 

 

 

脳性まひ児・者における心理リハを検討すると、本吉(2012)の研究においては、心リハキ

ャンプを実施することで、脳性まひ児の動作が改善するとともに集団活動への参加率が増加

したと述べている。さらに、脳性まひとともに他の疾患を合併している重度・重複障害児・

者の上肢の動き(腕上げ，躯幹ひねり)姿勢(座位)などの動作法の関わりを観察し、指導経過に

よる結果を考察し、障害児・者の意図や感情を伝えることができる動作法の有用性を明らか

にした(本吉, 2013)。 

また、藤澤(2017)は、重度脳性まひ児に、姿勢(座位、躯幹の反らせ、膝立ち)の動作変容と

の関連性を考察し、以前より教育現場における学習支援の幅を広げ、松藤・藤瀨・吉川ら(2019)

は動作法訓練における集団療法を一つの事例として取り上げ、そのプログラムの内容と支援

の在り方を考察した。また、心リハキャンプを行うことで、「興奮性」「無気力」「多動」「不

適切な言動」に有意な軽減が見られ、行動障害の軽減に効果的であると述べた(石倉, 2019)。 

特別支援教育における心理リハビリテーションに関する研究はその多くが動作法に基づい

て行われている点で、医療分野での心理リハビリテーションとは異なっている。肢体不自由

児に対する特別支援教育で取り組まれている自立活動について、その活動内容を調査した中

井・高野(2011)は、幼稚部から高等部にかけて、「常に活用している理論・技法」として動作
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法があると指摘している。中井・高野(2011)の調査の中で、明らかになっている動作法以外

の心理療法としては、音楽療法が挙げられたが、これは「校内研修を実施している理論・技

法」として扱われているのみで、特別支援学校の中で実際に実施されているかどうかは定か

ではない。また、実際に動作法をはじめとする心理療法を行う際には、教員のみならず、医

師やカウンセラーをはじめとする他職種との連携が必要となるが、特別支援学校では、医療

分野との連携において、情報の共有に重きが置かれており、指導上の連携には至っていない

という課題も存在している(中井・高野, 2011)。 

小崎・徳井(2019)は「通い続けることが望まれる機会や場(通所を含む)」への参加を拒否し

た肢体不自由児・者の事例について報告している。特に、車いすの使用など、移動に関する

介助を必要とする肢体不自由児・者は、本人の意思とは裏腹に登校や通所ができてしまうこ

とがあり、参加の拒否が、「不登校」や「欠勤」として顕在化しにくいことを指摘している。

このことから、健常児に比べ、学校教育への参加の拒否が顕在化しにくい、肢体不自由児が

自身に心理状態を的確に周囲に伝え、そのケアを受けることのできるような教育の場が学校

に求められるだろう。 

 

 

Ⅳ．考察 

 

本稿では、脳性まひ児・者における心理リハビリテーションを医学的観点と教育学観点か

らの内容を検討した。専門家を中心とした医学的心理リハビリテーションは、脳性まひ児・

者を対象に、行動、臨床動作法、認知行動、音楽、園芸、動物、カウンセリング、家族など

の療法が心理リハを実施し、心理リハ前後の身体的・精神的な効果を明らかにした研究が多

く、心理リハプログラムの構成も多様であった。 

教育学観点での心理リハビリテーションにおいては、臨床動作法と動作法を中心とした心

リハキャンプを行っており、脳性まひ児・者と心リハキャンプとの意義・有効性、時間的経

過による脳性まひ児・者の姿勢の関係性を分析する質的研究が中心であった。その一方で、

石倉(2019)のみの研究が、脳性まひ児を含む障害児・者を対象に、ACB-J尺度(Aberrant 

Behavior Checklist)を用いて、日常生活の行動における心リハキャンプの効果を量的に検討

した。以上のように、教育分野における肢体不自由児・者に対する心理リハビリテーション

は動作法に偏っている。先行研究を見ても、動作法以外の心理リハビリテーションについて

言及されているものはほとんど見られなかった。しかし、肢体不自由児が日常生活の多くの

時間を過ごすことになる特別支援教育の場面においても心理リハの介入が必要とされること

はある。医学的な心理リハビリテーションを教員が実施することは難しく、医師をはじめと

する専門職との連携が必須となるが、指導上の連携までは至っていないことも多く(中井・高

野, 2011)、適切な心理リハが実施されているかに関しては、より詳細な調査が必要となるだ

ろう。また、医療と教育の連携に関しては、心理リハビリテーションのみならず、脳性まひ

児の身体機能においても影響を与えることが指摘されている。教育現場において、脳性まひ

児の姿勢・運動・動作に対する正しい理解の下、適切に歩行などの日常生活動作を行わせる

ことができていないと、立位・歩行能力の低下を招き、痙直型では変形拘縮が増悪すると言

われている(朝貝, 2019)。 
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 教育分野における脳性まひ児に対する心理リハビリテーションの課題として、動作法を中

心とした、現在実施されているプログラムに関する量的研究の充実を図ることと、医療をは

じめとする多職種連携に基づいた、心理リハビリテーションプログラムの多様化が挙げられ

る。量的研究に関しては、脳性まひ児に限らず、子どもたちの心理的な変化を量的に捉える

ための評価尺度などが学校教育において、一般化されていないことも課題の一つである。動

作法は、動作訓練を通して子どもたちの心理的な発達を促すことを目的としたプログラムで

あり、質的にその効果は検証されているが、子どもの心理的な変化を標準化された評価尺度

によってとらえることで、より個々の子どもの状態に合わせた心理リハビリテーションとし

ての役割を充実させることができると考える。 

 また、心理リハビリテーションプログラムの多様化に関して、中井・高野(2011)や朝貝

(2019)が指摘するように、リハビリテーションの専門である医療分野との連携の強化が必須

になる。脳性まひをはじめとする肢体不自由児教育においては、心理リハビリテーションの

みならず、子どもたちの姿勢・運動・動作の改善についても医療分野との連携が求められて

いる。脳性まひ児の実態も多様化していることから、一人ひとりの持つ心理面のニーズに対

しても包括的な対応が求められている。動作法による心理発達の促進は教育の中で実施する

プログラムとして確かに魅力的ではあるが、子どもたちの現在の心理状態に対しては、カウ

ンセリングや認知行動療法、音楽療法などによる対応も必要となろう。小崎・徳井(2019)が

指摘した、肢体不自由という障害の特性上生じるが、顕在化しにくい心理的な課題に対して

も学校教育の場で適切な対応が求められている。肢体不自由児・者の心理的な特性への理解

と専門化を含めたチームでの教育的な心理リハビリテーションを展開していかなければなら

ない。 

 

 

Ⅴ．おわりに 

 

 本稿では、脳性まひ児・者を中心として、医学分野における心理リハビリテーションを概

観した。その内容を基に、教育分野における研究を検討した結果、心理リハビリテーション

が動作法・心リハキャンプを中心とした観察・質的研究が多く、その他のリハビリテーショ

ンプログラムへの言及がほとんどなされていないことや、動作法・心リハキャンプに関して

も量的にその効果を検証した研究は少ないことを明らかにした。脳性まひをはじめとした肢

体不自由のある子どもたちが教育分野においても適切な心理リハビリテーションを受けるこ

とができるよう、学校場面における個々の心理状態の把握と、多職種連携によるリハビリテ

ーションプログラムの充実は必須と言えるだろう。 

 また、本稿では教育分野として、特別支援教育の場面を中心に論じたが、インクルーシブ

教育の推進により、今後ますます、通常の学校でも肢体不自由のある子どもが学ぶ機会が増

えていくだろう。その場合には、特別支援教育に関する基礎知識のない教員が肢体不自由児

の教育を担当することも多くなると考えられる。その際にはますます、地域の特別支援学校

や医療機関、スクールカウンセラーをはじめとした多職種との連携体制が必要となる。今後

の課題として、多職種連携のために肢体不自由児・者の心理的特性を捉え、専門分野を超え

て情報を共有するためのシステムも必要になると考えられる。 
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ABSTRACT 

  

本研究では、大学新入生の入学直後に感じている発達障害関連困り感の高さ・低さ、およ

び相談などの学生支援の実行とその後の講義の出席率・成績の関連性について検討すること

を目的とした。対象者は大学新入生の学生 42 名であった。対象学生の入学直後に発達障害

関連困り感質問紙調査（高橋・岩渕・須田ら，2015）を実施した。また、相談を希望した学

生に対しては、筆者が個別相談を実施した。従属変数は、入学直後の前学期の講義の出席率

と Grade Point Average（以下、GPA）を用いた。分析Ⅰでは、講義の出席率と GPAの相関

を検討し、強い相関がみられた。分析Ⅱでは、個別相談を実施しなかった 35 名を発達障害

関連困り感の高群・低群に分類し、出席率と GPA において有意差がみられるのかを検討した。

その結果、発達障害関連困り感の高群は低群に比較し、有意に低い出席率と GPA を示した。

分析Ⅲでは、全対象者を対象に、発達障害関連困り感の高群・低群と相談の有無が出席率と

GPA に与える影響を検討した。その結果、発達障害関連困り感の高群で相談を実施した学生

は、相談未実施の学生と比較して高い出席率・GPAを示した。一方で、発達障害関連困り感

の低群では、相談の実施有無による出席率・GPA において明確な違いがみられなかった。以

上の結果から、新入学生に対して、早期に発達障害関連困り感質問紙調査を実施し、予防的

介入をすることの有効性や、相談を希望しない学生への対応について、考察した。 
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Ⅰ．問題と目的 

  

日本学生支援機構（2020）は、我が国の高等教育機関に在籍する学生のうち、障害を有す

る学生は約 3万 7 千人おり、全体の学生のうち 1.67％の在籍率であることを示している。そ

の中で、支援を実施されている学生は約半数に上ることを報告している。また、各障害種に

着目すると、病弱・虚弱、精神障害、発達障害の順で多く、全体として障害のある学生の在

籍数が増加傾向にあることが報告されている。そのため、障害のある学生への支援や、不当

な差別的取扱いの排除や合理的配慮の提供など様々な対応が高等教育機関には求められてい

る（文部科学省，2017）。 

 また、近年、障害に関する医学的診断がないものの、困り感や支援ニーズのある学生に対

する支援の重要性も指摘されている。例えば、斎藤（2010）は、大学生活の中で、初めて生

きにくさがあらわになるケースが報告されていることを挙げ、確定診断が得られたケースだ

けではなく、大学生活に困難を抱える学生の支援ニーズを出発点として支援を開始する方策

を提案している。また、高橋（2012）は、斎藤（2010）のケースに加え、事前に医学的診断

を受けていても学生本人が医学的診断のあることを周囲に打ち明けずに頑張ってみようとし、

うまくいかなくなったケースがあることも指摘し、早期診断の技術の進展に関わらず、こう

した状況がなくならないことを予見している。そのため、大学の支援者が学生の困難に早め

に気づき、二次障害に発展するまえに学生と共に対策を考えることが重要であるとしている。

その方法として、大学生活における困り感とそれらに対して支援が必要であるという意識、

支援ニーズの把握が必要であると指摘している。これらの困り感、支援ニーズを把握するも

のとして、発達障害関連困り感質問紙がある（高橋・岩渕・須田ら，2015）。 

 発達障害関連困り感質問紙は、発達障害に関連する困り感を持つ大学生の支援ニーズを把

握するために作成、標準化された質問紙である。支援ニーズを把握するため、学生自身の発

達障害の症状を評価するものではなく、発達障害に関する困り感を自己評価するものとなっ

ている。 

 近年、この発達障害関連困り感質問紙を用いた調査や支援が報告されている。篠田・中茎・

篠田ら（2017）は、新入学生に発達障害関連困り感質問紙を実施し、新入学生のうち約 3.6%

の学生が+2SD を超える高い困り感を持つことを報告している。また、篠田・島田・篠田ら

（2019）は、発達障害関連困り感質問紙を用いた支援ニーズの把握を実施している立正大

学・信州大学について調査・報告をしている。彼らの報告によると、立正大学では、発達障

害関連困り感質問紙を個別事例に関する情報共有や学生の自己理解の一助として用いており、

信州大学では、スクリーニングとして用い、相談を希望した学生への対応を実施していると

のことであった。 

 また、発達障害関連困り感質問紙によって明らかとなった困り感と成績などの関連性につ

いても報告がなされつつある。佐々木・竹田・高橋（2018）は、発達障害関連困り感質問紙

によって明らかとなった困り感と累積 Grade Point Average（以下、GPA）の関連性を検討

した結果、より困り感の高い学生群は低い学生群よりも有意に低い累積 GPA を示したことを

報告している。 

 以上のように、発達障害関連困り感質問紙による学生の困り感の把握や、成績との関連性

などの検討がなされつつある。しかしながら、垂門（2016）が指摘するように、依然として

大学における学生への修学支援に関する報告は少ない。特に、成績との関連が高い講義への
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出席率（小泉，2008；垂門，2015）については、発達障害関連困り感質問紙による困り感と

の関連性が検討されていない。また、信州大学のように発達障害関連困り感質問紙を実施す

る際、学生に相談希望の有無を尋ね、相談希望のあった学生への対応を実施するといった実

践が報告されているが、こうした相談が発達障害関連困り感質問紙による支援ニーズの高

群・低群の学生に対して、出席率・GPA にどのような影響を与えるのか検討がなされていな

い。発達障害関連困り感質問紙は、大学生活をあまり経験していない学生などにも適用でき

るように作成されている（高橋，2012）。そのため、入学直後に発達障害関連困り感質問紙

調査を行い、その結果をもとに、支援・指導を行うといった実践は、大学生活における不適

応の予防につながることが推察される。こうした予防的な支援ニーズの把握は各大学でなさ

れつつある（篠田・島田・篠田ら，2019）が、発達障害関連困り感質問紙の結果とその後の

出席率・GPA との関係について検討したものはない。また、質問紙を実施した際に相談を希

望した学生に対しては、相談を行うことが考えられるが、それによりその後の出席率・GPA

にどのような影響を与えるのかについても検討がなされていない。 

 そこで、本研究では、入学直後の新入生に対し、発達障害関連困り感質問紙を実施し、そ

こで回答された困り感の高さ・低さと相談実施の有無が、春学期の出席率・GPA において、

どのような影響を及ぼすのかを検討することを目的とする。そのため、分析Ⅰでは垂門

（2015）と同様に、本研究における対象学生の出席率と GPA に相関がみられるのかを検討

する。次に、相談などの介入が行われなかった「相談なし群」において、入学直後の発達障

害関連困り感の高・低群において、出席率・GPA に有意な差がみられるのかを分析Ⅱで検討

する。その後、分析Ⅲにおいて、入学直後の発達障害関連困り感の高低と相談の有無が、春

学期の出席率・GPA にどのような影響を及ぼすのかを検討する。これらの結果を基に、発達

障害関連困り感調査における新入学生への支援方法について検討する。 

 

 

Ⅱ．方法 

 

1.データ収集 

1）対象学生とデータ収集期間 

 A 大学において、筆者が担当する講義を受けていた新入学生を対象にした。A 大学は、関

東圏の私立大学であった。この講義は、1 年生必修の初年次教育を目的とした講義であった。 

 A 大学では、4 月から 7 月末までを春学期としている。そのため、対象学生が入学した年

度の春学期のみのデータを収集し、分析の対象とした。 

 

2）倫理的配慮事項 

 本研究を実施する際には、個人情報を削除した状態で発達障害関連困り感調査の実施結果

や出席率・成績を外部に発表してよいかを文書で尋ねた。その際には、いかなる回答をした

としても、学生には利益・不利益が被らないことを口頭・文書で説明した。本研究では、こ

うした文書で外部への発表、および出席・成績状況の利用について承諾をし、春学期が終わ

るまでに退学・休学をせず、外部発表などについて撤回の意を示さなかった学生 42 名の結

果を分析対象とした。このように、実施に当たっては、筆者の所属機関の研究倫理委員会の

基準に照らし、充分に配慮し、そのうえで実施した。 
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3）発達障害関連困り感質問紙調査 

 発達障害関連困り感質問紙および基準値を用いた。具体的には、スクリーニングなどの多

くの学生を対象に実施する際に使用しやすいとしている ADHD 困り感 24 項目版、ASD 困

り感 13 項目版を併せた計 37 項目を用いた。質問項目はランダムに配置された。また、高橋・

岩渕・須田ら（2015）が提案しているように、質問項目の最後には、自身の結果について開

示を希望するか、相談を希望するかについて尋ねる項目を配置した。その際には、「希望する」

「希望しない」に加え、「迷っている」という選択肢も提示した。これは、高橋（2012）が

提案しているように、相談することへネガティブなイメージを持っている学生に対しても、

選択のしやすいようにするためである。また、他教員への開示を許可するか否かについても

尋ねた。「迷っている」と答えた学生については、後日、再度希望を尋ねた。 

 

4）相談を希望した学生への対応 

 発達障害関連困り感の程度に関わらず相談を希望した学生には、筆者が個別に相談を実施

した。相談を実施した学生のプロフィールを表 1 に示す。主訴・支援内容は、丹治・野呂（2014）

において用いられたカテゴリー名、もしくはサブカテゴリー名を用いた。 

 

表 1 相談実施学生のプロフィール、主訴・支援内容 

No. 発達障害関連困り感 主訴 支援内容

＃1 高群 対人関係上の困難・学業上の困難
適切な対応の仕方の助言・社会常識に関する指導

環境調整・トラブルへの対応

＃2 高群 対人関係上の困難 適切な対応の仕方の助言

＃3 低群 対人関係上の困難・学業上の困難 適切な対応の仕方の助言・特性の理解促進

＃4 低群 対人関係上の困難 適切な対応の仕方の助言

＃5 低群 対人関係上の困難 社会常識に関する指導

＃6 低群 就職に対する困難 職業訓練センター（A大学における就職支援センター）への紹介

＃7 低群 対人関係上の困難 適切な対応の仕方の助言  

 

 

 相談は基本的に隔週で行われた。相談では、発達障害関連困り感質問紙調査の結果ととも

に学生の感じている困り感を聞き取り、実際にどのような場面や行動において困り感を有し

ているのか具体化をした。また、その際にどのような工夫や調整をするとよいのかについて

協議する形式で行われた。初回の相談時までに明確な医学的診断を有していたのは＃1 の学

生のみであった。また、その後の相談過程で医学的診断につながったケースはなかった。な

お、＃3 の学生の相談・指導内容は、真名瀬（2019）で報告された学生と同一事例である。

この学生は、発達障害関連困り感低群に分類された。相談場面で聞き取りを行う中で、読み

困難が判明し、より詳細なアセスメントを実施し、支援ツールの提示・貸し出しなどの支援

を実行した。 

 

5）出席率 

 A 大学では、学生が講義に出席した際にはスマートフォンなどを用いてインターネット上に

て出席したことを登録するオンライン出席管理システムが全学的に導入されていた。本研究で

は、この管理システムにおいて登録された出席情報を用いた。出席率は、学生の出席数を学生

が受講登録した講義の実施回数で除し、その結果に 100 を乗じて算出したものを利用した。 
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6）GPA 

 本研究では、分析対象となった学生の GPAを用いた。これは、各学期において、履修した

科目の成績の平均値を算出するものである。 

 

2.分析方法 

1）発達障害関連困り感と群分け 

 発達障害関連困り感質問紙調査において、ADHD 困り感もしくは ASD 困り感のどちらか

のパーセンタイル順位が 90 以上の学生を「発達障害関連困り感・高群」とした。そのほか

の学生は「発達障害関連困り感・低群」とした。また、発達障害関連困り感質問紙調査にお

いて、相談や面談を希望し、調査直後に相談や面談を実施した学生を「相談あり群」、相談や

面談を実施しなかった学生を「相談なし群」とした。これらの群分けの結果および分析とし

た対象について、図 1 に示す。 

 

 

図 1 群分けのフローおよび分析対象範囲 

 

 

それぞれの群の人数は、「相談あり群×発達障害関連困り感・高群」が 2 名、「相談あり群×

発達障害関連困り感・低群」が 5 名、「相談なし群×発達障害関連困り感・高群」が 5 名、「相

談なし群×発達障害関連困り感・低群」が 30 名であった。 

 

2）分析方法 

 すべての統計解析には EZR（Kanda，2013）を用いた。EZRは R および R コマンダーの

機能を拡張した統計ソウトウェアであり、自治医科大学附属さいたま医療センターのホーム

ページで無償配布されているものである。 

 

（1）分析Ⅰ 

 本研究で対象となった学生の出席率と GPA について、垂門（2015）のように相関がみら

れるのかを検討するために、全対象学生の出席率と GPA の相関を Pearson の積算相関係数
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を用いて評価した。Guilford（1956）の提案した基準を用い、相関係数の絶対値が 0.7 以上

の際に、 強い相関ありと判断した。 

 

（2）分析Ⅱ 

 相談対応がされていない学生の発達障害関連困り感尺度の高・低群の間に、春学期の出席

率・GPA において有意な差がみられるかを検討するため、マン・ホイットニ検定（両側検定）

によって確認した。p < .05 を統計的に有意であると判断した。 

 

（3）分析Ⅲ 

 入学直後の発達障害関連困り感の程度と相談の有無が、春学期の出席率・GPA に有意な影

響を及ぼすのかを検討するため、二元配置分散分析によって確認をした。また、同時に交互

作用についても検討した。p < .05 であるときに、統計的有意であると判断した。 

 

 

Ⅲ．結果 

 

1. 各群における出席率および GPA 

 各群における出席率・GPA の平均値と標準偏差について、表 2・3 に示す。この結果を基

に、全ての分析を行う。 

 

表 2 各群における出席率の平均値と標準偏差 

n M（％） SD n M（％） SD n M（％） SD

高群 7 71.1 17.3 2 90.1 3.70 5 63.5 14.5

低群 35 85.2 8.14 5 89.3 5.69 30 84.5 8.29

全体 42 82.9 11.5 7 88.3 4.71 35 81.5 12.0

相談あり群 相談なし群全体

発達障害関連困り感

 

 

 

表 3 各群における GPA の平均値と標準偏差 

n M SD n M SD n M SD

高群 7 1.43 0.93 2 2.42 0.63 5 1.04 0.71

低群 35 2.29 0.72 5 2.39 0.51 30 2.28 0.75

全体 42 2.15 0.83 7 2.40 0.55 35 2.10 0.86

相談なし群

発達障害関連困り感

全体 相談あり群

 

 

 

2. 分析Ⅰの結果 

 本研究における全対象者の出席率と GPA の相関を検討するために、本研究の全対象者 42

名を対象に Pearson の積算相関係数を用いて、出席率と GPAの相関を評価した。その結果、

出席率と GPA の間には相関係数 0.795 の強い正の相関があり、両者の相関は統計学的に有意

であった（p = .000）。 
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3. 分析Ⅱの結果 

 相談対応がされていない学生の発達障害関連困り感尺度の高・低群の間に、春学期の出席

率・GPA において有意な差がみられるかを検討するため、マン・ホイットニ検定（両側検定）

を実施した。対象者には、相談を希望せず、実施しなかった学生 35 名が抽出され、そのう

ち発達障害関連困り感の高群は 5 名、発達障害関連困り感の低群は 30 名となった。 

 表 2 に示した相談なし群の発達障害関連困り感高群と低群における出席率をマン・ホイッ

トニ検定（両側検定）によって確認した。その結果、発達障害関連困り感の高群は低群より

も有意に低い出席率を示した（p = .003)。 

また、表 3 に示した相談なし群の発達障害関連困り感高群と低群における GPA をマン・

ホイットニ検定（両側検定）によって確認した。その結果、発達障害関連困り感の高群は低

群よりも有意に低い GPA の値を示した（p = .01)。 

 

4. 分析Ⅲの結果 

 発達障害関連困り感の高い群・低い群において、相談の実施有無が出席率・GPA に与える

影響を検討するために、二元配置分散分析によって確認をした。対象者は、本研究の全対象

者である 42 名であり、図 1 に示したながれに沿って群分けを行い、表 2・3 に示した結果を

もとに分析を行った。 

 GPA について、発達障害関連困り感の高・低群と相談実施有無の二元配置分散分析を行っ

た結果、相談有無の主効果（F（1，38）＝4.17，p = .047)が有意となった。一方で、発達障

害関連困り感の主効果（F（1，38）= 2.78，p = .103）は有意ではなかった。また、発達障

害関連困り感の各群と相談の有無の各群において、有意ではないが、交互作用（F（1，38）

= 2.99，p = .091)がみられた。交互作用を検討するために、各群の平均値を棒グラフで示す

（図 2）。 

 Plot of Means

相談あり.なし群

G
P

A

1.0

1.5

2.0

2.5
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図 2 GPAにおける発達障害関連困り感の高・低群と相談の有無 

エラーバーは、95%の信頼区間における標準誤差を示している。 
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この結果から、発達障害関連困り感の高群において、相談の有無は GPA に影響を及ぼす一

方で、発達障害関連困り感の低群においては、相談の有無は GPA に影響を及ぼさないと認め

られた。 

 次に、出席率について、発達障害関連困り感の高・低群、相談の実施有無の二元配置分散

分析を行った結果、相談有無の主効果（F（1，38）= 12.1，p = .001）と発達障害関連困り

感の主効果（F（1，38）= 5.04，p = .030）が有意となった。また、発達障害関連困り感と

相談有無の交互作用（F（1，38）= 5.91，p = .019）も有意となった。交互作用を検討する

ために、各群の平均値を棒グラフで示す（図 3）。この結果から、発達障害関連困り感の高群

において、相談の有無は出席率に影響を及ぼす一方で、発達障害関連困り感の低群において

は、相談の有無は出席率に影響を及ぼさないと認められた。 

 Plot of Means
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図 3 出席率における発達障害関連困り感の高・低群と相談の有無 

エラーバーは、95%の信頼区間における標準誤差を示している。 

 

 

Ⅳ．考察 

 

本研究では、入学直後の新入生が感じている発達障害関連困り感の高さ・低さと相談の実

施有無による、春学期の出席率・GPA への影響を検討することを目的とした。そのために、

大きく 3 つの分析を行った。それぞれの結果を踏まえ、考察を行う。 

 

1．分析Ⅰの結果における考察 

 本研究における対象学生の出席率と GPA が垂門（2015）と同じように高い相関がみられ

るのかを検討した。その結果、垂門（2015）と同様に、本研究における対象学生の出席率と

GPA には強い相関がみられた。この結果は、先行研究で示されたように、本研究の対象学生

においても、出席率と GPAには高い関係性があることが示唆される。そのため、学生の支援

（％） 
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にあたっては、GPA のみならず出席率についても着目することが重要であり、その両方に着

目をし、検討することが妥当であると考えられる。 

 

2．分析Ⅱの結果における考察 

 相談などの介入が行われなかった「相談なし群」において、入学直後の発達障害関連困り

感の高・低群と、出席率・GPA の間にどのような影響がみられるのかを検討した。その結果、

佐々木・竹田・高橋（2018）の結果と同様に、発達障害関連困り感において、困り感の高い

群は困り感の低い群よりも有意に低い GPA を示した。また、GPA のみならず出席率につい

ても、困り感の高い群は困り感の低い群より有意に低い結果となった。この結果から、佐々

木・竹田・高橋（2018）の結果が再現されたとともに、発達障害関連困り感の高い群は出席

においても困難さを抱える傾向にあることが示された。 

 これまでに、発達障害関連困り感の高群・低群における出席率の差については検討されて

いなかったが、発達障害関連困り感の高い学生は成績だけではなく、講義に出席することへ

の困難さがあることが結果から指摘される。発達障害の医学的診断のある学生には、感覚の

過敏性や言語・非言語的コミュニケーションの苦手さなどの症状のために、講義への出席な

ど学業に困難を抱えやすいことが指摘されてきた（佐々木・野呂，2018；岡崎，2018）。本

研究の結果から、医学的診断のない学生であっても、高い発達障害関連困り感を抱える事例

の場合、医学的診断を有する学生と同様に講義への出席に困難を抱えやすいことが示された

一方で、具体的にどのような困り感を持つのかについては、充分に検討できなかった。今後、

こうした学生の傾向について詳細に検討する必要がある。 

また、分析Ⅰで示されたように出席と GPA の間には高い相関がみられる。そのため、入学

時において高い発達障害関連困り感を有する学生に対しては、講義の出席について困難を抱

えやすいことを前提に、学生に対して相談を促す、あるいは講義の出席を促す、維持するた

めの支援・指導を実施することの有効性が示唆される。一方で、本研究のように、高い発達

障害関連困り感を抱える学生であっても、結果の開示や相談を希望しないケースもみられる。

高橋（2014）は、大学の支援につながりやすいポイントとして、自己理解や支援を受けてき

た経験、発達障害への理解や障害受容の有無を挙げている。また、大学入学に際し、大学入

学の目的や高校と大学の違い、大学生活の見通しや卒業後のビジョンが明確かといったポイ

ントを挙げている。本研究では、発達障害関連困り感質問紙を入学直後に実施したために、

特に大学生活に関する理解や見通しが不十分であった可能性が考えられる。そのため、今後

は、発達障害関連困り感質問紙の文言や実施方法・タイミングだけではなく、学生が大学生

活を送る中で困難さを感じた時に、相談につながるような仕組み・取り組みも併せて検討し

ていくことが求められる。 

 

3．分析Ⅲの結果における考察 

入学直後の発達障害関連困り感の高低と相談の有無が、春学期の出席率・GPA にどのよう

な影響を及ぼすのかを検討した。その結果、GPA・出席率において、発達障害関連困り感の

高い群は相談有無が主効果となり、発達障害関連困り感の低い群は相談有無が主効果となら

なかった。この結果について、学生の特性および相談による効果の観点から考察する。 

 発達障害関連困り感の高い群に対しては、相談を実施することで、相談を実施しない群と

比較して高い出席率・GPA を示した。事例数が少ないために過度な一般化は不適切であるが、
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高い発達障害関連困り感を有する学生に対して主訴に応じた相談を行うことで、学業におけ

る不適応を予防する結果になったと考えられる。一方で、医学的診断を受けている学生もい

たことから、本研究において発達障害関連困り感の高く、相談を希望した学生は、大学の支

援をスムーズに活用できる、あるいは援助要求を出せる学生であったことも推察される。 

 一方で、発達障害関連困り感の低い群においては、相談の有無は出席率・GPA ともに影響

を及ぼさなかったことが認められた。この結果からは、本研究において、発達障害関連困り

感の低い群に対する学生の主訴や相談内容が学業に関するものではなかったことが要因とし

て考えられる。本研究で対象となった学生のプロフィールに着目すると、5 名のうち 1 名の

みが学業上の困難さであり、その他の学生は対人関係や就職に関する支援ニーズを有してい

た。そのために、相談による効果が出席率や GPA に反映されなかったことが考えられる。今

後、＃3 の学生のように、発達障害関連困り感が低く、学業上の困難さに対して支援・指導

を行った学生における出席率・GPA について検討する必要がある。また、出席率や GPA と

いった指標で効果を示せない場合には、佐々木・青木・五味ら（2018）のような修学支援の

効果に関するアンケートなどを作成し、評価することも可能である。今後、学業上の困難さ

に直接つながらない困り感を持つ学生への支援・指導の効果検証がより求められていく。 

 

4．総合考察 

 本研究の結果から、入学直後に感じている発達障害関連困り感は、その後の講義への出席

や成績に影響を与えることが判明した。また、高い発達障害関連困り感を感じている学生に

対しては、入学直後の段階から相談対応を行うことで相談を行わなかった学生よりも有意に

高い出席率・GPAを示した。一方で、低い発達障害関連困り感を感じている学生に対しては、

相談対応をした学生と対応をしなかった学生との間に有意な差がみられなかった。 

 これらの結果は、発達障害関連困り感質問紙における困り感の程度と GPA との関連性を示

した佐々木・高橋・竹田（2018）の知見を拡げるものであったといえる。特に、成績と関連

の強い講義の出席においても、GPA と同様に発達障害関連困り感質問紙において高い困り感

を有している学生で相談などの対応がなされていない学生の出席率が低いことが本研究では

示された。加えて、佐々木・高橋・竹田（2018）と異なり、本研究では発達障害関連困り感

質問紙を入学直後に実施し、対応を行った。そのため、入学直後に感じている発達障害関連

困り感が、先行研究と同様にその後の出席率・GPA に影響を及ぼす可能性が高いことが本研

究では示唆された。加えて、新入学生に対する入学直後に実施される発達障害関連困り感質

問紙調査は学生生活の困り感のスクリーニング（篠田・島田・篠田ら，2019）としての機能

に加え、講義への出席や成績における困難さなど大学生活の不適応への予防的介入のとして

も機能することが考えられる。 

 一方で、高い発達障害関連困り感を持ちながら、相談を希望しない学生への対応は課題が

残る。本研究では、あくまで相談を希望した学生への対応を行い、相談を希望しなかった学

生に対しては、相談対応を実施しなかった。篠田・島田・篠田ら（2019）が報告しているよ

うに、仮に学生を呼び出したとしても相談に来る学生は多くはない。そのため、各大学が実

施している既存の対応時に、調査結果を踏まえた相談・対応するといった活用が考えられる。

たとえば、出席回数が多い学生や保証人に連絡をし、個別指導・相談を行うといった取り組

み（田部井・生田，2014）や、全新入学生を対象とした学生面談（篠田・島田・篠田ら，2019；

関西国際大学，2018）の際に、発達障害関連困り感調査の結果は支援・指導を行う上で有益
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な情報となる。また、こうした取り組みは保証人にも連絡することが多く、より多くの学生

が参加することが予測される。そのため、発達障害関連困り感調査をきっかけとする相談や

介入のほかに、従来実施されている様々な学生対応の中で柔軟に情報を用い、対応をしてい

く取り組みについて今後検討していく必要がある。特に、発達障害関連困り感調査に基づく

対応については、専門知識を有していることが推奨される（高橋，2012）。そのため、どの

ような形式で行うのか、今後検討が求められる。 

本研究の課題として、対象となった大学・学生の属性が挙げられる。本研究では、A 大学

に在籍し、筆者の講義を受けていた学生のみを対象とした。そのため、今後様々な大学種・

属性において、本研究で得られた知見を検証していくことが必要である。特に、大学偏差値

に着目すると、大学偏差値の高い大学は退学率が低い（中島，2015）といった報告がある。

そのため、大学偏差値の高い大学では、高い発達障害関連困り感を抱えている学生であって

も、講義の出席や成績に困難さを示さず、サークルなど課外活動上で学生同士のコミュニケ

ーションに困難さを抱えるなど、異なる困難さを示す可能性も考えられる。そのため、今後、

偏差値を含め、様々な大学種・属性において検討していくことが求められる。また、本研究

においては実施した学生支援・指導について、本研究の主旨とは異なるために詳細な報告を

行わなかった。しかしながら、支援・指導の内容・質によっては、学生に与える影響が異な

ることが考えられる。大学における修学支援に関する報告は非常に少ない（垂門，2015）た

め、今後実践例を積み重ね、検討する必要がある。 
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ABSTRACT 

 
近年、経済・産業構造の変化により仕事や職業生活に関する強い不安、悩み、ストレスを

感じている労働者の割合が高くなっている中、保育士の早期離職の傾向も高まっている。し

かしながら、保育士の性格や特性等の内面的要因とキャリアアップの支援策の関連において

は未だ十分に検討されていない。本研究では、保育所内における職業人に対して心と体の健

康が情報の取得及び表出する能力に与える影響をキャリアにおけるニーズを分析する観点か

ら検討することを目的とし、Scale for Coordinate Contiguous Career（Scale C3）を用いて、

パーソナリティとキャリアを評価した。構造方程式モデリングを用いたパス解析の分析の結

果、年齢と勤続年数という変数が心と体の健康に影響し、さらに注意特性に影響を及ぼし、

最終的には情報取得と情報表出といったキャリアにおける影響を与えるモデルにおいて良好

な適合度が見られた。心と体の健康が、年齢や勤続年数に影響を受けることについては、職

業人として仕事をする上で年齢による体の変化や人間関係などが関連していることが考えら

れることが示唆された。 
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Ⅰ．背景 

  

近年、経済・産業構造が変化する中で、仕事や職業生活に関する強い不安、悩み、ストレ

スを感じている労働者の割合が高くなっている（厚生労働省, 2017）。特に、保育士資格を有

するハローワーク求職者のうち 48.5％が保育士としての就業を希望しておらず、責任の重さ

や事故への不安などが最も高いことが報告されている（厚生労働省, 2014）。さらに、厚生労

働省の平成 27 年度の調査では、保育士資格を有しながら保育士としての再就職を希望しな

い求職者のうち、約 51％が勤務年数 5 年未満であり、早期離職の傾向も顕著であることが報

告され、職務上感じるストレスが高いことが指摘されている（厚生労働省, 2013）。 

 保育士のストレス状態が続くと、精神的健康に影響を与え、保育の質にも影響を及ぼすこ

とが報告されている（大鐘, 2015）。また、保育士本人の保育観や保育の専門性を高めていく

意識の低下にもつながることが報告されているが（木村, 2016）、多くの先行研究は保育士の

職場環境の改善やキャリアアップの支援策における環境要因に注目しており（厚生労働省, 

2017）、保育士の性格や特性等の内面的要因との関連においては未だ十分に行われていない。

パーソナリティ要因は、職務満足度と関連があり、その傾向に合わせたサポート体制作りや

ストレス耐性の強化を図ることが職務満足度の向上と離職対策につながる可能性があること

が報告されている（久保・永松・竹山ら, 2007）。 

Parsons（1909）によると、人には一人一人固有の特徴と強みがあり、仕事にはまた一つ

一つ異なる要件があり、個人の特徴と仕事の要件をマッチングできる度合いが高いほど、個

人の職業生活における満足度は高くなることが報告されている。また、そのパーソナリティ

や能力についても固定的なものではなく、成長とともに発達（開発）していくものであるこ

とが報告されている（厚生労働省, 2010）。Scale for Coordinate Contiguous Career（Scale 

C3）は、パーソナリティとキャリアの 2つの領域を評価することで、その人が抱えるキャリ

ア形成のニーズを把握するツールであり、Inclusive Needs Child（IN-Child）Record とい

う領域間の関係を構造的に見ることができるツールを基に作られた（韓, 2018）。IN-Child 

Record（ICR）とは小中学生を対象に教育的ニーズを把握するためのツールであり、領域間

の関係性が統計学的に検証されているようにScale C3においても領域間の関係性が検証され

る可能性がある。しかしながら、Scale C3を用いて職業人におけるパーソナリティとキャリ

アとの関係性はまだ検討されておらず、さらに Scale C3の信頼性検証は、高校生のみ検証さ

れており（照屋・矢野・下條ら, 2018 ; Shimojo, Teruya, Kohara, et al., 2018）、成人に対し

てはまだ検証されていない。そこで、本研究では、成人における Scale C3の信頼性を評価し、

さらに保育園内における職業人に対して心と体の健康が情報の取得及び表出する能力に与え

る影響をキャリアにおけるニーズを分析する観点から検討することを目的とした。 

 

Ⅱ．方法 

 

1. 対象者 

 本研究に対する説明会を実施し、質問紙に含まれる研究参加への同意説明を読み、研究参

加に同意を得た保育園従事者女性 129名を調査対象とし、データ収集を行った。収集された

データの中、欠損データ 20例を除外し、109例のデータを最終対象者数として分析を行った

（有効回答率 84.5％）。 
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2. 調査方法 

データ収集は 2019年 4 月に行われ、すべての対象者において Scale C3の自己評価用質問

紙を配布し、普段の様子を各項目に沿って、5 段階でチェックを行うことを依頼した。対象

者には匿名で記入を依頼し、説明会終了後に回収を行った。 

 

3. Scale C3の評価 

 Scale C3は、韓・沼館・呉屋ら（2018）によって開発され、パーソナリティとキャリアの

大きく 2 つの領域に分けて構成されている。パーソナリティとしては、心と体の健康、注意

特性、多動性・衝動性、こだわり、自己肯定感の 5 つの領域が設定されている。キャリアの

領域には、人間関係形成能力、自己理解・自己管理能力、課題対応基礎能力、キャリアプラ

ンニング能力の 4 つが設定されている。人間関係形成能力の中には、多様性の理解、コミュ

ニケーション・スキル、ソーシャル・スキルが含まれている。自己理解・自己管理能力とし

ては、自己の役割の理解、自己の動機づけ、ストレス耐性の 3 つが挙げられている。課題対

応基礎能力には、情報取得、情報表出、情報処理が含まれ、キャリアプランニング能力は意

思決定と将来設計で構成されている。それぞれの領域に対して評価項目が設定されており、

全部で 16 領域 92 項目の尺度となっている。評価は「1=非常にあてはまる」「2=少しあては

まる」「3=どちらでもない」「4=あまりあてはまらない」「5=ほとんどあてはまらない」の 5 件

法で行われる。点数は下位領域ごとに合計され、領域点数が低いほど、その下位領域に対す

るニーズが高いという評価になる。 

 

4. 分析方法 

1) 仮説 

以前より、保育士の勤務環境は厳しく、勤務体制や賃金などの見直しが急務といわれてき

ている（厚生労働省, 2014）。日常的にかかわる子どもやその保護者への対応などによる保育

士の身体的疲労感や慢性疲労症候群は高く（那須野, 2006）、保育士の 84.9％が職場において

何らかのストレスを感じていると指摘されている（冨田, 2009）。メンタルヘルスの代表的な

疾患であるうつ病は、認知機能にも影響を及ぼし、健常者に比べ、視覚的記憶の継続的な欠

損や持続的な注意欠損が報告されている（Shehab AAS, 2016）。また、このような神経認知

機能の低下は、社会的交流を円滑にするために必要な社会的認知機能との関連が強いことが

報告されている（池淵・中込・池澤ら, 2012; 村井, 2007）。 

Scale C3の構成概念は、ICRを基に開発され、ICRでは、身体の状態が不注意に影響して

いることが報告されている。本研究では、韓・太田・權ら（2016）により開発された ICRを

参考に Scale C3のパーソナリティがキャリアに与える影響を検証することにした。上述した

先行研究を背景に、以下のようなモデルを立てた（図 1）。 

 

 

図 1．仮説のモデル設定 
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109名の自己評価結果についてパーソナリティとキャリアの点数を項目ごとに集計し、カ

ットオフ値により点数の多寡を決め、ニーズが高い項目を抽出した。キャリアの 11小項目の

中、最もニーズが多かった項目であった「情報取得」と「情報表出」を本研究の仮説のキャ

リアとして設定した。最終的な仮説モデルは図 2に示している。 

 

 

図 2．仮説の最終的モデル設定 

 

 

2) 統計分析 

基本特性として年代、性別、勤続年数、職種について尋ねた。本研究で得られた高校生及

び成人の Scale C3の評価データ分析は韓・太田・權ら（2016）に基づき、評価対象者の区別

なく、尺度の信頼性が得られるかを確認するため、Cronbach’s α係数を算出する。α係数は

0.7を上回り、1に近づくほど信頼性が高いとされている（Cronbach, 1951）。また、尺度の

構成概念妥当性を検証するため、構造方程式モデリングによるモデルの適合度検証を行う。

構造方程式モデリングの適合度指標として、Tucker-Levis Index(TLI)>.900、Comparative 

Fit Index(CFI)>.900 および Root Mean Square Error of Approximation(RMSEA)<.01 を基

準として用いる（狩野・三浦, 2002）。統計解析には IBM SPSS Statistics ver.26および IBM 

SPSS Amos ver.26 を用いる。 

 

 

Ⅲ．結果 

 

1. Scale C3の信頼性検証 

Cronbach’s α係数を用いた尺度の信頼性検証の結果、すべての領域及び尺度全体において

高い信頼性が確認された（表 1）。 
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表 1．Scale C3の信頼性検証 

領域 α（>.700） 

尺度全体 0.979 

パーソナリティ 0.939 
心と体の健康（Q1-Q12） 0.871 
注意特性（Q13-Q19） 0.867 

多動性・衝動性（Q20-Q25） 0.753 
こだわり（Q26-Q31） 0.796 
自己肯定感（Q32-36） 0.747 

キャリア 0.973 

人間関係形成能力 0.915 
多様性の理解（Q37-Q40） 0.783 

コミュニケーション・スキル（Q41-Q47） 0.858 
ソーシャル・スキル（Q48-Q52） 0.784 

自己管理・自己管理能力 0.895 
自己の役割の理解（Q53-Q55） 0.709 
自己の動機づけ（Q56-Q58） 0.821 
ストレス耐性（Q59-Q61） 0.796 

課題対応基礎能力 0.951 
情報取得（Q62-Q71） 0.903 
情報表出（Q72-Q78） 0.887 
情報処理（Q79-Q85） 0.906 

キャリアプランニング能力 0.898 
意思決定（Q86-Q88） 0.740 
将来設計（Q89-Q92） 0.886 

 

2. 対象者の特性 

対象者の基本的特性を表 2 に示している。年代には、50代（33.0％）が最も多く、勤続年

数は、1～4 年（35.8％）が最も多かった。職種は保育士が 78.9％、調理員が 18.3％順に多

かった。 

 

表 2．対象者の基本的特性 

 n (109)  % 

年代    

20 代 12  11.0 

30 代 23  21.1 

40 代 24  22.0 

50 代 36  33.0 

60 代以上 14  12.8 

勤続年数    

1 年未満 25  22.9 

1～4 年 39  35.8 

5～9 年 16  14.7 

10～15 年 14  12.8 

15～19 年 7  6.4 

20 年以上 8  7.3 

職種    

保育士 86  78.9 

調理員 20  18.3 

事務 1  0.9 

看護師 1  0.9 

子育て支援員 1  0.9 
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3. キャリアに対するモデル検証 

構造方程式モデリングを用いた分析の結果、図 3 に示すモデルにおいて適合度は良好では

なかった（χ二乗=1.77, df=2, TLI=1.01, CFI=1.000, RMSEA=0.000, AIC=25.77）。 

 

 

図 3．モデル検証 

 

 

年代と勤続年数を入れた結果、図 3に示すモデルにおいて良好な適合度が見られた 

（χ2=15.603, df=8, TLI=0.918, CFI=0.969, RMSEA=0.094, AIC=53.603）。 

 

 

図 4．年代と勤続年数を入れたモデル検証 

 

 

Ⅳ．考察 

 

本研究では、保育所内における職業人に対して心と体の健康が情報の取得及び表出する能

力に与える影響をキャリアにおけるニーズを分析する観点から検討することを目的とした。

分析の結果、職業人において Scale C3尺度全体の信頼性が検証された。対象者は、50 代が最

も多く、勤続年数が 1～4 年が最も多かった。また、回答した対象者の約 8 割は保育士であ

った。年代と勤続年数を投入したモデルの適合度において良い傾向がみられ、心と体の健康

は注意特性に影響を及ぼし、情報取得と情報表出に影響を与える傾向が示された。 

本研究では、年代と勤続年数がモデルの適合度に影響を及ぼしていることが示された。本研

究の対象者の中には、50年代の従事者が最も多く、乳幼児の保育の特性上、腰痛などの肉体

的な疲労感が生じやすく、子どもから目を離せない緊張感より精神的な疲労感が増していく

ことが報告されている（浅井・賀須・川津ら, 2013）。また、勤務年数が短い従事者は、勤務
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年数が長い従事者より保育園の同僚または保護者との人間関係に困難を抱きやすく、自身の

感情を抑制する傾向があり、ストレスを受けやすいことが報告されている（加藤・安藤, 2012）。

職業人における精神的な疲労感やバーンアウト傾向は、年齢が高いほど会話や読み書きなど

の情報の一時的な保存と操作に関わっているワーキングメモリが低下している可能性がある

ことが報告されている（Deligkarisa, 2014）。本研究においても、年代と勤続年数が職業人

のパーソナリティとキャリアに影響を及ぼす傾向が見られたことから、先行研究と一致する

結果が示された。 

一方、本研究の結果において心と体の健康が注意特性に影響を及ぼし、また情報取得と情

報表出に影響を与える傾向が示された。成人においてストレスフルな日常が続くと、不注意

は比較的長期に持続し、仕事場面で失敗を繰り返すことが多いことが報告されている（林・

江川・染矢, 2015）。さらに、職場環境において精神的苦痛が持続する場合、不注意は強くな

ることが報告されていることからメンタルヘルスと不注意は密接な関連があることが考えら

れる（Nagata, Nagata, Inoue et al., 2019）。不注意は身体的な側面から見ても中年期の健康

と機能障害との関連があり、高齢期の罹患率の主要な原因につながることが報告されている

（Das, Cherbuin, Butterworth, et al., 2012）。困難な状況においても目標維持を行う注意機

能は、ワーキングメモリが関わる機能であり（土田, 2016）、ワーキングメモリに負荷のかか

る課題（情報の処理と保持を同時に要する）では注意散漫となりやすく、課題を最後までそ

して正確に終えることは難しいことが報告されている（湯澤, 2011）。本研究においても先行

研究と同様に心と体の健康が不注意を引き起こすことで、ワーキングメモリにも影響を与え

た可能性があると考えられる。 

本研究の結果では、職業人において心と体の健康が不注意を経て情報取得及び情報表出と

いうキャリア形成に影響を与える傾向があることが示された。メンタルヘルスの不調は、職

務遂行能力に影響を及ぼすことが報告されており（黒川, 2008）、現状の個人向けストレス対

策（教育研修）は、その効果が一時的、限定的になりやすいと指摘されている（吉川, 2015）。

一方、Scale C3は、個々の基礎的・汎用的能力を把握し、キャリア形成のための評価と継続

的支援を行うために作られた道具であり（韓, 2018）、本研究は Scale C3を用いて職業人のパ

ーソナリティとキャリア形成に関するニーズの関連について分析した研究という点で新規性

がある。したがって今後の職業人のキャリア形成のための支援に対して参考資料になること

ができると考えられる。 

本研究の限界として対象者の人数が少ないことから心と体の健康が情報取得と情報表出に

明らかな影響を与えたとは言い切れない。また、モデルの提示においても一つしか存在しな

かった。今後、更なる対象者数の確保や長期的な観察を行うことで、多様な関係性をより深

く検証する必要があると考えられる。 
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るかっこやコンマ、ピリオド、スペース、ハイ

フンは、論文内で半角か全角のどちらかで統一
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数量は MKS（CGS）単位とし、mm、cm、m、
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特定の機器・薬品名を本文中に記載するときは以

下の規定に従うものとする。 

●機器名： 一般名（会社名，商品名）と表記すること。 
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 塩酸エペリゾン（ミオナール®） 
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 アラビア数字及び「( ) (かっこ)」や「, (コンマ)」、「. (ピリオド)」、「␣ (スペース)」、「- (ハ
イフン)」、「: (コロン)」、「& (アンド)」は半角統一すること。

 日本語表記の際に用いる「― (ダッシュ)」は全角とすること。 
 文献の記載順番は、アルファベット順又は本文の引用順のどちらかで記載し、片かっこの通し番
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 共著者の記載は最大6名までとし、7名以降を日本語記載は「ら」、英語記載は「et al.」で省略す

ること。 
 異なる文献を引用し、著者名かつ発表年が同一の表記となる場合は、発表年の後にアルファベッ

ト「a, b, c…」を付けて区別すること。

 英語雑誌名（雑誌論文名や書籍名）はイタリック体とすること。 
 文献にDOI(Digital Object Identifier; デジタルオブジェクト識別子)がある場合、各文献の末尾

に「doi:」とし「10.1021」から記載すること。 
 タイトルに副題等ある場合は原則として引用元の表記に基づくが、主題と副題の区切りが無い場

合、日本語記載は「― (ダッシュ)」、英語記載は「：(コロン)」で区切ること。 
 英訳記載のない雑誌名やタイトル等の和文を英語で記載する場合、和文ローマ字にて記載し文末

に「(in Japanese)」を付けること。 

種類 引用方法 

雑誌論文 著書名(発表年) タイトル. 雑誌名, 巻(号), 所在ページ. doi: 10.～ 

Author (year) Title. Journal, Volume (issue), Page. doi: 10.～ 
書籍 著書名(出版年) タイトル. 出版社. 

Author (year) Title. Publisher. 
 出版年は原則として第一刷の出版年とする

 シリーズ名はタイトルの後ろに「（シリーズ名）」として書いても良いが、省略可

 全集などの巻数もタイトルの後ろに「（全集名 巻数）」として書くが、巻数はアラビア数字を用いる

 出版社は、発行所と同義（「株式会社」の部分は省略可）

編書 編集者名(編)(出版年) タイトル. 出版社. 

Author (Ed(s).) (year) Title. Publisher. 
翻訳書 原著者名(原書の出版年) タイトル. 原書の出版社. 訳者名(訳)(訳書の出版年) 訳書の

タイトル, 訳書の出版所.
Author (original year) Original title. Publisher. Translator (Trans.)(translation
year) Translation title(in Translation language). Publisher. 
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Author (Ed(s).) (year) word. Title. Publisher. 
※監修者・

校注者

著書名(出版年) タイトル. 監修者名(監修) 出版社. 
著書名(出版年) タイトル. 校注者名(校注) 出版社. 

Author (year) Title. Publisher. 
※部分的な

引用 
章の著書名(出版年) 章タイトル. 本の編者名, 本のタイトル. 出版社. 所在ページ. 
Chapter Author (year) Chapter title. Author (Ed(s).) Title. Publisher. Page. 

コミュニ

ケーション

発信者(発信年) 会議名やメールタイトル等(発信年月日). 
Author (year) meeting (d m, y). 

学位論文 著書名(発表年) タイトル. 大学名.(未刊行). 

Author (year) Title. University. (Unpublished). 

 「未公刊資料」であることを明記する
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blog 著者名(発行年) タイトル. URL(閲覧最終日) 

Author (year) Title. URL (access d m, y). 
wiki フリー百科事典 ウィキペディア日本語版(最終更新年) タイトル. (最終更新日 UTC).
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